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平成24年９月20日（木曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成24年度宮崎県一般会計補正

予算(第１号)

○議案第６号 宮崎県介護職員処遇改善等臨時

特例基金条例の一部を改正する

条例

○議案第11号 宮崎県歯科保健推進計画の策定

について

○請願第23号 動物取扱業者の飼育する犬の「狂

犬病の予防注射」に対する補助

金措置を求める要請についての

請願

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・県が出資している法人等の経営状況について

社会福祉法人宮崎県社会福祉事業団

財団法人宮崎県生活衛生営業指導センター

財団法人宮崎県腎臓バンク

財団法人宮崎県健康づくり協会

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・県立病院における南海トラフ巨大地震等大災

害への防災対応状況について

・「地域総合医」の育成拠点設置について

・障がい者の虐待防止・権利擁護に係る取組に

ついて

・宮崎県地域がん登録事業の開始について

・宮崎県子ども・若者総合相談センターの開設

について

出席委員（８人）

委 員 長 髙 橋 透

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 内 村 仁 子

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

病 院 局 医 監
豊 田 清 一

兼 宮 崎 病 院 長

病 院 局 次 長
桑 山 秀 彦

兼経営管理課長

県立宮崎病院事務局長 古 賀 孝 士

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 大 脇 泰 弘

県立延岡病院長 楠 元 志都生

県立延岡病院事務局長 野 﨑 邦 男

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 土 持 正 弘

福祉保健部次長
安 井 伸 二

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
冨 髙 敏 明

(保健･医療担当)

こども政策局長 日 隈 俊 郎

部 参 事 兼
大 野 雅 貴

福 祉 保 健 課 長

医 療 薬 務 課 長 郡 司 宗 則

薬 務 対 策 室 長 竹 井 正 行
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国保・援護課長 青 山 新 吾

長 寿 介 護 課 長 川 添 哲 郎

障 害 福 祉 課 長 孫 田 英 美

就 労 支 援 ・
中 西 弘 士

精神保健対策室長

衛 生 管 理 課 長 青 石 晃

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

感染症対策室長 肥田木 省 三

こども政策課長 長 友 重 俊

こども家庭課長 古 川 壽 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 阿 萬 慎 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○髙橋委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時２分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

本委員会への報告事項について説明を求めま

す。なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て

終了した後にお願いいたします。

○渡邊病院局長 おはようございます。病院局

でございます。

それでは、病院局のほうから御報告をさせて

いただきます。

９月定例県議会にお願いしております議案は、

病院局はございません。１件御報告をさせてい

ただきます。

県立病院における南海トラフ巨大地震等大災

害への防災対応状況についてでございます。

先般、南海トラフの巨大地震による津波高、

浸水域や被害想定が内閣府から発表されました。

また、その他、大災害の想定も出ております。

そこで、今回、県立病院の防災対応状況を整理

いたしました。災害拠点病院として、災害時に

おける救急患者の受け入れや、地域の医療機関

への支援を行うために、県立病院の防災力をしっ

かりと認識しまして、被害想定の内容や意味合

いを正確に受けとめた上で、適切な危機感を持っ

て防災力の向上を図ってまいりたいと思ってお

ります。今回の想定発表を機に、防災力の向上

についてはさらにクローズアップされることと

なります。危機感とスピード感を持って取り組

んでいきたいと考えております。詳細について

は、桑山次長より説明させていただきますので、

よろしくお願いします。

私からは以上でございます。

○桑山病院局次長 それでは、御説明いたしま

す。

委員会資料の１ページをお開きください。県

立病院における南海トラフ巨大地震等大災害へ

の防災対応状況についてでございます。

まず、１の県立病院の立地、建物の状況であ

りますが、下の表に各病院の状況をまとめてお

ります。

まず、各病院の立地場所の標高でございます

が、宮崎病院が６メーター、延岡病院が５メー

ター、それから、日南病院は比較的高台に位置

しておりまして、10メーターという状況になっ

ております。
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次に、海や川までの位置関係を示しておりま

すが、３県立病院とも比較的沿岸部にありまし

て、特に宮崎・延岡病院につきましては、それ

ぞれ、大淀川、大瀬川から１キロメートルとい

うことで、大きな河川の近くに位置していると

ころでございます。

次に、建物の竣工でありますが、宮崎病院が

昭和58年、延岡病院が平成７年、日南病院が平

成９年ということで、それぞれ竣工して、短い

ところで15年、長いところで29年経過しており

ますが、各病院とも、建築基準法におきます現

行の基準であります新耐震基準に基づいた耐震

構造となっております。

次に、２の大災害による被害予想でございま

す。下の表に、地震、津波、洪水による被害予

想を記載しておりますので、あわせてごらんい

ただきたいと思います。

まず、（１）の地震でありますが、先ほど御説

明しましたとおり、３県立病院とも、新耐震基

準に基づいた耐震構造を有しておりますので、

内閣府の想定規模の地震、具体的には下にあり

ますが、震度６強から７が想定されております

が、そういった地震では、大規模な建物損壊と

いったことは想定されないものと考えておりま

す。また、（２）の津波につきましても、内閣府

の想定では、３県立病院とも津波は到達せず、

被害は想定されておりません。しかしながら、

米印で記載しておりますが、宮崎大学の原田教

授の予想によります４大地震連動による津波が

発生した場合には、宮崎・延岡病院は浸水被害

が想定されているところでございます。

次に、（３）の洪水につきましては、各市の洪

水ハザードマップによりますと、宮崎・延岡病

院につきましては、河川の氾濫による浸水が予

想されております。その場合、表にありますよ

うに、宮崎・延岡病院とも、地下１階、それか

ら、１階は１メーターから２メーター程度の浸

水が予想されますので、電気室でありますとか

救命救急センター、外来あるいはエックス線検

査、薬剤部門などに被害が発生することが予想

されるところでございます。

このように、県立病院におきましては、特に

洪水による浸水被害が想定されますため、現在、

各病院において、その対応に関する整備を行っ

ておりますところでありますし、また、検討を

進めていく必要があるというふうに考えており

ます。

次に、折り込みしておりますが、大きな表を

ごらんいただきたいと思います。県立病院にお

ける防災対応状況の一覧表でございまして、左

端に大きく分けて３つの大項目を区分しており

まして、それぞれの中身につきまして各病院の

状況、それから一番右側に、平成24年度の取り

組み状況あるいは今後の主な課題について記載

する形をとっております。

まず最初に、ライフラインの確保状況でござ

います。

電気の関連でありますが、各病院とも受変電

設備が地下１階にございますので、浸水時には

ショートして被災しますため、非常用発電設備

で対応することになります。宮崎と日南病院に

おいては、非常用発電機設備が浸水のおそれの

あります地下１階にありまして、被災をするこ

とが予想されますので、一番右側に24年度の取

り組みと書いてありますが、高層階に増設をす

ることにしております。また、延岡病院につき

ましては、同じく24年度の取り組みのところに

ありますように、もともと平成７年に改築した

ときから、既に大瀬川の氾濫を想定しまして、

高層階に非常用発電機設備を設置しております
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が、今回、津波のような短時間で浸水が起きた

ような場合にも対応できるように、配線の改修

を行うことにしております。

次に、水道関係でありますが、災害に備えま

して災害用備蓄水槽の容量を増加しまして、１

メーターから２メーター程度の浸水では被害を

受けない状況にございます。

それから、ガスでございますが、それぞれ各

病院、都市ガスあるいはプロパンガスで供給し

ておりますが、主要機械が地下に配置されてお

りますことから、浸水被害でボイラーや空調機

器が動かなくなることが想定されております。

このため、右にありますように、蒸気による滅

菌でありますとか、空調・厨房が動かなくなる

ために、その対応を検討する必要がございます。

次に、大きな項目の２番目の災害備蓄の状況

であります。備蓄品として、書いてございます

が、食料、飲料用水、あるいは医薬品、診療材

料等を３日間分備蓄しておりまして、また、そ

の他にありますが、テントや簡易ベッド等も災

害備蓄倉庫に必要数を備蓄しておりますが、右

にありますように、洪水時に浸水が予想される

宮崎病院と延岡病院では、医薬品、診療材料等

の備蓄品が使用できない状況が想定されるため

に、備蓄場所を上の階へ移転する等の対応が必

要であるというふうに考えております。

それから、最後に、大項目の３つ目の災害拠

点病院としての整備状況でございます。指定状

況にありますように、３病院それぞれ、全県を

対象とした基幹あるいは地域の災害拠点病院に

指定されているところから、災害時における救

急患者の受け入れ、あるいは地域の医療機関な

どへの支援等を行うことが求められております。

このため、災害医療拠点としての整備充実を図っ

ていく必要がございます。

２番目の、まず、災害発生時に中核となりま

す救急施設でございますが、宮崎、延岡は救命

救急センター、日南病院は第２次の救急医療機

関になっております。

まず、宮崎病院の救命救急センターでありま

すが、１階に400平米ほどの面積を有しておりま

すが、昭和58年の全面改築時に整備をされまし

て、老朽化が進みますとともに、当時想定され

ていなかった医療機器等の増加などによりまし

て、大変手狭になっております。このため、右

の課題のところに書いておりますが、浸水被害

による診療機能低下で、救急患者の受け入れが

困難となることも想定されますことから、浸水

被害の及ばない上階への移転などや十分な面積

確保につきまして検討する必要があると考えて

おります。

次に、延岡病院につきましては、取り組み状

況のところにありますが、新たに救命救急セン

ター棟の整備を現在行っておりまして、４月に

着工いたしまして、来年２月に完成、そして、

準備を経まして３月のオープンを目指している

ところであります。最新の医療設備と面積

も1,800平米ということで十分に確保されている

ところであります。その面積の中で、２階部分

には大量の救急患者に対応できるホールを整備

しまして、必要な救急災害医療機能の確保をす

ることとしております。また、記載はございま

せんが、新しい延岡のセンターでは、万一、１

階部分が浸水で使用できなくなることも想定し

まして、３階に非常用の発電機を配置しまして、

必要な電源も確保することとしているところで

ございます。

それから、救急施設の下にヘリポートという

項目がございます。災害拠点病院につきまして

は、国が指定する要件を定めておりますが、そ
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の中で、ヘリポートについては、原則として病

院敷地内にヘリコプターの離着陸場を有するこ

と。ただし、やむなく敷地内に確保が困難な場

合には、近接地に確保することとされておりま

す。さらに、宮崎病院が該当しますが、基幹災

害拠点病院の場合には、ことしの４月から要件

が厳格化されまして、病院敷地内にヘリポート

を有することとされたところでございます。た

だし、この要件は、当面の間は現状のままでも

指定は継続されることになっております。

このような中で、延岡病院につきましては、

新救命救急センターの屋上にヘリポートを設置

することとなっておりますので、浸水などの災

害時でも入院患者や必要な物資の搬入搬出が確

保されます。また、日南病院につきましても、

近接地、病院の北側に市有地がございますので、

特段の支障はございません。しかしながら、宮

崎病院につきましては、基幹災害拠点病院であ

りながら、ヘリポートが敷地内にないという状

況にございます。現在、大淀川河川敷などを利

用して対応しておりますが、災害時には利用が

不可能となることも想定されますので、宮崎病

院が、災害時に傷病者あるいは医療物資などの

輸送ができずに、基幹災害拠点病院としての機

能を十分に発揮できないという可能性もござい

ます。このため、右に書いてありますように、

課題といたしまして、今後、基幹災害拠点病院

の指定を維持するためには、ヘリポートの敷地

内設置について検討する必要があるというふう

に考えております。

次に、ＤＭＡＴの項目でありますが、各病院

とも必要なチーム数を確保しておりまして、日

ごろより訓練に参加するなどして、いつでも出

動できるよう準備をしているところでございま

す。

それから、最後に、通信手段でありますが、

電話などの通信回線が途絶えた場合でも、外部

との通信・連絡が可能な衛星電話や衛星回線な

どを整備しているところでございます。

資料の説明は以上でございますが、巨大地震

など大災害が発生した場合には、病院自体に生

じる被害が甚大になることも想定されますこと

から、適切な防災対策で防災力強化を図り、大

災害発生時におきましても、災害拠点病院とし

ての機能が維持あるいは発揮できますよう、災

害に強い病院づくりに努めてまいりたいという

ふうに考えております。以上でございます。

○髙橋委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

○内村委員 大きい表に、24年度取り組み状況

というところがあるんですが、これはいつぐら

いから取り組まれるのか。

○桑山病院局次長 それぞれ年度内の取り組み

ということで掲げておりますが、例えば、一番

大きな、延岡病院における新たな救命救急セン

ターにつきましては、既に４月に着工して年度

内にはオープンということになっておりますし、

あるいは非常用発電機設備の高層階増設等も現

在、作業を進めているところでございます。年

度内には完成させる予定でございます。

○内村委員 実は、この前、南三陸町に行って

医療関係やら話を聞いてきたんですが、医薬品

とか上層階へ移動するというふうに書いてある

んですけれども、確かに、備蓄品、医薬品は全

て高いところに持っていったほうがベストだと。

まず、全然、医薬品も何にもなくなったそうで

すから、せっかくこれだけのものを準備される

んでしたら、早目に高いところへというところ

が原則になっていくかなと思っていますけれど

も、そこを考慮していただきたいと思っていま
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す。

それと、続いて。浮くベッドがあったという

ことで、津波が来て、寝たまま浮き上がって、

すき間があって、そこで生存していらっしゃる

方があったそうです。ベッドごと持っていけな

くて、布団にくるんで職員の方が持っていった

ということなんですけれども、ベッドに寝かせ

たままの人が何人か、すき間があってそこで生

存していらっしゃったということでしたから、

そういうのも参考にされたらいいかなと思って

います。だから、とにかく早目にここを取り組

んでほしいと思っています。以上です。

○井上委員 それでは、私のほうから何点か質

問させていただきたいと思います。

まずは、私は宮崎市なので、県立宮崎病院の

ことについて何点か御質問させていただきたい

と思うんですけれども、ここで今後の主な課題

ということは整理をされているわけですから、

現実にどういう災害であっても、例えば洪水で

あっても何にしても、災害拠点病院、特に宮崎

は基幹病院ですから、そこを全うできるような

状況というのをつくり出さないといけないと思

うんです。もう課題は明らかになっているわけ

ですが、これに対する対応というのはどのぐら

いの議論が進んでいるのか、そこを具体的に教

えていただきたいと思います。

○桑山病院局次長 おっしゃるように、それぞ

れの項目について、今回、このような表の形で

課題を整理しまして明確にしたところでござい

ます。中身によって、直ちに対応できそうなも

のと、あるいは施設面での制約などもありまし

て時間のかかるようなものもあろうかと思いま

すが、現在、病院内、それから私ども病院局と

も協議しながら、順次進めていく方向でやって

いきたいと思います。

○井上委員 ぜひスピードを上げていただきた

いのと、ただ議論しているだけではだめで、実

際予算が動かないといけないことですよね。で

すから、予算をどう確保していくのかというこ

とは大変重要なことですけど、その見通しとい

うか、その議論について財政方のほうとの意識

合わせというか、そういうのは進んでいるんで

すか。

○桑山病院局次長 整備する中身によりまして、

病院が自己財源をもって整備するもの、中には

一般会計からいただく、繰入金の対象となり得

るものもあると思います。財政課等との調整に

つきましては、今後、来年度予算に向けての調

整があります。場合によっては、それ以前に年

度内に整備ということもあり得るかもしれませ

んが、必要に応じて財政部門と協議すべきもの

は協議していきたいと思います。

○井上委員 例えばですが、ヘリポートの問題

も含めて、救命救急センターの関係を考えたと

きに、まずはどこから始めるか。予算もそうで

すけど、小さいところから始めるのか、大きく

始めるのかというのもいろいろあると思うんで

す。その検討というのも進んでいるというふう

に理解していいということですか。

○桑山病院局次長 宮崎病院における課題とい

たしまして、昭和58年の竣工からもう30年近く

たって老朽化しているということ、それから、

面積のところでも申し上げましたが、400平米と

いうことで－延岡病院が今回、1,800平米整備

しますが－かなり手狭で、かつ医療器械も、

建物をつくった当時とは比較にならないほど多

くの器械を使うという状況になっております。

そうした中で、宮崎病院の救命救急センターを

どうやっていくかということについては、内部

的には、現在、あるべき姿などを、内部の医師
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を初め、医療スタッフなどとも検討を進めてい

るところでございます。まだはっきりとした形

にはなりませんが、課題を十分意識して検討を

進めていきたいと思っているところです。

○井上委員 これは意見だと思って聞いていた

だいたらいいと思うんですけれども、小さくち

まちまと改造みたいな、リフォーム的な感覚で

やるのか、それとも、やはり根本から変えてい

こうとするのか、それによっても随分考え方は

違うと思うんです。だから、財政的に困難性が

あったとしても、基幹病院としての県立宮崎病

院のありようというのは大変重要なので、そこ

は、やはりきちんとしたコンセプトを持って財

政方にも当たるということがないと、ちょっと

不安なんですよね、これだけ見せていただくと。

委員会の初回のときにも私、申し上げましたが、

先ほど内村委員からも出たように、このままで

いけば、診療機能が麻痺する可能性が高いわけ

だから、そこを含めてきちんとした対応をお願

いしたいと思っていますが、その決意みたいじゃ

ないけれども、どこまで考えておられるか。

○渡邊病院局長 今、井上委員がおっしゃった

視点というのは、我々も今、そういうことで持

ちながらやっているわけでございまして、実は、

今、我々がどういう形で考えているかをちょっ

と述べますと、まず、宮崎病院というのが、昭

和58年、59年、ずっと改築をやっていまして、

もう29年。そして、当時、改築に126億かかった

んですけれども、今ずっと償還していまして、

この償還が27年度で大体終わるんです。そうい

う中で、この際、ヘリポートだけじゃなくて全

体的に、例えば病棟あたりが配管が傷んで、そ

れを直すためには入院患者をどこかに移してや

るとか、病院については、改修・改築というの

は非常に困難性を伴うといういろんな課題があ

るわけでございます。

そういう中で、ただ、ヘリポート、救命救急

センターを整備するということじゃなくて、そ

ういういろんな課題をこの際一遍にもうやろう

かと。そうしますと、全体的に改築費がどれぐ

らいかかるかといいますと、例えば、長崎が今、

市立病院の改築をやっています。500床ぐらいな

んですけれども、これが大体170億です。それか

ら、香川県が、宮崎病院と同じぐらいの規模の

をやったんですけれども、これが220億。それと、

もう１つは、最近、病院の建て方について、公

がつくるのではなくて、ＰＦＩという手法で、

民間の資金を活用してやるという方法も最近非

常にふえております。先ほど言いました長崎市

立病院はそういう形でやっているわけでござい

まして、この175億というのが、ＰＦＩだからそ

ういう安いといいますか、公がつくりますと、

営繕単価といいまして、非常にコストアップに

なるということもよく言われていますけれども、

そういう形のもので一遍に全部改築しようかと

いう議論も今やっています。

一方、救命救急センターとへリポートを整備

する、そして、将来の配管等のやりかえをやる

ときに、そこも活用するようなやり方でやるか

ということも今、議論しているわけで、あそこ

は航空管制区域でございまして、ヘリコプター

の発着も非常に規制があります。そのあたりを

考えますと、これが数十億あるいは100億近くに

なるかもしれない。そうしますと、もう一遍に

改築しようかという話もある。

だから、いろんな議論を今、トータルでやっ

ていまして、このあたりを整理しないと、簡単

に、じゃ、改築をやろうかということにはなら

ない。延岡病院みたいにああいう余裕がありま

して、そういう条件のところはいいんですけれ
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ども、宮崎病院の場合、あの都市部の真ん中で

ございますから、そういう問題。

それから、一方で、今度、消費税が上がりま

す。消費税が５％から10％に上がりますと、改

築費がまたコストアップするわけです。改修・

改築、あるいはヘリポートだけ仮につくるとし

ても、そのあたりをいつのタイミングでやるの

か。

いずれにしましても、ハード面についてはそ

ういう大きな課題がありまして、そのあたりを

スピード感を持ってやりますけれども、拙速じゃ

いかんと私は思っていまして、じっくり議会等

にも御相談しながらやっていかにゃいかんとい

うことを今考えております。

ただし、先ほど内村委員がおっしゃいました

ように、医薬品を最上階に上げるとかそういう

ソフト的な対応、こういうことはすぐできるわ

けでございます。こういうのは今年度中に、あ

した地震が来るかもしれないわけでございます

から、こういうのは早くやっていくと、そうい

う考えでおります。

新たな方向が、今言いましたように２案ある

わけです。それから、資金の調達の仕方も、先

ほど言いましたようにＰＦＩとかいろいろある

わけでございまして、そのあたりも含めて、県

民の皆さんあるいは県議会のほうにも御説明し

て、どういう方向で行くのかというのを、でき

たら今年度内に決めたいと、そういうふうに今

思っていますので、もうしばらくお時間をいた

だきたいと思います。

○井上委員 基幹拠点病院なので、県民にとっ

ても非常に心待ちにしている部分というのが多

いと思うんです。今回の議会の質問を聞いてい

ただいていておわかりだと思うんですけど、緊

急搬送で、県立宮崎病院は拒否した部分が何件

あるとか具体的な数字まで出ましたよね。この

搬送できなかった人たちはどこに送っているの

かという問題とか、いろいろあると思うんです。

だから、医大もさることながら、県立宮崎病院

に期待している部分というのは大きいというふ

うに理解していただいたほうがいいと思うんで

す。県民のコンセプトは、やはりそこがしっか

りなるということについては大変心待ちにして

いるというか、そこをよりどころにしているの

で、病院局の決意というか、そういうのはちゃ

んと持っていただきたいと思います。

それと、今回の議会での議論の中にもう１つ

あったのが、災害時における後方支援拠点です。

災害のときの後方支援の拠点をどこにしていく

のか。知事が今回、以前よりも具体的に答えら

れたわけですけれども、後方支援拠点になって

いる部分と、基幹病院、それから地域指定の拠

点病院との関係というのをもっと明確にしてお

かないと、例えば県立病院で備蓄しなくても、

備蓄する必要があるものについてはそこで備蓄

することだってできるように、やっぱり関連性

をしっかりと持たせないと、単にどこででも後

方支援の拠点をつくられればいいということに

はならないと思うんです。ですから、災害のと

きに大きな力になる病院を抱えている病院局は、

そういう意味では、そこにきちんとした意見を

言わないといけないと思っているところなんで

すけど、それについてはいかがな考えと、関連

性を持たせているのかを。

○渡邊病院局長 後方支援拠点施設については、

今回、議会で知事のほうも少し具体的に答弁さ

れましたけれども、我々のほうでは、どこに置

くのかを危機管理局あたりから具体的な説明を

聞いておりません。今、井上委員がおっしゃっ

たような、そこと県立病院との関係、あるいは
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どういう役割を持ってどういう形で連携してい

くのかとか、そういうものは当然出てきますし、

我々としてもそういう整理をして、お互いがう

まくかみ合って、よりいい対策ができる、対応

ができるという方向で当然やらなきゃいけない、

そういうふうに思っています。

○井上委員 今回、議会で災害についての御意

見というのは多く出ましたね。それについて考

えたときに、ただ一部署の責任として部が考え

ればいいという問題ではないと思うんです。き

ちんと宮崎県内の地図を描いて、どこにどうい

うものを置いたときに、どんなふうにしたとき

に宮崎県民にとって安心な状況になるのかとい

うことをしっかりと絵を描くというか、絵をき

ちんと描けるところがどこなのかというのをし

ないといけないと思うんです。私は、はっきり

申し上げれば、病院局はそのときの中核になる

べきだというふうに思うんです。医療機関とし

てのありようと、それから、皆さんが究極的に

は病院というのを物すごく頼りにしながらやっ

ていくわけですから、そういう点での施策のあ

りようのときに、病院局はそこをしっかりと押

さえた上で意見を言っていただくようにしてい

ただきたいというふうに思うんですけど、それ

についてはいかがですか。

○渡邊病院局長 今の井上委員の発言、そのと

おりだと思います。ただ、県庁全体で、この南

海トラフなり、いろんな災害関係の、この間庁

議もありましたけれども、全体の部内の連携と

いいますか、病院だけじゃないんですね、福祉

施設、いろんな施設があります。こういうもの

を全体的にどう整理して、どういうふうに総合

的な対策を打っていくかということについては、

庁内の連絡会議とか、対策本部に類するような

そういうものをつくってやりましょうというこ

とで知事のほうも言っておられますし、我々も

そういう中で、病院には中核的な要素もありま

すけれども、もうちょっと広い視野からそうい

うことをやっていく必要はあるし、また、そう

いう機会には、病院局として堂々と、いろいろ

と意見なり、我々の役割を認識していただくよ

うな形で意見を申し上げていきたい、そういう

ふうに思っています。

○坂口委員 ちょっと基本的なというか、資料

のところから聞いていきたいんですけど、まず、

２の（１）（２）（３）です。南海トラフの巨大

地震での内閣府の想定と、それから宮大の原田

先生の予測というのが出ているんですけど、特

に（２）と（３）の違い、これはどんなことな

んですか。

○桑山病院局次長 資料の１ページの２の（２）

（３）の違いということでございますが、（２）

のほうにつきましては、津波の到達範囲が今回

明らかにされまして、その中では、３県立病院

とも到達しないエリアにあるわけですけれども、

ただ、宮大の原田教授の４連動というような形、

しかも、堤防の決壊等が想定されていないとい

う状況等も指摘しておられましたが、そういっ

たことを考えると、宮崎・延岡病院につきまし

ては、浸水被害があり得るのではないかという

御意見があるところでございます。（３）の洪水

につきましては、１にありますように、大淀川、

大瀬川、あるいは内水の問題もあろうかと思い

ますが、そういった河川の氾濫による洪水、そ

の可能性があるということでございます。

○坂口委員 原田先生のやつは、破堤も想定し

ての浸水、堤防が壊れることも想定した浸水と

いうことになっているわけですか。それは織り

込んでいないんじゃないですか。堤防が壊れる

こともあり得るという説明だったということで
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すよね、今。だから、堤防が壊れるから浸水し

てしまうんだよという想定なのか、それとも、

４連動になると全然津波が違いますよという、

津波高自体の設定の違いによる浸水なのか。

○桑山病院局次長 済みません、私、詳細に中

身を把握していないんですが、１つは、４連動

で津波高自体が高くなるということ、それに伴っ

て河川の堤防あたりについても決壊する可能性

があると。そうすると、津波の到達範囲に伴う

浸水の範囲は大きく広がるというふうに理解し

ております。

○坂口委員 だから、考え方によっちゃ違うと

いうことで、この津波の想定というのはあくま

でも想定で、その諸元をどう捉えるかで違いま

すよということですよね。それが１つ。

それから、その頻度ですよ、発生頻度、これ

については、大まかでいいんですけど、かなり

深刻なのかというのと、政府が言っているよう

に、あんまり心配し過ぎる必要はないんですよ

ということなのか。頻度の問題はどうなんです

か。

もう１つ聞きます。その後に洪水が出てきま

すよね、この洪水の頻度と津波の頻度、これは

どんななんですか、現実性は。

○桑山病院局次長 済みません、手元に資料を

持っておりませんので、はっきりしたことを申

し上げられませんが、例えば洪水にしてみます

と、県立宮崎病院はそういう危険性があるとい

うことでございますが、設置以降、これまで浸

水被害に見舞われたということはないと思いま

す。大正時代からですか、かなり古い時代にで

きておりますが、ないわけでございます。ただ、

万一のことを考えますと、こういった未然のと

り得る措置はとって防災力を高めておく必要が

あるというふうに考えております。

○坂口委員 その必要性は感じるんです。やれ

ればきょうでもやったほうがいいというのは、

それは僕も感じるんです。さっき言われたよう

に、総合的にまず見ていかなきゃだめだと。あ

らゆるもの、病院とか、医療とか、災害拠点と

かいう視点から見なきゃだめだということと、

財政に限界があるということです。そういった

ものと頻度を考えて。この中で一番高いのは洪

水頻度かなと思うんです。洪水頻度も、地震で

４連動が起こって、仮に最高の予測する津波が

来るという頻度よりも、むしろ破堤することを

原田教授は予測されたというんですけど、一方

では、今回の１万何千カ所に及ぶボーリング調

査の結果という答弁なんかも出ましたけど、そ

の結果、液状化の心配があるということ。液状

化の心配があるということは浸透破堤ですね。

下を水がくぐってしまって噴き出してしまう。

これは水位との関係で十分起こり得る。頻度と

してはこのほうがむしろ近いと思うんです。そ

んなのを考えたとき、浸水対策として必要だと

いうこと。必要だからやろうとすれば、地震ま

で考えたほうがこの際いいよということとか、

老朽化を考えて維持管理とか、金を突っ込んだ

割の費用対効果で期待できる機能に限界がある

ということで、大がかりに建て直しも含めてと

いう今の説明だったと思うんです。

だから、企業債でやっていける、一般財源じゃ

ないという部分で、独立でできる部分もあるん

ですけど、今回の説明、例えば、各病院が看護

師の異動でいろいろ問題があるということも出

ていたじゃないですか。人事の問題。それから、

今、赤字の解消に一生懸命取り組んでおられま

すね。立地条件とか、公立病院の受け持つ役割

のその使命上というか、責任上、日南、延岡は

なかなか大変だと思うんですよ、黒字というこ



-10-

とを目指そうとすると。宮崎病院は、通常の範

囲での精いっぱいの経営で、赤字対策とか、よ

りよい経営の常識的な範囲でのぎりぎりの努力

以上のものを、プール計算だとまたやっていか

なきゃならない。ここまで努力すれば、うちの

病院は単独だったら十分なんですよ。必要以上

の努力をまた求められる。

何が言いたいかというと、今の公営企業法の

全適。人事の限界、会計のそういった広範囲と

かいうのを考えたときに、私は、今後、それぞ

れの病院長が100％権限を持って、そして、今、

建てかえて、今後、維持管理費を節約するほう

が将来の財政状況とか見たときにいいんだとか、

今、社会が公立病院に対して求めるニーズ、果

たすべき責任、そういったものを見たとき、災

害まで含めたとき、うちは場所も移ろうと、そ

して、独立採算でやっていけば支払いもできる

じゃないかとか、そういったものも含めた検討

でないと、どうせこの際、さっき局長が言われ

たような大がかりな検討に入られるなら、そう

いった今抱えている人事面から全てを含めたと

きに、果たして今の全適がいいのかと。全適を

見直したばかりですけれども。それとも、完全

に病院長さんに100％全ての責任もお願いする

と。権限も全て持ってもらって判断をやってい

くというようなことも含めた検討を、病院局な

りでやられる総合的な検討と宮崎県としてやら

れる総合的な検討と、２つの検討が必要じゃな

いかなということ。小さいことから入り込みま

したけど、説明をわかりやすくするためなんで

すけど、局長としてそこら辺、コメントができ

れば。

○渡邊病院局長 この経営形態については、来

年度中にある程度方向を出すことになっており

ます。ちょうど、この改築あるいは災害拠点病

院としての機能強化とか、いろんな要素がかみ

合っていまして、今、坂口委員がおっしゃった

ような視点は私も持っておりまして、そのあた

りも含めてちゃんと整理し、全体的に方向性を

明確にした上で整備に取りかかるとか、そうい

うことも私、考えておりまして、今後、とにか

く今、坂口委員がおっしゃった視点も我々十分

考えておりますので、そのあたりも総合的に検

討しながら、ひとついい形で次の計画といいま

すか、それをまとめていきたいというふうに思っ

ています。

○坂口委員 ぜひ、そこらも真剣に考えていた

だきたいと思うんです。僕らは立場上、全病院

の黒字化を当然求めますよね。だけれども、そ

の立地条件によって、受けたくないけれども、

受けざるを得ない官民の役割分担、それから政

策医療的なもの、今言われたような、災害時と

かそういった公的に果たさなければならない責

任に対しての整備、こういったものまで果たし

て、建前上、赤字じゃないか、赤字じゃないか

と我々求めていくことが、本当に県民福祉の向

上につながっているのかというジレンマもある

わけです。そこらで独立していただけば、そこ

まで私の病院に求めるならこれだけの財源を保

障してくれとか、そこで病院長さんが病院とし

ての正当性を主張できるというようなことにし

ていかないと、それが全てじゃないんですけれ

ども、そういったものを含めて、全適で今後と

も行くべきかという検討をぜひ、これは要望で

いいんですけれども、お願いしておきたいと思

います。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○前屋敷委員 非常に単純な質問で申しわけな

いんですけど、この表のライフラインの確保の

ところ、共通課題として、地下にオイルタンク
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を設置しているものを、水が入らないようなも

のに改修するという方向が出されているんです

が、洪水によって、延岡・宮崎病院は、地下１

階は水没ということになってしまうという予想

なんですけど、水密型に改修した場合に、３日

間の燃料は確保するということですが、どうやっ

てこの燃料活用ができるのか。

○桑山病院局次長 その上の電気関係は、水に

つかりますと、ショートなどしまして使えなく

なるという状況ですが、オイルタンクにつきま

しては、全く水が入らない構造にしますと、そ

の中の重油関係は使えますので、その中に３日

分程度の必要量を備蓄して、中身を使うことも

ありますけれども、ためておいて、水没しても

使えるようにするということでございます。

○前屋敷委員 構造上の説明が全然頭に入って

いませんで、そこから吸い上げて使うというこ

とですね。どういう形なのか構造がわかってい

ませんで、失礼いたしました。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○二見副委員長 私も１点だけ。別添のほうの

資料なんですけれども、水道や食料、医薬品等

について３日分というふうになっているんです

が、これは何を基準にして３日分というふうに

書いていらっしゃるのか。人数とかそこのとこ

ろをもうちょっと詳しく御説明いただきたいん

ですけれども。

○桑山病院局次長 これにつきましては、主に

入院患者を対象に、そうした患者に必要な食べ

物、水、医薬品などを３日分備蓄するというこ

とで、これにつきましては、災害拠点病院の要

件の中にも、３日分程度の備蓄をすることとい

うことで、当面この３日分でしのいで、その後

につきましては、外部からの搬入等を行うこと

になるというふうに思います。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

なければ、報告事項以外でその他、何かござ

いませんか。

○中村委員 今の説明では、県立の３病院だけ

の説明だったんですが、例えば、都城は盆地で、

あそこを攻めるのに、いわゆる島津藩を攻める

のに、川を塞げばあそこはつかるだろうという

ようなところで、今度、医師会病院がつくろう

としている病院は、沖水なんですが、あそこは

一番都城で低いところなんです。いわゆる扇状

地と言うんですか、水が湧き出るところ、一番

低くて、そういう場所なんです。昔、恵寿苑と

いうのがありました。坂元先生が施設長をされ

るんですが、老人たちが住んでいる病院でした

が、10年前ぐらいでしたか、それが１階が全部

つかってしまって電気製品やら全部だめになっ

たんです。沖水地区というところは都城で一番

低いところですから、新しい病院を今、医師会

病院がつくろうとしておりますが、これもそう

いうおそれがある。であれば、この３病院だけ

でなくて、各病院に、こういったものでやるん

だよということを災害に備えて示しておいてほ

しいと思います。要望にしますが、そういうの

をやってみていただきたい。この３病院だけじゃ

なくて。

○渡邊病院局長 我々、別表で、チェックリス

トではないんですけれども、どういう形で今現

状はなっているのか、これに対してどう対応す

るのか、我々で考えて資料を整理したわけでご

ざいますけれども、各病院共通する課題でござ

いますので、福祉保健部のほうにもこの資料を

渡して、そういう御意見があったことをお伝え

します。ありがとうございます。

○髙橋委員長 ほかにございませんか。

○二見副委員長 その他のところで１つ。先日
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の質問の中でも出てきたんですけれども、県立

宮崎病院の研修医についてなんですが、今、県

立宮崎病院の研修医の定員、そして実際に入ら

れている研修医の数、そこを終わられて宮崎に

残られている先生方の現状について、ここ数年

のデータがあれば教えていただきたいんです。

○豊田宮崎病院長 まず、定員は14です。今年

度は、自治医大卒業生が４名、それから、九大

からのたすきがけといいますか、協力型で４名、

残り８名が宮崎病院ということで、たしか16名

います。

過去、うちで２年間研修した研修医が全部で55

名ございます。その中で、産業医大の卒業生が

７名、この産業医大生は、それから、デューティー

（義務）がありますので、皆さん、地元の大学

に３年目は必ず戻ります。55名の中に宮崎県出

身者が25名いまして、７名が産業医大出身者で

ございます。宮崎県出身で当院で研修したのが18

名ございます。この18名の中で、２年終わりま

して３年目からのドクターが12名、だから、約

６割から７割ぐらい残って研修をしております。

その中で、宮大に実際に入局した方が８名、そ

れから、県外に行かれた方、九大が８名、それ

以外に出身大学に戻られて、熊大とか鹿大とか

に行かれた方が数名おられます。現在、当院で

後期研修と言います３年目以後は、１人はスタッ

フになりましたけれども、４名いらっしゃいま

す。ですから、定着率からしますと大体６割か

ら７割、一番多い年は100％、３年目から後期研

修に入っている状況でございます。

○二見副委員長 済みません、ちょっとよくわ

からなかったんですけど、資料を後でいただけ

ますか。

○髙橋委員長 後ほど、資料として提出してい

ただくといいかなと思います。

○豊田宮崎病院長 わかりました。少し値が間

違っている可能性もありますので、また改めて

整理して。

○髙橋委員長 後ほどまたよろしくお願いしま

す。

○井本委員 この前、別の委員会で大学のほう

に視察に行ったんですけど、ことしは臨床研修

医が多かったわけですが、これは単にことしだ

けに終わらず、継続してやらにゃいかんですね。

どんな原因でなったのか、いろいろ言われてお

りますけれども、継続していくためにその方法

を考えにゃいかん。中心的には宮崎大学側のほ

うがやっているのか、病院局のほうが、どっち

が中心的にやっておられるんですか。

○渡邊病院局長 臨床研修医の全体の総合的な

調整なり施策展開というのは、福祉保健部の医

療薬務課がやっています。そして、各病院で、

宮崎大学附属病院であれば、宮崎大学で研修医

の確保を自分の医局に残るようにという形で

やっている。県立宮崎病院については宮崎病院

でやる。ただし、県立病院については３病院あ

りますので、３病院連携をしながら、フェニッ

クスプログラムとか共通のプログラムをつくっ

たりして、いろんなところで県立病院の宣伝等

しながら、研修をうちでしませんかというよう

なやり方をやっているのが今の状況でございま

す。

○井本委員 沖縄の県立中部病院に行ったとき

に、いわゆる屋根瓦方式というのをやっていま

した。あれについて、どう思うかというとあん

まりぴんとこんかったみたいだったが、中心的

にどこかがそういうものを一つのアイデアなり

構想を持って進める。福祉保健部でまとめる力

があれば私も安心なんだけど、やっぱり一つ中

心になるかちっとしたところがおって進めてい
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かんと、これは単にことしだけで終わる可能性

もあるんじゃないかと思ってちょっと心配して

おるんですが、その辺はどうですか。

○渡邊病院局長 やはり各病院がそれぞれ特徴

を持って魅力がないと研修医は来ないわけです。

ということは、各病院の自主的な取り組みが一

番大事であって、宮崎大学は宮崎大学でやらな

きゃいけないし、県立病院は県立病院で、今の

ところ、県立病院は宮崎病院に集中しておりま

すが、県立宮崎病院の魅力アップにつなげる。

その中の一つの要素は救急医療でもあるわけで

す。沖縄の中部病院については救急医療が非常

にいいわけでございますが、ただ、それができ

るのは、あれだけ研修医が集まるからできるわ

けで、後期の研修にも残るわけです。だから、

そういうことをやって魅力アップしながら研修

医が集まれば、おのずから、救急あたりも機能

アップできるというようなことにもつながるわ

けでございますので、それぞれの病院が特徴を

持って、そして、立派な先生がおれば、その人

の指導のもとに入りたいということになるわけ

でございますので、やはり各病院の医療技術な

り、病院の魅力といいますか、医者も含めた魅

力といいますか、そういうものをアップしない

と研修医は集まらない。幾ら宣伝しても、彼ら

は全国の病院を見ていますので、そういうこと

を今後、地道にやっていくしかないというふう

に思っています。

○井上委員 昨日の議場での議論に追い打ちを

かけるようで恐縮なんですけれども、県立延岡

病院は、今度、救命救急のあれがグレードアッ

プするというので、大変期待もされているけれ

ども、昨日、田口議員が議場で言いましたとお

り、人的支援が足りないですよね。現場を預かっ

ておられる病院長はどのようにお考えなのか、

そこを聞かせていただけると。

○楠元延岡病院長 延岡病院の楠元でございま

す。今、お話のありました、新しく救命救急セ

ンターをつくるに関して、人を含めて、ふえる

なり、充実の実案があるかと言われたのかなと

思うんですけれども、現在、県北のほうの医療

資源というのは非常に乏しいといいますか、充

実されていないのが現状です。理想とすれば、

確かに、建物、そういうハードができるときに

人も同時にふやせるのが一番効率的なものじゃ

ないかと思っています。ただ、今までの経過を

見てもおわかりかと思うんですけれども、医療

資源の中で、人、物、金といろいろある中で人

の問題が今までも多々問題になってきたと。今

までもいろんな活動をして人の確保というのを

頑張ってきたんですけれども、なかなかうまく

来ていないというのが現状でございます。

そこで、人、物、金が同時にそろわないと次

のステップに入れないかというと、少しでもで

きる範囲のときにやって、まだ十分できない部

分は、引き続いて活動して充実していきたいと

思っています。そういう意味で、現在も、救急

医療に関する専門医師の確保、これはずっと続

けているところですが、今、確実に何名の医師

の確保ができましたという返事はできていない

というのが現状でございますが、引き続いてま

たそれは努力していきたいと、そういうふうに

思っているところです。

○井上委員 今、井本委員からも出ましたけれ

ども、研修医の方ができるだけ県立病院のそう

いう、延岡のグレードアップした分を評価して

いただいて、県立延岡病院にも来ていただける

ように、そして、私ども委員会でも行かせてい

ただいて実際に現場を見せていただきました。

そしてまた、情熱を持って担当しておられる先
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生がいらっしゃるということも確認はしている

んですけれども、足りない部分があって、本当

に恐縮ではありますけど、これからできるだけ

持っているものを利用していただいて頑張って

いただければと思っています。私ども県議会も

頑張りますので、病院長のほうからも、そして

病院局のほうも努力されることは期待したいと

思っています。

○楠元延岡病院長 現在、当院に宮崎から、そ

して熊本からと研修医が来てくれているんです

けれども、彼らの感想といいましょうか、意見

を聞くと、「救急は非常におもしろかった」なり、

帰ったら、これを宣伝じゃないけれども、周り

に広げますよとか、そういういい感触を持って

帰ってくれていますので、今のこういう活動を

続けていけば、そのうち当院ももっとふえてき

てくれるんじゃないかと、そういう期待を持っ

て職員みんなで頑張っているところでございま

すので、また御支援のほうをどうかよろしくお

願いします。

○井上委員 今回、日南病院のほうで、私ども

も待ちに待ったといいますか、重要な役割を県

立日南病院が果たしていただけることになりま

したけれども、それについて、県立日南病院の

病院長のほうから何かありましたら、お聞かせ

いただきたいと思っています。

○鬼塚日南病院長 県立日南病院長の鬼塚でご

ざいます。来年の４月から、地域総合医のサテ

ライトセンターというのをつくる予定になって

おりますけれども、これは、宮崎大学の地域医

療学講座が主体になって総合医を育成するとい

うシステムでございまして、宮崎県には、専門

医はある程度都市部にはおるんですけれども、

総合医というのが全体的に不足しておりますの

で、総合医を育成するためにサテライトセンター

をつくっていただくということ、大変ありがた

く思っております。地域医療が崩壊しているん

じゃないかと最近言われておりますので、総合

医を育成することによって地域の医療を再建し

ていきたいと、そういうふうに今願っておると

ころであります。

○井上委員 私もよくわかっていないところも

あるんですけど、研修医の先生方からすると、

総合医を目指している方と、それから、例えば

専門を目指す方とといったら、最近は、若い先

生方の中には、格段に専門を突っ走るような方

と分かれるような状況があるというふうにお聞

きしていますが、美郷の金丸先生に聞くと、総

合医としての喜び、地域の医者としての喜びみ

たいなものは、総合医になるということの道筋

というのは研修医にも教えないと、なかなかそ

こは理解できないんだということをおっしゃっ

ておられましたが、それについては、今回のサ

テライトのあれでそこも学べるというふうに理

解してよろしいんでしょうか。

○鬼塚日南病院長 これは、卒後３年目、初期

研修が終わった３年目の人を対象にするわけで

すけれども、今、委員のほうから言われました

ように、昔は専門医を目指すというのがほとん

どだったと思うんですけれども、今、高齢化社

会を迎えまして、複雑な疾患を持った人がおら

れますので、専門医だけでは診療できないとい

うような状況になっています。そういう意味で、

総合医というのは大変重要な役割を占めている

というふうに思います。研修医の方が来られま

したら、総合医の意義といいますか、楽しさと

いいますか、重要さといいますか、そういうの

を教えていきたいというふうに思っています。

宮大のほうからも指導医が来る予定になってい

ますので、そういう先生を通して指導していき
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たいというふうに思っています。

○髙橋委員長 日南病院の総合医の拠点設置は、

何よりも日南病院の活性化になると思います。

そして、何よりもまた、経営がいい方向に向か

うのも期待しておりますので、よろしくお願い

したいと思います。

ほか、ございませんか。

以上をもちまして病院局を終了いたします。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時４分休憩

午前11時７分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等について、

部長の概要説明をお願いいたします。

○土持福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

それでは、当委員会に御審議をお願いいたし

ております議案等につきまして、概要を御説明

いたします。

まず、議案についてであります。お手元の「平

成24年９月定例県議会提出議案」の表紙をめくっ

ていただきまして、福祉保健部関係の議案でご

ざいますけれども、議案第１号「平成24年度宮

崎県一般会計補正予算（第１号）」、それから、

議案第６号「宮崎県介護職員処遇改善等臨時特

例基金条例の一部を改正する条例」、それから、

議案第11号「宮崎県歯科保健推進計画の策定に

ついて」の、以上３件でございます。

このうち、議案第１号、福祉保健部の補正予

算の概要について御説明をさせていただきます。

また資料が変わります。別冊になりますが、お

手元の「平成24年度９月補正歳出予算説明資料」、

福祉保健部のインデックスが張ってあるかと思

いますが、そこをめくっていただきたいと思い

ます。ページで申し上げますと21ページでござ

います。21ページをお開きいただきたいと思い

ます。

福祉保健部の補正額でございますが、福祉保

健部では、一般会計で６億5,159万5,000円の増

額補正をお願いしております。主な事業といた

しましては、障害者自立支援対策や子育て支援

など、政策目的別に造成いたしました基金を活

用した事業や、国からの委託の決定に伴い実施

する事業を計上しているところでございます。

この結果、福祉保健部の一般会計予算額でござ

いますが、988億6,708万7,000円となっておりま

す。各課の補正予算の詳しい内容につきまして

は、この後、ほかの２件の議案とともに、担当

課長よりそれぞれ説明させますので、よろしく

御審議のほどをお願い申し上げます。

次に、報告事項についてであります。また資

料が変わります。「平成24年９月定例県議会提出

報告書」というのがございます。表紙をめくっ

ていただきまして、１ページの一覧表をごらん

いただきたいと思います。福祉保健部関係は、

「損害賠償額を定めたことについて」の中に１

件の案件がございます。詳細につきましては、

後ほど、関係課長に説明させますので、よろし

くお願いいたします。

次に、また別冊になりますが、お手元の「平

成24年９月定例県議会提出報告書」のうち、

ちょっと分厚いものですけれども、下のほうに

（県が出資している法人等の経営状況について）

という記載のある縦長の資料がございます。表

紙をめくっていただきまして、一覧表をごらん

いただきたいと思います。報告いたしますのは、

地方自治法に基づいて報告する法人、及び「宮
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崎県の出資法人等への関与事項を定める条例」

に基づいて報告する法人でございます。福祉保

健部関係では、地方自治法に基づいて報告を行

う法人は、財団法人宮崎県腎臓バンクの１法人

でございます。また、「宮崎県の出資法人等への

関与事項を定める条例」に基づき報告を行う法

人は、財団法人宮崎県生活衛生営業センター、

財団法人宮崎県腎臓バンク、財団法人宮崎県健

康づくり協会、そして、社会福祉法人宮崎県社

会福祉事業団の、４法人となっております。こ

れも詳細につきましては、それぞれ関係課長に

説明させますので、よろしくお願いをいたしま

す。

続きまして、その他の報告事項でございます。

たびたび資料が変わって申しわけございません。

本日お配りしております「厚生常任委員会資料」

の目次をごらんいただきたいと思います。その

他の報告事項としておりますけれども、地域総

合医の育成拠点設置について、障がい者の虐待

防止・権利擁護に係る取り組みについて、宮崎

県地域がん登録事業の開始について、宮崎県子

ども・若者総合相談センターの開設についての

４件でございます。詳細につきましては、それ

ぞれ関係課長に説明させますので、よろしくお

願いいたします。

それから、最後に、資料は用意しておりませ

んけれども、報道等されておりますが、８月以

降発生しております麻疹について御報告をさせ

ていただきたいと思います。

まず、発生の状況についてでありますが、８

月30日に、日向市の中学校の女性教諭が麻疹と

診断をされまして、家族、それから同僚等に感

染いたしまして、９月14日までに６名の患者の

発生届がなされたところでございます。

次に、対応策でありますけれども、発生のあ

りました学校や保健所等の関係機関が連携をい

たしまして、臨時休校措置等により感染拡大防

止を図っているところでございます。福祉保健

部といたしましては、麻疹は感染力が強く、感

染予防には予防接種が有効でありますことから、

予防接種の徹底について、県民の皆さんへの情

報提供や関係機関への文書による周知を行って

いるところでございます。

私のほうからは以上でございます。御審議の

ほど、よろしくお願いをいたします。

○髙橋委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、議案について、順次、関係課長より説

明を求めます。

○大野福祉保健課長 福祉保健課でございます。

それでは、議案第１号「平成24年度宮崎県一

般会計補正予算」について御説明いたします。

まず、お手元の冊子、「平成24年度９月補正予

算歳出予算説明資料」、横長の資料でございます。

福祉保健課のインデックスのところ、ページで

言いますと23ページでございます。23ページを

お開きいただきたいと存じます。

今回お願いしております福祉保健課の補正予

算額は、300万円の増額補正でございます。この

結果、補正後の予算額は、83億8,152万4,000円

となります。

補正内容を御説明いたしますので、恐れ入り

ますが、25ページをお開きください。

（事項）福祉総合センター費の１、福祉人材

センター事業で、財源は、国の交付金による障

害者自立支援対策臨時特例基金であります。事

業内容でありますが、福祉人材センターにおけ

る無料職業紹介事業利用者の利便性向上のため

に、福祉人材情報システムを、求職者や求人事

業所がより利用しやすいように改修する経費100
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万円と、福祉・介護関連職種に対する認知度を

高めるために、学生と介護福祉士有資格者等と

の意見交換会の開催などに要する経費200万円で

ございまして、ともに、福祉・介護人材の安定

的な確保を図ることを目的とするものでござい

ます。

説明は以上でございます。

○竹井薬務対策室長 医療薬務課分を御説明い

たします。

議案第１号「平成24年度宮崎県一般会計補正

予算」についてであります。資料は同じです。

お手元の資料の青いインデックスで医療薬務課

のところ、27ページをお願いいたします。

左側の補正額の欄にありますように、今回、253

万6,000円の増額補正をお願いしており、この結

果、補正後の予算額は、51億3,049万円となって

おります。

補正の内容について御説明いたします。29ペー

ジをお開きください。

（事項）薬事費にあります後発医薬品安心使

用促進事業253万6,000円の増額補正であります。

この事業は国の委託事業で、患者や医療関係者

が安心して後発医薬品を使用できるようにし、

その使用促進を図るための啓発活動を行うもの

でありますが、国からの委託料の額が当初の見

込みを上回る額で決定されたことに伴う補正で

あります。

説明は以上でございます。

○川添長寿介護課長 長寿介護課分を御説明い

たします。

同じ一般会計の補正予算でございまして、同

じ資料の青いインデックス、長寿介護課のとこ

ろ、31ページをお開きください。

長寿介護課分は、左の補正額欄のところにあ

りますように、6,060万円の増額をお願いしてお

りまして、この結果、補正後の予算額は、182

億3,539万5,000円となります。

33ページをお開きください。（事項）介護職員

等処遇改善等臨時特例基金事業費でありますが、

その下の説明の欄にございます施設開設準備経

費助成対策特別事業について、6,060万円の増額

をお願いするものでございます。

当事業につきましては、国の緊急経済対策で

交付されました介護職員処遇改善等臨時特例交

付金を積み立てて造成しました特例基金を財源

とする事業の一つとしまして、平成22年度から

事業を開始したものでございます。

補正理由でございますけれども、当事業につ

きましては、本来、期間限定の事業でございま

して、平成23年度までで事業終結する予定であっ

たものです。その後、国の方針によりまして事

業の実施期間が１年間延長されまして、さらに、

本年２月、基金の残額について、事業間の流用

による事業の実施が認められましたことから、

本県におきましても、平成24年度までの事業継

続が可能となりましたので、今回、補正をお願

いするものでございます。

事業の概要でございますが、資料はございま

せんけれども、特別養護老人ホームなどの老人

福祉施設等を新たに開設する場合に必要となり

ます職員の研修等に要する訓練経費とか、開設

準備に伴う広報経費や事務経費、さらに、介護

ベッドなどの必要な備品の購入経費などを助成

するものでございます。

続きまして、議案第６号について御説明いた

します。お手元の９月定例県議会提出議案の19

ページをお開きください。宮崎県介護職員処遇

改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

についてでございます。

当条例は、ただいま御説明いたしました施設
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開設準備経費助成特別対策事業の財源でござい

ます介護職員処遇改善等臨時特例基金を規定す

るものでございますが、事業の継続実施が可能

となったことから、当条例につきましても、１

年間の延長の改正を行うものでございます。

長寿介護課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○孫田障害福祉課長 障害福祉課分について御

説明いたします。

お手元の資料は、先ほどの横長のほう、補正

歳出予算説明資料のほうにお戻りいただきたい

と思います。こちらの青いインデックスで障害

福祉課のところ、35ページとなっております。

障害福祉課は、左の補正額欄にありますよう

に、今回、２億369万8,000円の増額補正をお願

いしております。この結果、補正後の予算額

は、126億6,132万1,000円となっております。

めくっていただいて37ページをお願いいたし

ます。補正の内容についてでありますが、まず、

（事項）福祉のまちづくり推進費につきまし

て、848万7,000円の増額補正をお願いしており

ます。これは、説明欄１の障がい者等用駐車場

利用証制度事業に要する経費であります。この

事業は、ことし２月に開始いたしました「おも

いやり駐車場制度」の実施により、身体障害者

用駐車場の適正利用、歩行困難者等の駐車場確

保を図るものであり、これまで、同制度の普及

定着に向け、さまざまな周知、啓発活動に取り

組んでまいりました。今般、当制度の一層の普

及を図る上で大変重要となります登録駐車区画

の拡大について、現在の制度開始から間がなく、

制度への関心が特に高い今年度のうちに、未登

録施設への働きかけを改めて重点的に行うなど、

さらに取り組みを強化するものでありまして、

登録駐車区画に設置する路面表示シートの追加

購入経費など、取り組みの強化に伴って必要な

経費について増額補正をお願いするものであり

ます。

次に、（事項）障害者自立支援対策臨時特例基

金につきまして、１億8,921万1,000円の増額補

正をお願いしております。これは、説明欄１の

障害者自立支援対策臨時特例基金事業に要する

経費であります。

この事業は、障害者自立支援法に基づく制度

の円滑な運用等を図るため、国の交付金を原資

として、平成19年度から実施している基金事業

でありまして、これまで、障がい者が地域の中

で自立した社会生活を営むことができる環境整

備や、障害福祉サービス事業者の経営基盤の強

化等に取り組んでまいりました。この基金事業

は、本来、23年度までの事業でしたが、国の平

成23年度第４次補正予算において、基金の積み

増しと１年間の延長が行われることとなりまし

た。国の４次補正により、24年度当初予算で見

込んでいた額を上回って交付された額及び23年

度末の基金執行残額について、増額補正をお願

いするものであります。

最後に、（事項）障がい者就労支援費につきま

して、600万円の増額補正をお願いしております

が、これについては、就労支援・精神保健対策

室長が御説明いたします。

私からの説明は以上であります。

○中西就労支援・精神保健対策室長 厚生常任

委員会資料のほうになりますが、この資料の１

ページをお開きいただきたいと思います。

今回の補正予算としまして、新規事業の障が

い者工賃向上情報発信強化事業をお願いしてお

りますので、御説明をさせていただきます。

この事業は、１の目的にありますように、就

労継続支援Ｂ型事業所など、障害福祉サービス
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事業所で働く障がい者の工賃を向上させるため、

各事業所の商品、技術力などの情報を取材・収

集しまして、企業や消費者に向けてＰＲするこ

とにより、事業所の認知度を高め、企業との取

引拡大や消費者への販売促進を図るものであり

ます。本年７月に、新たな工賃向上計画を策定

したところでありますが、このタイミングで全

体の工賃底上げを図ってまいりたいと考えてお

ります。

次に、２の事業概要ですが、厚生労働省所管

の緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用しまし

て２名を新規雇用し、（１）から（３）までの取

り組みを行いたいと思っております。なお、委

託事業として実施を考えているところでござい

ます。

まず、（１）事業所情報の取材・収集につきま

しては、新規雇用する２名が各福祉事業所を直

接訪問しまして、商品、技術力、活動状況など

の事業所情報を取材・収集するものであります。

次に、（２）インターネットサイトのコンテン

ツ充実につきましては、現在、障害福祉サービ

ス事業所のＰＲを行うインターネットサイトを

開設しておりますが、より魅力あるものとする

ため、（１）の取り組みで収集した情報をこのサ

イトに掲載しまして、内容の充実を図るもので

ございます。

次に、（３）インターネットサイトの一部改修

につきましては、現在開設しておりますインター

ネットサイトのデザインとか利便性を向上させ

るためのサイトの一部改修を行うものでござい

ます。

３の補正額ですが、600万円をお願いしており

ます。

なお、緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用

する事業につきましては、新規雇用者の雇用期

間を担保するということも目的でございまして、

平成24年度途中からの事業開始になると考えて

おりますが、この場合でも、平成25年度までの

事業実施が可能となっているところでございま

す。本事業も、平成25年度、来年度までの事業

実施を予定しておりまして、今回の補正額と同

額の600万円の債務負担行為の設定をあわせてお

願いしているところでございます。

説明は以上であります。

○和田健康増進課長 健康増進課分を御説明い

たします。

健康増進課といたしましては、議案第１号「平

成24年度宮崎県一般会計補正予算」、及び議案

第11号「宮崎県歯科保健推進計画の策定につい

て」の２件でございます。

まず、補正予算ですが、歳出予算説明資料の

青いインデックス、健康増進課のところ、ペー

ジで言いますと39ページをお開きください。

左の欄の補正額でありますが、今回、131

万3,000円の増額補正をお願いしております。こ

の結果、補正後の予算額は、44億3,165万5,000

円となります。

それでは、補正の内容につきまして御説明い

たします。41ページをお開きください。

（事項）栄養改善対策費の栄養調査費とし

て、131万3,000円の増額をお願いしております。

これは、毎年11月に実施されている国の委託事

業であります国民健康栄養調査が、次期国民健

康づくり運動の現状値を収集するために、今年

度は調査地区をふやして実施されることに伴う

ものであります。

次に、議案第11号「宮崎県歯科保健推進計画

の策定について」ですが、お手元に、「宮崎県歯

科保健推進計画（案）」を配付させていただいて

おりますが、説明は、常任委員会資料を用いて
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行わせていただきたいと思います。

それでは、常任委員会資料の３ページをお開

きください。

まず、１の計画策定の趣旨についてです。こ

の計画は、平成23年３月に公布・施行された「宮

崎県歯・口腔の健康づくり推進条例」に基づき

策定するものであり、歯・口腔の健康づくりに

関する施策を総合的に推進することにより、県

民の健康の保持増進を目指すことを目的として

おります。なお、国においても、平成23年８月

に「歯科口腔保健の推進に関する法律」が公布・

施行され、都道府県は、施策の総合的な実施の

ための方針、目標、計画その他の基本的事項を

定めるよう努めなければならないとされており

ます。

次に、２の計画の位置づけについてです。こ

の計画は、宮崎県歯・口腔の健康づくり推進条

例第８条第１項に規定する歯・口腔の健康づく

りの推進に関する基本的な計画であり、県民の

健康づくりの指針であります「健康みやざき行

動計画21」の一つとして、歯科保健分野を推進

するための計画ともなります。

次に、３の計画の期間についてです。計画の

期間は、医療計画や健康みやざき行動計画21な

どの他計画と終期を合わせるために、平成24年

度から平成29年度までの６年間としております。

なお、平成29年度には、目標値の達成度を評価

し、次期計画に反映させる予定です。

次に、４の計画の基本的な方針についてです。

歯・口腔の健康づくりは、全身の健康の保持増

進に重要な役割を果たしており、乳幼児期から

高齢期まで、切れ目のない歯科保健対策を推進

することが必要となります。また、国民健康保

険医療費を見ましても、齲蝕や歯周疾患が上位

に入っていることから、歯科疾患に対する予防、

早期発見、早期治療に向けた取り組みが、医療

費抑制の観点からも重要となります。そこで、

総合的な歯科保健対策の推進、ライフステージ

等に応じた歯科保健対策の推進、県民への情報

提供を基本方針とし、歯科保健対策を推進する

こととしております。

４ページをお開きください。次に、５の主な

目標項目についてです。先ほどの基本方針に沿っ

てライフステージ等を５つに分け、それぞれに

目標項目を定めております。目標の設定に当たっ

ては、さきに宮崎県歯科保健推進協議会におい

て御協議いただき、これまでのデータの推移、

国が定めている目標値等を参考に、目指すべき

数値を設定したところです。乳幼児期の「３歳

児の１人平均虫歯数を減らす」では、現状1.36

本に対し、平成29年度の目標値を0.8本としてお

ります。学齢期の「12歳児の１人平均虫歯数を

減らす」では、現状2.0本に対し、目標値1.0本

としております。成人期の「60歳で24歯以上の

自分の歯を有する者の割合をふやす」、これは80

歳で20本以上の自分の歯を保つ、いわゆる8020

達成のためには、60歳で自分の歯がおおむね24

本必要だということから来ておりますが、現

状、55から64歳、49.7％に対し、目標値を60％

としております。

５ページになりますが、高齢期の「80歳で20

歯以上自分の歯を有する者の割合をふやす」で

は、現状75から84歳、25.3％に対し、目標値30

％としております。

障がい児者は、治療が困難なことも多いこと

から、県内全ての地域に障がい児者協力歯科医

療機関の数をふやすという目標を掲げ、現状31

人から、目標を50人としております。

次に、６の歯科保健推進体制についてです。

宮崎県歯科保健推進協議会の設置・開催を通じ
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て、歯・口腔の健康づくりにかかわる関係機関

と十分に連携を図り、県民の歯・口腔の健康づ

くり推進体制の整備に努めていくこととしてお

ります。

６ページをお開きください。最後に、７の策

定スケジュールについてです。計画の策定に当

たっては、平成23年度に、宮崎県歯科保健推進

協議会を設置し、関係機関の代表や公募委員な

どから幅広く御意見を伺い、内容の検討を進め、

また、県内22地区の県民を対象とした県民健康・

栄養調査を実施し、本県の歯科保健の実態把握・

分析を行ったところです。ことし７月には、本

委員会へ素案を報告するとともに、パブリック

コメントを実施し、８月20日には、その意見を

踏まえ、宮崎県歯科保健推進協議会において最

終案の協議をしていただき、取りまとめた案を

今議会に議案として上程させていただいており

ます。

健康増進課分は以上でございます。

○長友こども政策課長 こども政策課分を御説

明いたします。

お手元の冊子「平成24年度９月補正歳出予算

説明資料」の青いインデックスでこども政策課

のところ、ページで申しますと43ページをお開

きください。

こども政策課の補正予算額は、左側の補正額

欄のとおり、３億8,044万8,000円の増額補正を

お願いしております。この結果、補正後の予算

額は、総額115億1,887万1,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。45ページをお開きください。

今回、補正をお願いしておりますのは、（事項）

子育て支援対策臨時特例基金であります。全て

安心こども基金関連の事業でありますが、内容

につきましては、お手元の常任委員会資料のほ

うで説明をさせていただきたいと思います。常

任委員会資料の２ページをお開きください。

１の事業目的でありますが、安心こども基金

を活用いたしまして、保育所、認定こども園の

整備や、認定こども園の運営費に対する補助な

ど、保育サービスの向上などを進めることによ

り、子供を安心して育てることができるための

体制整備を行うものであります。

次に、事業の概要であります。まず、表の１

番目の保育所緊急整備事業でございます。この

事業は、保育環境の整備を図るため、老朽化し

た園舎の改築などに要する費用の一部を補助す

るものであり、４市、計５カ所の整備を行うも

のであります。補正額は２億2,797万3,000円で

ございます。

次に、表の２番目の電力需給対策に対応した

休日保育等特別事業でございます。この事業は、

７月から９月の夏季の電力需給対策として企業

が取り組んでいる就業時間等の変更に伴いまし

て、家庭での保育が困難となる児童に対して、

保育所において休日保育などを実施することに

よりまして、受け入れ体制の確保を図るもので

あります。事業を実施します２市１町に対し、

補助を行うものであり、補正額は288万3,000円

でございます。

次に、表の３番目の認定こども園整備事業で

ございますが、この事業は、幼児教育と保育を

一体的に提供する認定こども園への移行に要す

る施設整備の費用の一部を補助するものであり、

２市２カ所の整備を行うものでございます。補

正額は1,459万2,000円でございます。

次に、表の一番下の新規事業、幼稚園耐震化

促進事業についてであります。この事業は、認

定こども園への移行を予定する幼稚園、これに

は既に認定こども園に移行した幼稚園も含まれ
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ることとなっておりますが、その耐震化を促進

することによりまして、子供を安心して育てる

ことができる体制整備を図るものであり、２市

２カ所の整備に要する費用の一部補助を予定し

ております。補助率は、基金が２分の１であり、

残りの２分の１は事業者の負担となっておりま

す。補正額は１億3,5000万円でございます。

３の補正額につきましては、これら４つの事

業を合わせまして、３億8,044万8,000円をお願

いしております。

こども政策課についての説明は以上でありま

す。

○髙橋委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。質疑はありませんか。議案のみの

質疑をお願いいたします。

○内村委員 医療薬務課にお尋ねします。後発

医薬品安心使用促進事業ということで今度補正

が出されておりますけれども、これはジェネリッ

ク医薬品のことなんですか。補正のほうで、医

療薬務課で、後発医薬品安心使用促進事業とい

うことで253万の補正が出ておりますけれども、

そのことなんですが、これはジェネリック医薬

品ということでよろしいんでしょうか。

○竹井薬務対策室長 ジェネリック医薬品のこ

とでございます。

○内村委員 今までもこれがポスターやら大分

出ているんですけれども、これの今までの利用

というのが出ておりますか。

○竹井薬務対策室長 ポスターとか資材等は薬

局及び医療機関に配布しております。また、各

保険者において個別に患者様に送付している場

合もございます。

○内村委員 薬局やらにポスターが張ってある

んですけれども、253万6,000円の使い道も、ポ

スターとかチラシみたいなものに使われていく

んでしょうか。

○竹井薬務対策室長 この253万円というのは、

病院とか薬局で使用されている医薬品のリスト

を調査するとか、あるいは、ジェネリック医薬

品は一つの先発医薬品に対してたくさんあるわ

けです。どういったジェネリック医薬品を採用

しようかというときの参考になる採用マニュア

ルを作成したり、そういった環境整備を行うた

めに使うものでございます。

○内村委員 今までもジェネリックのポスター

とか出ているんですけど、どれぐらい利用され

たかというデータはとってありますか。

○竹井薬務対策室長 データ等は持ち合わせて

おりませんけれども、この事業は22年度からやっ

ておりまして、使用率が4.8ポイント上昇をして

おります。

○内村委員 次は、長寿介護課にお願いしま

す。33ページの施設開設準備費助成の事業

で6,000万なんですが、特老開設の職員研修とか

ベッドの購入費となっていますけれども、職員

研修とかそういうのはどこで今していらっしゃ

るかをちょっとお尋ねします。

○川添長寿介護課長 今、内村委員のおっしゃっ

たとおり、事業費としては、職員研修・訓練と

か、前もって職員を採用しまして、その職員の

報酬もございますし、県の社協等が実施してい

ます介護職員の研修に出す経費等も対象にして

おります。

○内村委員 これが23年度までの－１年延長

ということなんですけれども、これまでにどれ

ぐらいの人が研修を受けられたかは出ています

でしょうか。

○川添長寿介護課長 研修に行かれた人の数は

把握しておりません。ただ、お金の使い方とし

ましては備品が最も多い状況でございまして、
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職員の研修も実際やっていますけれども、金額

的には９割近くは備品費として使っている状況

でございます。

○内村委員 備品ということでベッドの購入費

とかあるんですが、今まで、ある施設の中で、

ベッドを買いかえるときに、出入り口から出な

いベッドが結構使われているんですが、そうい

うのを選定されるときの指導はなさっていらっ

しゃいますか。ちょっとお尋ねします。

○川添長寿介護課長 内村委員のおっしゃる

ベッドがドアから出ないというところは、県内

の調査等で見ていただきました施設の中の例え

ば有料老人ホームとか―特養とか認可施設に

つきましては、ドアの大きさは決まっています

ので、ベッドが出ないというようなことはない

と思います。それと、買いかえは対象じゃなく

て、あくまで新設のところに入れるというのが

制度の趣旨になっていますので、今おっしゃい

ましたストレッチャーとかベッドが出ないよう

なことがないように、当然、ドアの広さとか指

導しております。

○内村委員 それはないということでしたけれ

ども、実際、見てみるとそういうのがあるもの

ですから、こういうのを購入のときに助成金を

出されるときには、規格まで見ていただけると

いいんじゃないかなと思いますが、それは無理

ですか、どんなですか。

○川添長寿介護課長 それはくれぐれも注意し

ながら、ただ、許認可施設においてはそういう

のはないというふうに考えております。ただ、

そういうのがないように指導してまいります。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○前屋敷委員 関連してですが、今回の6,000万

ですが、介護職員処遇改善等臨時特例基金事業

の中の施設開設準備経費の特別事業ということ

なんですね。

○川添長寿介護課長 平成21年度に積み立てた

ときに、介護職員の処遇改善を交付金部門と開

設準備経費の助成部門ということで、約42億と

３億という形で分けてありました。趣旨としま

しては、開設当初から利用者に適正なサービス

が行えるようにという形で、介護職員の研修と

か体制を整えようという趣旨でございまして、

あくまで処遇の改善につながるという形。ただ、

先ほど申しましたように、実態的には９割近く

は備品購入に回しているという状況でございま

した。

○前屋敷委員 ３億円の部分が施設開設準備の

経費ということで、そのうちの約９割が備品の

購入などに充てられるということですか。

○川添長寿介護課長 22年度と23年度の実績を

見てみますと、９割近くが備品購入。ただ、備

品購入の中には、ベッドも車椅子等もございま

すけれども、送迎用の車も対象になっています

ので、そちらのほうを購入されている例が多い。

金額が高まっているということになっています。

○前屋敷委員 今回の場合は、施設開設の準備

に充てられる経費ということなんですが、今度

の補正予算とは別ですが、関連してですけれど

も、42億の介護職員の処遇改善というほうです

が、処遇改善のほうは、この42億の予算といい

ますか、基金のうちにどの程度活用されて、ど

う改善が図られているかというのも、あわせて

御説明いただけませんか。

○川添長寿介護課長 本体のほうの処遇改善の

交付金につきましては、42億ほど枠があったわ

けですけれども、21年度につきましては、784事

業者のほうから申請がございました。最終的に23

年度は960という形で事業者が伸びてきておりま

して、42億のうち37億ほどは処遇改善のために
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使っていただいたという形になっております。

結果としまして件数がふえてきていますので、

事業者のほうにも定着してきたものと思ってお

ります。

それと、国の外郭団体に介護労働安定センター

というのがございまして、22年の10月から23年

の９月にかけての１年間の離職状況を調査して

いるんですが、それでいきますと、前年17.8％

の離職がこの期間中は16.1％ということで、離

職が少なくなっているということで、これは全

国の状況なんですけれども、この交付金の成果

といいますか、ある程度定着してきているのか

なというふうに考えています。以上です。

○前屋敷委員 一定この基金の役割も果たして

いるかなと思うんですが、基金が終わった後の

ことがまた、処遇改善も施設開設の対応のほう

もこれからが課題になるかなというふうに思っ

ているところです。

○川添長寿介護課長 介護職員の処遇改善につ

きましては、本年の４月から、介護報酬で見る

ということになっていまして、23年度960件の申

請があったと申しましたけれども、４月からは

加算の届け出になりまして、1,060件を超える加

算届け出の申請が上がってきていますので、あ

る程度処遇のために加算の届け出等をしている

事業者が多くなってきているのかなというふう

に思っています。

○井本委員 介護保険で、うちのおやじも使う

んだけど、１割負担でしょう。１割負担でやる

じゃないですか。だから、500円払ったら5,000

円事業所のほうに入るということになるでしょ

う。１時間ぐらい利用して500円で、5,000円を

払っておると。えらいいい事業だなという感じ

がするわけです。もらっている人たちは何ぼぐ

らいといったら、１時間600円か700円ぐらいし

かもらっておらんわけです。あと残りは全部結

局事業をやっている人たちがもらって、経費や

ら何やらあるんだろうけど、私のところに、ヘ

ルパーの資格を取ったから仕事を紹介してくだ

さいとよく来るんだけど、もちろん居つく人も

おるけど、なかなか仕事がつらくてやめる人が

多いですよ。いわゆる三Ｋの一部でしょうね、

これも。給料は安いし、仕事は厳しい。働く意

欲はあるんだろうけど、今言ったように賃金は

安い。今、こういうデフレというか景気も悪い

せいもあって、買い手市場ですわな。安い賃金

で働かされてもしようがないというか、そうい

う感じになってしまっているわけです。これを

どうやって改革するのか。事業者は利益がたく

さん欲しいだろうし、だからといって、働く人

たちもできたらたくさん欲しいけれども、仕事

がないから、結局安くで働かにゃしようがない

という、そんな仕組みにどうもなっておるよう

な気がするんだよね。これを支援しよう、支援

しようと幾ら言っても、どういうふうにして支

援するのか。事業者は利益を得ようと思ってい

るから、給料を安くたたこうとするだろうし。

その辺のことを、別の何か新しい仕組みを考え

んことには、これはどうなんでしょうかね、何

かデータがあればいいんだろうけど、ヘルパー

の資格を持っていて実際働いている人というの

は少ないんじゃないんでしょうか。だから、外

国からも持ってこにゃしようがないわというよ

うな話にもなり得るようなことで、いまいちそ

の辺がよく見えないんで、どうすりゃいいのか

私もよくわからないんだけど、その辺はどう思

いますか。

○川添長寿介護課長 井本委員の大所高所から

の御意見、私どももなかなか難しいなと思って

います。ただ、井本委員がおっしゃるのはその
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とおり数字であらわれていまして、ホームヘル

パーのほうは、全体の介護従事者からすると、

国の外郭の調査によると、介護従事者の賃金が21

万のところ、18万ぐらいの形で、ヘルパーさん

はやっぱり少ないのかなと、そういう状況が出

ています。それと、離職率がよくなったと言っ

ていますけれども、全産業のほうはもっと離職

率は低いという状況になっているようでござい

まして、全体的な景気を反映したものというの

も言えるかと思います。ですから、定着はして

きつつあるんでしょうけれども、全体的にさら

に処遇の改善という形になりますと、職員に対

して研修をいろいろしていただいて、利用者か

らの評価等を高くやっていく方法しかないのか

なというような気もしていますけれども、いろ

いろと工夫しながら、国の動向も見守っていき

たいというふうに考えています。

○井本委員 私は、事業者に規制か何かかけん

といかんのじゃないか、これ以上もうかっちゃ

いけませんというような、そして、賃金をもっ

と払いなさいというぐらいにやらんといかんの

じゃないかという気がしたりもするんだけれど

も、こういう大きな流れからするとどうしよう

もないのかなとも思ったり、ちょっとあきらめ

ぎみのところもあるんだけれども。

○髙橋委員長 暫時休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時０分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

ここで、委員会の傍聴についてお諮りいたし

ます。

宮崎市の首藤正一氏から、執行部に対する質

疑を傍聴したい旨の申し出がありました。許可

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

暫時休憩します。

午後１時０分休憩

午後１時１分再開

○髙橋委員長 委員会を再開します。

傍聴される方にお願いいたします。傍聴人は、

受け付けの際にお渡ししました「傍聴人の守る

べき事項」にありますとおり、声を出したり、

拍手をしたりすることはできません。当委員会

の審査を円滑に進めるため、静かに傍聴してく

ださい。また、傍聴に関する指示には速やかに

従っていただくようお願いいたします。

それでは、午前中に引き続き、議案に関する

執行部に対する質疑を求めたいと思います。

○竹井薬務対策室長 補足説明があります。先

ほど午前中の質疑で、ジェネリック医薬品の使

用率について4.8％上昇したと答えておりますけ

れども、本県のジェネリック医薬品の全医薬品

に対する使用割合は、当該事業が始まる前の平

成21年度の20.8％に対し、平成23年度で25.6％

となっており、4.8％上昇しております。以上、

補足いたします。

○和田健康増進課長 済みません、大変申しわ

けないんですが、常任委員会資料の訂正がござ

います。歯科保健推進計画の関連で、主な目標

項目のところの５ページの障がい児者の一番下

ですが、「県内すべての地域に障がい児者協力歯

科医療機関の数を増やす」とございますが、こ

れが、「協力歯科医師の人数を増やす」というふ

うに、こちらが計画の表現になっておりますの

で、大変申しわけありません。「医師の人数」の

ほうが正しい表現になります。「県内すべての地
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域に障がい児者協力歯科医医師の人数を増やす」

ということになります。大変申しわけありませ

ん。よろしくお願いします。

○井本委員 これはよもやま話で聞いてもらえ

ばいいんだけど、私の友人に薬剤師がおりまし

て、それが言うには、ジェネリックは、出るん

だけど、成分が同じでもつくり方で全然違うん

だと言うわけです。我々は、成分さえ同じだっ

たら何もかも同じだと思うけど、違うんだと。

どうやって調合していくかによって効いたり効

かんかったりするんだというわけです。そんな

ことはあるもんかなと思って。

○竹井薬務対策室長 先発品と後発品は同等だ

と言われております。全くの同一ではありませ

んけれども、添加剤とかそういったものが違い

ますので、同一ではない。しかしながら、薬剤

の血中濃度はほぼ一緒だということで確認され

て、承認されております。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○井上委員 今のジェネリックのところと関連

して質問させていただきたいと思います。

先ほどの説明だと、例えば、患者さんとか医

療従事者の方たちに啓発をということになって

いますよね。先ほどの説明だと、薬局とか医療

機関に、私も実際見てはいるんですが、そうい

うのを張ってというふうに言われていますけれ

ども、実際に、患者さんですよ、自分が処方さ

れる薬を選べるかどうかというのは非常に難し

い話ではありますが、そこに対する啓発という

のは、医療機関、薬局にポスターを張っている

だけで、テレビの報道ももちろんありますけれ

ども、そのほか、何か患者さん宛にそういうよ

うな特別な啓発のこととかやっておられるんで

すか。

○竹井薬務対策室長 患者さんの立場に立って

考えると、最初から、ジェネリック医薬品をく

ださいとはなかなか言いづらいと思うんです。

それで、薬局に「ジェネリックについて御相談

ください」というのぼり旗があると、そうする

と、患者さんが、「ジェネリックについて教えて

くれませんか」とか、そういった受け入れ側の

相談体制を整えることが環境整備になるのでは

ないかと思っております。また、患者さんにつ

いては、各保険者のほうから、後発医薬品（ジェ

ネリック医薬品）にかかったら、これぐらい医

療費が安くなりますよとか、そういった啓発活

動は行われております。

○井上委員 ポスターもあり、のぼり旗で、こ

こは相談しやすいということがあるならあれな

んですけど、それは患者さんに選びなさいよと

いうことですよね。患者に、選びなさいと、患

者が選んでそれを申し出なさいということです

よね。だから、例えば意思表示をさせるなら、

医療機関にかかった段階のときに、先に、自分

はジェネリックならいいと、ジェネリックのほ

うがいいという意思表示ができるような何かを

渡すなりして、意思表示がしっかりわかるよう

にして、ジェネリックとは何なのかということ

もちゃんと説明するとかさせないと、金だけか

かっているけど、効果が本当にあるのかどうか。

それを医療機関任せにするということはどうな

のかなと。じゃ、医療機関が最初からジェネリッ

クを全部使えばいいじゃないかという話になる

んだけど、そうでもないわけでしょう。

○竹井薬務対策室長 ジェネリック医薬品とい

うのは、すべての先発品に対してあるわけでは

ございません。全医薬品の大体45％に後発品が

あります。患者さんが医療機関あるいは薬局に

処方せんを持っていく。そのときに、意思カー

ドみたいな、私はジェネリックを使いたいとい
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うカードを提示しなさいというシステムが、保

険者において進められております。

○坂口委員 説明がなくてもこれが自動的に

セットで来るんです。これだけ出す人はいない

と思うんです。月１回と初診のときに出したら、

その時点で、100％意思表示がなされましたとい

うことを診療所側が受け取れば、ジェネリック

で対応できる薬については、有無を言わずお医

者さんとしてはそれを使わにゃいかんというこ

とになると思うんですね、仕組みの上では。で

も、この説明がなされていないというのが一つ

あるんです。

いずれにせよ、今の説明のように、成分的に

も効果も変わらない、血中濃度も変わらない。

添加物がどう入っているかわからんけど、連鎖

力ですね、これが体内に入った途端に連鎖は分

解されますよということで、成分、効果は変わ

らないとなれば、いいところばかりですよね、

それで安いというのは。それでもなおかつなか

なか進まないというところになると、一つは、

経営上の問題とか、もうかるもうからないの問

題とか、手間暇の問題。負担する側からは、常

識的にはジェネリックを使えば安いと思うんで

すけど、例えば、お医者さんとか、処方薬局と

か、それを精算していく国民健康保険協会とい

うのがありますよね、そこらに入っていく手数

料。ジェネリックが、ごく消費が少ない、特定

な病気の特定な薬だったとしますね。使われる

量が物すごく少なければ、例えば国保協会なん

かとしては、その手続にかかる手間暇が一緒だっ

たら、逆にそのほうが赤字になる可能性、割高

になる可能性というかそこらがあると思うんで

す。その整理がなされていないんじゃないかと

思うんですけど、それはどうですか、こういう

ことを進められだしてから、今、総括しておら

れるとすれば、そこらの今後改善すべき点とい

うのはないんですか。

○竹井薬務対策室長 ジェネリックを使えば、

確かに医療費は安くなる、患者負担も安くなる。

採用する側に非常に難点があって、一つの医薬

品に対していろんな後発品をそろえると。薬局

もそうです。そうすると薬局の経営もちょっと

苦しくなるので、そういった面の負担軽減のた

めに診療報酬上の利点もあります。患者さんが

まず理解すること、医療機関が利用すること、

それと、後発医薬品に対する信頼性を高めるこ

と、そういったものを総合的に勘案して使用拡

大を図っていくべきだろうと思います。

○井上委員 大体似たようなことを聞きたかっ

たので、それであれなんですけど、やっぱり意

思表示がきちんとできるだけのものがないと、

なかなか患者はこれは利用できないんですね。

結果としてはそうなるわけです。だから、向こ

うの医療機関のほう、薬局のほうに、薬剤局の

ほうに任せないといけないわけです、結果とし

て。今回、予算として国からのお金が100％なの

であれですけど、現実にどのようなものを使っ

ておられますかというリストの調査、医薬品の

調査だと今回おっしゃっていましたよね。そう

いうことが後発の医薬品を使うということの効

果として、調査したことが効果としてあらわれ

るものかどうかなんですけど、これはどうなん

ですか。

○竹井薬務対策室長 極端な例を言えば、例え

ば県立宮崎病院でこういった後発薬を使ってい

るということであれば、その近くにある宮崎市

内の薬局は、同じようなレベルの後発品を使う

わけです。あるいは地域別にこの後発品が出て

おればやっぱり広まっていくということで、県

立病院、国立病院、そういったところで使われ
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ている後発品のリストがわかれば、薬局もそろ

える。そういった処方せんが出てくる可能性が

強くなるということであれば、そろえる薬局に

ついてもそういった医薬品を備蓄するものだと

考えております。

○井上委員 ということは、うちでいえば、医

大とか３県立病院、そこのリストさえそろえば

いいということですか。

○竹井薬務対策室長 それを含めて、地域の医

療機関でどういったものが使われているかとい

うのをリスト化したいと思っております。

○井上委員 効果は後で見てみないとわからな

いところもありますけど、せっかく予算を使う

なら、それが効果としてあらわれるものにしな

いといけないのと、それと、患者さんにとって

のメリットというのがないといけないと思うん

です。そのメリットをどう広げていくのか。先

ほど坂口委員から出たようなことが懸念される

わけだから、そこは患者の側としては、医者が

経営する者として考えておられる範囲の中で、

どうそこに患者として入り込んでいけるのかと

いうのは、なかなか難しい点でもあるので、こ

こはちょっと工夫が必要なのかなというふうに

思います。

○竹井薬務対策室長 保険者において差額通知

サービスというのが行われております。ジェネ

リックにかえたら、これだけあなたの医療費は

安くなりますよと。そういった差額サービスを

行っている保険者はありますけれども、その差

額サービスの通知の際に、ジェネリック医薬品

の先発品との同等性、これを入れるチラシ、そ

ういったものも考えております。

○井上委員 次に、先ほど井本委員からも御指

摘がありましたが、介護職員関係のそれは、本

来、経営するほうの側として、必要であるもの

について、そこを買うことによって、経営とし

てコストのかかっていた部分がなくなれば、介

護職員の方の待遇改善とか、賃金の確保のあれ

になるという考え方のもとでやっているという

ふうに理解していいんですよね。

○川添長寿介護課長 今、井上委員がおっしゃっ

たとおりで介護報酬の体系ができているという

ふうに思っています。

○井上委員 私が特に知りたいのは、このこと

によって、いかに介護職員の方たちの待遇が改

善されたかというところが知りたいわけです。

ベッドがあれでこうでということが－そのこ

とによって、それは6,060万だけれども、それが

効果的にこんなふうにして返ってきたぞという

ことが知りたいわけです。直接、介護職員の方

に給与として、賃金として渡せないからこうなっ

ているわけですね、システムとしては。直接補

償になっていないので、直接にお金というふう

な形になっていないので、こういう形をとって

おられるんだと思うんです。だから、事業のあ

り方として私が報告を受けたいのは、これによっ

て、いかほど宮崎県内の介護職員の方たちの賃

金の改善になったのか、待遇の改善になったの

かというところを知りたいわけです。

先ほど言われた、離職率が17.7％から16.1％

になったということ、待遇改善された結果がこ

れですよというふうに言われたわけですけど、

それがこの程度なのかと、金額的なあれから言

えば。費用対効果という点から言えばこの程度

なのかと。だから、先ほど井本委員からも出た

ように、これだったら、直接そこの介護職員の

方に、給与の分なら給与の分の補填という形で

出したほうがまだ効果的ではないのかという話

になってしまうわけですけど、事業に関しての

予算の使い方についてはいかがお考えですか。
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これは国の問題でもあるのであれですけど。

○川添長寿介護課長 私の説明のほうがちょっ

と悪かったらしくて、実際、基金としては45億

来ておりまして、そのうちの42億は、今、井上

委員がおっしゃった処遇改善の交付金という形

で支払う枠がございました。今回補正に持って

いくのは開設の準備経費という形で、その前の

職員の雇用とかＰＲという形で３億、その３億

分について、当初予算でこの6,060万を入れてい

ませんでしたので、今回、９月補正で6,060万を

入れると。ですから、これはあくまで開設準備

経費のほうに使っていただく経費でございまし

て、井上委員がおっしゃった直接的なものは、

別途、23年度までに事業が終わっております。

○井上委員 今言われたのは、先ほど前屋敷委

員に説明された分ですね。それはそのとおりで

す。だから、効果がどんなふうにしたら出るの

かということを考えたときに、事業の中身が使

い勝手が悪いものであるなら、やっぱりそれは

改善するべきだと思うんです。離職率は物すご

く改善されたという感覚ですか。

○川添長寿介護課長 先ほどの離職率の話でい

くと、全体的な産業のほうの離職率も減ってい

ますので、実際的には介護職員に向けて離職率

がよくなったというのは、直接は言えないとい

うふうに認識しています。

○井上委員 背景として宮崎県内の介護職員が

何人いらして、その方たちの待遇改善というの

がこのように行われたということについても調

査済みであるということですね。

○川添長寿介護課長 22年度、23年度まで実施

していました処遇改善交付金につきましては、

どれだけ研修するか、福利厚生をどうするか、

給料をどれだけ上げるかという、先に計画を出

していただきまして、その分を交付しています。

今、実績報告を精査しております。賃金上は１

万4,000円ぐらい平均すると上げているという実

績が出ておりますので、賃金上は上がっている

というふうに見ております。

○井上委員 それを聞くと安心なんですが、先

ほどの説明だけ聞いていると、基金の意味がな

さそうな感覚になるわけです。だから、どれほ

ど、どのように介護職員の方たちの分が改善を

されて、そして、結果、今回の分はこれでとい

うふうな説明をやっていただけると、事業的な

意味みたいなその効果というのはもっと出てく

ると思うんです。だから、職員の研修もどのよ

うにされているのかというのは、内村委員から

も御質問があったとおりなんですけど、そのこ

とも含めて、何をもって事業的効果をはかるの

かというのは、説明されるときにぜひそこは丁

寧にお願いしたいというふうに要望しておきた

いと思います。

次なんですが、もう１つは、御説明をいただ

いた歯科保健推進計画のことなんですけど、健

康増進課長にお尋ねしたいと思います。

実は、私ども宮崎県議会はがん条例をつくっ

たんですけど、そのときに、喫煙の問題という

のは、たばこ耕作の関係の方たちとの関係もあっ

て右往左往して、なかなか禁煙というところま

で行かなかったわけですけれども、今回のあれ

の中で、「喫煙が歯周病に及ぼす健康影響につい

ての正しい知識を持っている者の割合をふやす」

ということで、22％から80％にふやしたいとい

うふうにしておられますが、これというのは、

具体的に禁煙の指導をするということで理解し

ていいということですか。

○和田健康増進課長 それは指導するというの

ではなくて、県民健康・栄養調査を実施する際

に、アンケートで、喫煙が歯周病に悪影響を及
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ぼすということを知っているかどうかを確認す

る調査の結果になります。

○井上委員 おっしゃるとおりで、ですから、

喫煙はこういうふうな影響を及ぼしますよ。そ

の後はなしということですか。

○和田健康増進課長 調査上ではそのようにな

りますけれども、その調査でそういう質問に答

えていただくことが一つの啓発になると思って

いますが、それとは別個に、たばこの影響につ

いては啓発活動をやりたいと思っております。

○井上委員 次、先ほど訂正のあった、障がい

児者の県内全ての地域に協力歯科医師の数をふ

やすと。現状の31人から目標値の50人というの

は、私から考えると、非常に低い値のように思

えるんですが、31人の現状を維持するのと、そ

こから50人に持っていくのは―歯科医師の方

は物すごくふえていますよね、宮崎県内でも。

にもかかわらずこの数値というのは、いろいろ

な意味で問題点が非常にあるのか、そこをクリ

アできる何かがないといけないのか、その分析

はどうなっていますか。

○和田健康増進課長 障がい児者を診療すると

いうのが非常に大変なので、そこを理解してい

ただいて協力していただける歯科医をふやすと

いうことで、これは※県の歯科医師会に委託事業

で、研修等を行っていただいた上でということ

になっておりますので、県歯科医師会のほうか

らも、大体これぐらいの方が今後協力してくれ

るのではないかというような範囲を含めて、最

低50人にはしたいということで目標を掲げてい

るところでございます。

○井上委員 これはなかなか難しい数値ですか、

あと19名というのは。

○和田健康増進課長 あと20名ぐらいは大丈夫

だろうとは私どもも期待しているんですけれど

も、実際にどれくらいの方が協力していただけ

るかという確証はございません。

○井上委員 具体的に動いて具体的な結果を

―数値で確実に出てくるものですから、これ

はきちんとしたアプローチと結果をきちんとし

ていただけるように期待をしていますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。

委員長、続けていいですか。

○髙橋委員長 はい。

○井上委員 続けて、障がい者の工賃向上情報

発信強化事業のことなんですけど、よろしいで

すか。委託事業として２名新規採用となってい

ますが、新規採用される２名の方というのは１

年間の雇用ですよね。

○中西就労支援・精神保健対策室長 先ほども

お話ししましたように、債務負担行為という形

で１年という形で予定しております。

○井上委員 例えばの話ですけど、この２名と

いう方は、いろんなところの各事業所を直接訪

問して、商品の技術力とか活動状況とか、いわ

ゆる情報を取材して収集するというふうになっ

ているわけですけど、これは絶対に健常者じゃ

ないといけないということではないですよね。

○中西就労支援・精神保健対策室長 この事業

は、実は、緊急雇用創出事業臨時特例基金とい

うのは共通雇用条件というのがありまして、東

日本大震災の被災求職者、もしくは23年３月11

日、いわゆる東日本大震災以降に離職した失業

者を対象とした求人であること、この１項のみ

なんです。ですから、今、委員が言われた、例

えば障がい者の方という問題が出てきますが、

ハローワークに対しましては、求人申込書に対

しては、この部分で求職を申し込むことになる

と思っております。ただ、今後は、この仕事の

※35ページ右段に訂正発言あり
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中身をハローワーク等に詳しくお話をした上で

相談をしていきたいと思っております。

○井上委員 例えば、車椅子であって、非常に

そういう意味での才能にあふれている方たちも

いらっしゃるかもしれないんです。これはわか

らない話なんですが、ですから、限定をしない

で、できたらそういうことも考慮して、ハロー

ワークにそのまま出されるのなら、そこは本来

の事業のありようを勘案して、そこあたりも含

めて検討していただけるようにお願いできます

か。

○中西就労支援・精神保健対策室長 先ほども

お話ししましたように、先ほどのような条件と

いうのはございますが、ハローワークで、この

仕事の内容について、特異性、障がいの状況を

よく理解した方ということで、相談をしながら

進めていきたいと思っております。

○井上委員 条件としてあるのは、インターネッ

トに強いということ、コンテンツのあれができ

るという人が求められているんだと思うんです

けど、そこについては、別仕立てで別の会社に

委託するというふうに理解していいんですね。

○中西就労支援・精神保健対策室長 この２名

の方につきましては、特にインターネットの中

身とかそういうことは求めていません。今、現

に、インターネットで「ほいっぽどっとこむ」

を運営しておりますが、そこを受けております

のが、宮崎県中小企業家同友会になりますので、

実際は、お二人の方が各障害福祉事業所で得ら

れました商品、数、技術力、活動されている状

況、そういったものを直接、デジカメ、インタ

ビュー方式で情報を集めたものを、中小企業家

同友会が委託を受けていますので、そこに情報

として今のコンテンツに載せていくというイ

メージですので、特に技術的なところは今のと

ころ求めていません。

○井上委員 総体的な事業費用のことなんです

けど、予算額のことなんですけど、今回、補正

は600万になっていますが、全体の事業は幾らで、

そして、今回の新規採用の方とか、雇用者とか

がありますから、それ全体を入れてどんな割合

になっているのか、ちょっと教えてください。

○中西就労支援・精神保健対策室長 この緊急

雇用創出事業臨時特例基金は、もう１つ、総事

業の中で人件費という項目がございます。この

人件費については総事業の半分以上というとこ

ろですので、今、私たちが積算しておりますの

は、600万に対して300万がお二人の人件費、こ

れは賃金という形で人件費を計上しております。

それから、大きなものとしましては、インター

ネットサイトの改修、これが少し低下しており

ますので、今のところ概算で150万、それから、

実際動いていただくレンタカーとかそういった

使用賃借料につきまして、駐車場を借りたり何

とかということで約70万を計上いたしまして、

その他いろいろ需用費含めまして600万。人件費

が300万、これは６カ月の期間でということで御

理解いただきたいと思っています。

○井上委員 これも丁寧な仕上げ方をしていた

だけるように期待しています。再三にわたって

中村委員からも出ていますが、障がい者の工賃

の向上というのはなかなか難しいんですね。買

いたたかれてたたかれて、でも、引き受けざる

を得ないということをやっておられるので、情

報発信強化事業でもし効果が出て、例えばそこ

から発展するものがあった場合は、事業として

力強いものになっていけると思うので、私たち

も６カ月間見せていただかないといけないんで

すけれども、この仕上げ方も丁寧にやっていた

だけるようにお願いしておきたいと思います。
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○中西就労支援・精神保健対策室長 １つだけ

ですけれども、７月で新たな工賃向上計画とい

うのを策定いたしまして、その後に、商工会議

所、商工会連合会、団体中央会、経営者協会、

県の工業会、それから、農業法人経営協会のほ

うに出向きまして、説明をさせていただきまし

た。その中でやはり反省として私たちに訴えら

れたのが、障がい者施設でどういったものをど

ういう形でされているのか見えないと。インター

ネットの話なんかはしたんですが、それを受け

まして、県全体の障がい者施設でどういうもの

をどういう形でつくられているかを、まず、ペー

パーで障害福祉課で調査をさせていただき、そ

れをもとに、このお二人が現場の取材・収集と

いうことで充実をしていって、発注先でありま

す企業の方々に、そういったデータを直接、各

地域のほうにフィードバックすることも考えて

おります。以上です。

○井上委員 ぜひ、発注につながるようにお願

いしたいと思います。

次に、安心こども基金事業のことについてお

尋ねをしたいと思います。先ほどは、ざっとで

すけど、保育所の設置が、４市５カ所、２市１

町、２市２カ所、２市２カ所というふうに御説

明いただいたんですけど、これは具体的にどこ

なのかというのを教えていただいてもよろしい

でしょうか。

○長友こども政策課長 まず、保育所緊急整備

事業のほうでございますが。

○井上委員 市の名前だけでもいいです。

○長友こども政策課長 今回補正でお願いして

おります分が、宮崎市、都城市、日南市、串間

市の４市でございます。それと、電力需給関係

でございますが、これにつきましては、延岡市、

西都市、木城町。それと、認定こども園の整備

関係でございますが、宮崎市と日南市でござい

ます。それと、耐震化関係の事業につきまして

は、宮崎市と日向市が１カ所ずつという内容に

なってございます。

○井上委員 ありがとうございました。保育所

も含めてそうですけど、手を挙げていただいた

ら、基金事業に合致さえすればこれはやってい

ただけるようなことになるんですか。

○長友こども政策課長 そのような形で整理し

ております。

○井上委員 今までで、補助率の問題とかころ

合いであれでしょうけれども、予算額から相当

して各保育園の反応というのはいかがなんです

か。全体からして、予想しているよりも少ない

と感じておられるのか、多いというふうに理解

しておられるのか、どっちなんですか、これは。

○長友こども政策課長 安心こども基金が昨年

度末、30億追加でまいりまして、市町村のほう

には、利用がありましたら、ぜひ手を挙げてく

ださいという案内をしているところでございま

して、これは市町村の負担もあるものですから、

そこらあたりの調整が必要になりますけれども、

それが済んだところについては結構手が上がっ

てきているのではないかと考えております。

○井上委員 １つ心が痛いとすれば、市町村の

負担というのがちょっと大きいというかある

じゃないですか。市町村にとってみれば、もし

そこがもっと軽減されればふえるだろうという

ふうな印象ですか。それとも、市町村としても、

自分のところでやれる最大のところまで来てい

るというふうな理解ですか。

○長友こども政策課長 今、委員がおっしゃら

れた後者のほうで、市町村も、やはり自分のエ

リア内の需給をちゃんと踏まえて調整しており

ますので、そこらの指導と費用負担というのは
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一体的な形になっているかと思いますので、市

町村としては、これぐらいの費用負担というの

はある程度覚悟しているのではないかという、

私の考えでございますが、そういう感じはいた

します。

○井本委員 認定こども園で、延岡は相変わら

ずあれを出していないという、これは何でしょ

うか、きついんだろうか。

○長友こども政策課長 本県では、延岡市だけ

が出していないという状況でございますが、内

容を聞いておりますと、待機児童がいらっしゃ

らないという整理の中で対応していないという

ようなことでございまして、それが１つあるの

かなという感じで思っております。

○井本委員 待機児童というのは都会だけの話

であって、地方は待機児童なんかおりゃせんわ

けだから。認定こども園の保育の趣旨は、そも

そもが小さい子供たちを教育して育てようじゃ

ないかというのが本来の趣旨なわけでしょう。

それであるなら、何で延岡だけ出さないのかな

という気がするんだけどね。少子化で子供が少

ないから、お互い取り合うから、保育園の人た

ちが、あれにやらんでおってくれと、こういう

ことだろうと思うんだけれども、幼稚園側も少

なくて困っておるわけだから、お互いさまだか

ら、その辺は何とか歩み寄ってということは考

えられないのかなという気がするんだけどね。

その辺は県のほうで指導はできんもんですか。

○長友こども政策課長 今度の新しいシステム

におきましても、認定こども園を改善してやっ

ていくとか、認定こども園の評価が非常に高う

ございますので、認定こども園の制度につきま

しては、延岡市さんのほうに対しましてもしっ

かりお伝えしたり、あるいは保育所の指導監査

のときなどにつきましても、行ったときに状況

を聞くとともに、こういった制度についての内

容促進についてもお話は申し上げているところ

でございます。

○前屋敷委員 関連して私もお伺いします。ま

ず、認定こども園への移行に伴う施設整備が２

市で２カ所、それから、耐震化促進が２市２カ

所ですが、いずれも同じ園での施設整備に伴っ

て耐震化も行ったということですか。

○長友こども政策課長 園としては別の園でご

ざいます。

○前屋敷委員 別ですね。一緒ではないという

ことですね。ちょっとさかのぼりますが、保育

所緊急整備事業の４市５カ所ですが、２カ所あ

るのはどの自治体ですか。

○長友こども政策課長 申しわけありません。

日南市が２カ所ございます。

○前屋敷委員 あわせて、認定こども園は延岡

市だけがないということでしたが、ほかの全て

の自治体では認定こども園に移行されていっ

た……、県内では何カ所になっているんですか。

○長友こども政策課長 認定こども園が延岡市

にないのではなくて、認定こども園はあるんで

すけれども、それに対して運営費の補助が出て

いないという形になっております。それで、現

時点では、認定こども園に32園がなっている状

況でございます。

○前屋敷委員 全県で32園。一番多い自治体は

どこですか。

○長友こども政策課長 宮崎市が８で一番多う

ございます。あと、都城市が５、日南市が５、

日向市が５というような状況になっております。

○前屋敷委員 実際、認定こども園を開設され

て、父母の皆さんから利用についてのいろんな

意見とか上がってきていますか。日南に行って

見せていただいたところなんですけど、全体的
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にいろいろ意見だとか要望だとか上がってきて

いるような声があったら、聞かせていただけま

せんか。運営上の問題があるとか。

○長友こども政策課長 一般的には、お兄ちゃ

んと一緒に下の子も行けるようになったとか、

使い勝手がよくなったというのもございますし、

認定こども園は、幼稚園と保育園以外に、支援

センターという地域を支援するような機能を持

たせるということになるんですけれども、そこ

に通っておられない方が相談に行ったり、遊び

に行ったりして、情報交換等の場としては非常

によくなっているとか、そういったいい御意見

はお伺いするところでございます。

○前屋敷委員 幼稚園と保育所、もともとの目

的も違うような、設立といいますか立ち位置が

ですね、そういったところでいろいろ問題点が

出るということはないですか。

○長友こども政策課長 今まで、幼稚園につき

ましては、ゼロ歳から２歳までは対象外だった

のに、認可外の保育所としてゼロ歳から２歳を

預かった場合に、全然ノウハウがないと。特に

３歳から５歳については教育とかができるぐら

いに大きくなっていらっしゃるんですけれども、

ゼロ歳とかが非常に対応が難しいといった声は

聞いたことがございます。

○前屋敷委員 特にそういった場合に、保育士

さんであるとか、設備も含めてそういったもの

が徹底されないと、いろんな事故につながった

りということも出てくるんですね。ですから、

その辺のところは細心の注意を払って県として

も指導したりとか、そういう点が必要だなとい

うふうに思っていますので、ぜひ、よろしくお

願いしたいというふうに思います。

続けていいですか。

○髙橋委員長 はい。どうぞ。

○前屋敷委員 歯科保健推進計画についてです

けれども、この計画書が前の委員会で出されて、

若干意見も申し上げたところだったんですが、

フッ化物洗口についての方針の点なんですけど、

科学的に、医学的に問題ないということもあっ

て、大いに推進しようというのが県の立場だと

いうふうに思うんですけれども、しかし、前も

申しましたが、この問題については非常に幅広

い意見がさまざま出ていて、それがあるのが現

状なわけです。ですから、そういうものをしっ

かり踏まえた上での計画になって、フッ素洗口

を求めない方々についての立場も尊重できるよ

うなものに、柔軟性を持たせてそういう計画に

していくことが私は必要じゃないかなというふ

うに思うんです。パブリックコメントもあって、

その問題が出てきているかどうかわからないん

ですけど、もしあれば聞かせていただきたいと

いうのと、それから、県が議会提案でつくりま

した条例の中でも、市町村が行う場合には大い

に支援をするという記述になっているんです。

ここで、小中学校は、今の16.5％、15.6％を半

分までに引き上げようという目標が示されてい

ますけど、こういう目標の立て方が果たしてな

じんでいくのかどうかという問題もあるんです

けど、その辺についての見解があったら聞かせ

てください。

○和田健康増進課長 済みません、まず最初に

訂正をお願いしたいんですが、先ほどの井上委

員からの御質問で、障がい児者の協力歯科医師

の研修を宮崎県歯科医師会にお願いしていると

申しましたけれども、正確には、宮崎市郡東諸

県郡歯科医師会でございますので、先に訂正を

させていただきたいと思います。大変申しわけ

ありません。

それから、今の前屋敷委員の、まず、パブリッ



-35-

クコメントでございますが、26件のコメントを

いただきまして、そのうち、25件がフッ化物の

応用に関するもので、基本的に25件ともちょっ

と異議があるという内容でございましたので、

それぞれの異議に対しては、県庁のホームペー

ジで県の考え方を既に公表させていただいてお

ります。

それから、フッ化物洗口でございますが、昨

日の本会議でも部長のほうからお答えをさせて

いただいているんですけれども、うがいができ

る年齢については、洗口するというのが経費的

にも非常に安くて効果も高い。特に永久歯の虫

歯の予防につながりますので、非常に効果が高

いものとなっております。そういう意味では、

県はもともと、フッ化物の応用を、うがいがで

きない乳児に対しては塗布も含めまして、それ

から、フッ化物入りの歯磨き粉を使うというこ

とも含めて、応用は以前から推進してきたとこ

ろなんですが、これにつきましては、目標の立

て方としては、当然、市町村にもいろんな意見

があるので、私どもも強制をしたいとは思って

おりませんが、例えば学校であれば、実施主体

が市町村ですので、市町村教育委員会、学校、

学校歯科医などの関係者が十分に議論をした上

で、あくまでも保護者に実施するかしないかの

説明とかして、実際に今取り組んでいる学校で

も、同意をいただいた方だけにされております

ので、そういうところは国のマニュアル等含め

ていろいろお示しして、取り組み方を県からも

市町村にお伝えしているところでございます。

目標につきましては、やはり応用を勧めてい

るということで、協議会においても、取り組ん

でいただける数を具体的にある程度示したほう

がわかりやすいのではないかということで、こ

のような表現にさせていただいておりますが、

根拠になっているのは、１番は、宮崎市が、全

小中学校で３年以内に全て取り組むという計画

をされているので、宮崎市の学校がその取り組

みを全て完了したときにある程度の数になりま

すので、そのほかの市が今後取り組むことを予

想して、このような数で目標とさせていただい

ております。

○前屋敷委員 フッ素が虫歯予防に効果がある

というのは、確かにそうだというふうに思うん

です。望まない方も、これを否定はしていらっ

しゃらないと思うんです。しかし、フッ素その

ものがもともと劇薬ということもあり、かなり

の薄さに薄めて使用するということはあっても、

やはりそれが体内に入ったときにどうなるかと

いう保証は全くないわけで、ＷＨＯあたりもそ

の辺のところは一定指摘もしているんです。で

すから、そういうもろもろのものがありますの

で、さっきのパブリックコメントも、26件のう

ち25件はそういうものを危惧する意見だったと

いうふうに思うんです。ですから、全年齢層を

通じてフッ化物応用を推進するという計画、目

標にもなってきているという点で、先ほど言わ

れたように、強制はしない、保護者にもしっか

り説明をし、同意を求めることも必要だという

こともお話しになられたんですけど、しかし、

それが果たしてそういうふうにきちっと徹底さ

れるかというのは、一定文書で示すとか、そう

いうものがどこかに加味されなければ、口頭で

いろんな御指導をされるんだと思うんですけれ

ども、そういうものが担保されることが私は必

要じゃないかなというふうに思います。これは

私の意見です。以上です。

○髙橋委員長 ほか、議案に対する質疑は。

○中村委員 議案第11号の５ページ、県内全て

の地域に障がい児者協力歯科医療機関の数をふ
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やすと書いてありますが、一回書いたものを今

さら人数に訂正するなどというのは、非常にお

もしろくないですね。一たん自分でつくられた

ものをこうして人数をふやすということは、訂

正されましたから、仕方ないとしても、これは

どことどこに大体目標を置かれているのか。宮

崎市にこういったところがあるということで、

前、聞いたときに承りました。都城付近で、障

がい児で歯の治療をするのに、大阪あたりまで

行っている人がいるんだよということを話しま

したね。大阪辺まで通わないと歯の治療ができ

ないと。宮崎県ではなかなかできないと。宮崎

にありますよという話だったんですが、今非常

に困っているんです。だから、書いていただい

たんだと思うが、どことどこを目標にされてい

るか、それを教えてください。ただ人数をふや

すだけじゃなくて、どことどこをふやされるの

か、それが聞きたい。

○和田健康増進課長 まず、訂正の件ですけれ

ども、これは本当に大変申しわけないと思って

いるんですけれども、配付させていただいてお

ります「宮崎県歯科保健推進計画（案）」のほう

では、60ページになるんですが、こちらのほう

は正確に表現されておりまして、用意しました

常任委員会資料のほうが間違っていたというこ

とで、大変申しわけありませんでした。本当に

済みません。

実際に配付しております計画のほうの56ペー

ジを開いていただきますと、現在、31人の協力

していただいております医師の地区ごとの人数

を記載してございます。現状では、宮崎市中央

保健所管内が10人と一番多くて、その次が都城

保健所管内５人、高鍋保健所管内が５人となっ

ておりますので、人口の分布を見ると、県北の

ほうがまだ少ないのかなというふうに感じてお

ります。県北は、中心となっております宮崎歯

科福祉センターが宮崎市内にあって非常に遠い

ので、できるだけ県北のほうからふやしていき

たいというふうに考えているところでございま

す。

○中村委員 現に今困っているわけで、大体ど

のくらいの年数でふやしていかれるのか。急が

ないと、皆さん、福岡に行ったり、大阪にわざ

わざ治療に行ったりされているんです。うちの

作業所なんかも、都城市歯科医師会に行ってお

願いして、今、１年に１回か２回か歯磨きの指

導をしてもらっているんですけど、そういう歯

磨きの指導をしてもらったりして、なるべく医

者にかからないようにしているわけです。いつ

ごろどこができるのかということも定かにして

もらわないと、用意があるじゃないですか。

○和田健康増進課長 済みません。ちょっとこ

れだけは、応じてくれる歯科医師の方のほうの

問題もございまして、ずっと以前から研修を委

託して実施しているところなんですが、県の歯

科医師会を含め、各市郡歯科医師会にも協力を

お願いして、できるだけ早い時期にふやすよう

に努力したいと思います。

○中村委員 早い時期にお願いします。

その前ですが、今、やっと、フッ素を使って

洗口するということがここに載っていますが、

皆さん方御存じあるかどうか知らんが、15～16

年前にフッ素洗口というのは、フッ素で歯磨き

をしましょう、あるいはフッ素を薄めてちゃん

とやりましょうというのはあったんです。それ

を全部県は断ったじゃないですか。15～16年お

くれて、こういうことをやりましょうと今言っ

ていると思うんですが、15～16年前、誰かがそ

うおっしゃったことは記憶ありますか。

○和田健康増進課長 私、宮崎県に採用された



-37-

のが最近で、その当時の議論は直接私は存じて

いないんですけれども、そのような議論があっ

て、宮崎県に歯科医師の方で非常に推進されて

いる方がいらっしゃったことは、私自身も伝え

聞いておりますし、たしか県議会でもその関連

の質問か何かがあったような記憶はしています。

ただ、確かに、新潟県から見ると開始はおくれ

ていると思うんですけれども、それでも何とか

ここまで市町村のほうに御協力をいただいて始

められるようになりましたので、この勢いをと

めることなく、なるべく全県下に広げていきた

いというふうに考えております。

○中村委員 そのお医者さんというのが、都城

の山下という先生だったんです。10年ばかり前

に亡くなられました。県を恨んでね、激しく恨

んで、出てきますよ、本当に。山下愛之助さん

という人がお父さんなんです。行くと、うちの

息子がこうこうで、県には一生懸命、フッ素洗

口しなさいとかフッ素を使いなさいと言ってい

たけど、県は、けんもほろろに扱ったと。俺が

行くと、いまだに県庁のことを悪くおっしゃる

わけ。だから、もっと早く15～16年前にやって

おけば、私みたいに、70近くなっても１本の虫

歯もないような人間ができてきたはずなんです。

虫歯の予防というのはこれでうがいをしなさい

ということを、15～16年前からおっしゃってい

た。それを県が受け付けなかったわけ。今おっ

しゃったように、一般質問でも長峯誠さんがさ

れたのよ。フッ素を使ってやればどうなのかと。

聞く耳を持たなかったな。今になって、やりま

しょうと。15年おくれたら、虫歯になった人が

どれだけ多かったかということです。これは、

県と歯科医師会が結託して何かいろいろやって

おったという話もあるのよ。だから、いいこと

は前もって受け入れないとだめだと思うんだ。

反省がありますか。

○土持福祉保健部長 私もその事実は知りませ

んで、大変申しわけなく思っております。今は、

歯科医師会との関係、全くございませんで、逆

に歯科医師会もこれを推奨しているという状況

でございます。どうしてもフッ化物が劇薬だと

いうことで、それを体に取り入れることになる

かもしれないということに対するアレルギー等

もあっていろんな御意見がある。先ほど前屋敷

委員も言われましたけれども、いろんな御意見

があるんだろうというふうに思います。

ただ、私も、今回いろいろと聞きましたら、

確かに中村委員が言われたように、日本での取

り組みがおくれているというか、水道水に入れ

てしまうというのが一番効果があるということ

なんですが、それをアメリカ、カナダ、日本の

近くでは、韓国、台湾、香港、シンガポールあ

たりでもやっているということのようでござい

ます。ただ、どうしてもやっぱり劇薬というこ

とで、いろいろとアレルギーがあるんでしょう

けれども、我々、いろんな薬も量を調整して飲

んで治療しているというところもあるんですが、

そういういろんな、何といいますか、この推進

に向けての普及啓発といいますか、そういった

こともしっかりやっていかないと、なかなか進

まないのかなというふうに思っております。

ただ、先ほど申し上げましたように、これを

学校等で実施するという場合には、必ず地元の

市町村、そして学校が十分話し合いをして、了

解した上で、かつ、保護者の中でやりたくない

という方がおられましたら、それはしないとい

うのを前提で進めてまいりますので、そこら辺

の啓発等についても十分行ってまいりたいとい

うふうに考えております。

○中村委員 そのころも、水道水にフッ素を入
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れるべきじゃないかという意見がありました。

だけど、食物を料理したりいろいろするわけで

すから、それはまずかろうと。決まっただけの

量を薄めてうがいするぐらいなら、たとえ飲み

込んでも別に体に支障のないような状況でやっ

たらどうかということを話しておられました。

そして、各国は虫歯が非常に少ないと。日本だ

け多いんじゃないかという話も出たにもかかわ

らず、15年もおくれてしまった。この間に15万

人の人たちが虫歯で歯を抜かれたかもわかりま

せん。150万人かもしらん。抜いたと思いますよ。

これは県にも各国の事情も説明する責任が大い

にあった。私はそう思って、きのうからちゃん

と聞いているんだけれども、そういうふうに思

いました。だから、今からもいろんなことが出

てこようと思いますが、これをしたらどうかと

いうことで、自分たちの範囲内で考えるんじゃ

なくて、県議会にも相談していただいて、本当

にベターなものはちゃんとやっていこうという

ふうにしていただくとありがたいと思います。

亡くなった山下さんというお医者さんは、奥さ

んが新潟かどこからか来ていましたけれども、

もちろん、もうおられないことだから、今、細々

と一人で歯科医に通っていらっしゃいます。お

父さん、お母さんは元気で、行くと、息子の県

に対する恨み、つらみを聞くから、私は非常に

困っているんですが、そういうことも知っても

らわないといけないと思ってちょっとしゃべっ

たところでした。以上です。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○前屋敷委員 障がい者用の駐車場の件につい

てお伺いしたいんですけど、今度、路面のシー

ト表示とかで800万が予定をされております。以

前からこれは進められていて、もっと早く進め

てほしいという声もたくさん聞いているんです

が、今、県内全体で何カ所、何台分ぐらい確保

されているんですか。

○孫田障害福祉課長 おもいやり駐車場につき

ましてですが、最新の数字で８月末現在の数字

がございます。施設数、箇所数といたしまして

は、783施設におもいやり駐車場のスペースがつ

くってございます。これの区画数ということに

なりますが、783施設に※1,989区画ございます。

○前屋敷委員 このおもいやり駐車場の設置に

当たっては、県のほうから、いろんな事業所も

含めて協力要請をされたと思うんですけれども、

割合としてはどんなですか。実際、今までもつ

くってあるところもあったんだろうと思うんで

すけど、よりそれが今度の取り組みでスペース

がふえたという状況ですか。

○孫田障害福祉課長 県内の駐車場全体の数と

いうのが把握できませんので、何割増えたと、

何割転換されたという形でお答えするのは

ちょっと困難なんですが、２月にこの制度がス

タートいたしましたときが567施設の1,482でし

たから、それに比べれば、区画数といたしまし

てもかなりの数がふえてきているのかなという

ふうに考えております。

○前屋敷委員 それと、おもいやり駐車場を利

用される方は限定されると思うんです。いろん

な障がいを持っている方が当然とめるべきとこ

ろなんですけど、障害者手帳を持っているとか

そういう条件がついているというふうに聞いた

んですが、とめ方についてはどんなふうな。

○孫田障害福祉課長 この駐車場を利用できる

方というのは、障害者手帳をお持ちの方という

ことではございませんで、高齢の方あるいは妊

産婦の方、こういった方々もそれぞれ利用でき

る駐車許可証というのを市町村窓口等で申し込

※40ページ右段に訂正発言あり
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んでいただいて、県のほうで交付するという形

で御利用いただいております。しかしながら、

障がい者の方の中でも、運動器障害以外の方々

については、駐車場がそばにある必然性が薄い

ということで対象外になっている方もいらっ

しゃいます。

○前屋敷委員 今の基準の問題なんですけど、

このおもいやり駐車場の制度以前は幅広く使え

ていたのに、この制度が取り入れられることに

なって、申請して許可証をもらうということに

なって、今言われたようないろんな条件が加味

されることによって、事実上、今までは利用で

きていたんだけれども、できなくなったという

話も聞くんです。近くになくてもいいんじゃな

いかと、必然性はないという話もされましたけ

ど、やはり幅広く必要といいますか、身体に障

がいがなくても、それだけが条件ということで

はなくて、いろいろ精神的な問題であるとかそ

ういうことも含めて、そういう障がいがあれば

利用できるというふうな、幅広い利用ができる

という取り扱いが必要じゃないかというふうに

私は思うんですけれども、その辺は要望だとか

は出ていないですか。

○孫田障害福祉課長 全ての駐車区画が障がい

のある方に使いやすいというようなことは難し

く、やはり一定の数しか確保できない。いわゆ

る供給量が限られている段階で、全く無条件に

誰でもとめていいですよというわけにはやはり

まいらないかなと。例えば、現在、障害者手帳

をお持ちの方で、聴覚障害の方についてはこの

対象となっておりません。これはもちろん、団

体のほうからも、我々も障がい者だということ

で御要望いただいておりますけれども、歩行等

に特段支障のない場合の方まで範囲を広げます

と、本当に駐車区画を利用しないと不便を来す

方の使用について支障を来す可能性が高くなっ

てしまうということで、現在、多数の都道府県

がこれに取り組み始めておりますけれども、い

ずれの県におきましても、一定の線を引いて、

利用できる方に対して許可証を発行するという

ような形で取り組んでいるところでございます。

○前屋敷委員 一定の線を引くということにな

らざるを得ないというふうには思うんですけれ

ども、やはりそこは、一どきにそのスペースが

全て埋まるという状態が常にかというと、そう

でもないと私は思うんです。ですから、より幅

広くこの駐車場が、身体が主でしょうけれども、

いろんな障がいを持たれる方にも解放されると

いう方向が望ましいんじゃないかなというふう

に私は思うんです。ですから、その辺のところ

は判断によるんだと思いますけれども、そこは

やはり柔軟な対応が必要じゃないかというふう

に思っているところですので、ぜひ、今後の検

討にしていただきたいというふうに思います。

○孫田障害福祉課長 申しわけございません。

先ほど申し上げました区画数、ちょっと私、老

眼鏡を忘れまして小さい文字が見えませんで、

先ほど1,989と申し上げたようですが、正確に

は1,988でございました。訂正させていただきま

す。

○髙橋委員長 ほかにございませんか。

○内村委員 歯科保健推進計画についてお尋ね

します。「宮崎県歯・口腔健康づくり推進条例」

というのが去年つくられまして、その中で、第

８条の第１項に基づいてこれを策定するとなっ

ているんですが、第８条の３項には、「知事は、

歯科保健推進計画を定めようとするときは、あ

らかじめ県民、市町村、歯・口腔の健康づくり

に関する学識経験を有する者等の意見を反映す

ること」という一項が入っているんですが、こ
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れがどういう状態で進められたのかをお尋ねし

たいと思います。

○和田健康増進課長 常任委員会資料の６ペー

ジをごらんいただきたいと思います。策定スケ

ジュールのところにありますように、いわゆる

専門家の意見を聞く会として、宮崎県歯科保健

推進協議会を立ち上げたところで、23年度に２

回開催しまして、今年度も同じく、６月と８月

の２回開催しております。それから、広く県民

の意見をお聞きするために、７月11日から８月10

日の間、パブリックコメントを実施させていた

だいたところでございます。

○内村委員 その推進協議会が、23年度に２

回、24年度で２回開催されたということで、こ

のときに出た意見の主なものはどういうものが

あったんでしょうか。

○和田健康増進課長 手元に今、議事録等は用

意しておりませんけれども、基本的には、目標

値が妥当かどうか、計画に書いてあります現状

から把握している課題がいいかどうかというこ

と、どのような施策を行ったらいいかという施

策の方向性、それから、５年の間に重点的に進

めることはこの内容でよろしいかどうか、それ

から、関係者が取り組めるいろんな内容につい

て、いろんな御意見を伺ったところでございま

す。一応、協議会については、それぞれのライ

フステージにおいて部会を設けまして、詳細に

ついては部会のほうで議論させていただいてお

ります。

○内村委員 その協議会は、人数は何人ぐらい

でされたんですか。

○和田健康増進課長 配付しております「宮崎

県歯科保健推進計画（案）」の79ページに、歯科

保健推進協議会の委員の名前を掲載させていた

だいておりますので、ごらんいただければと思

います。18名になります。

○坂口委員 歯科保健計画の障がい児、さっき

の中村委員に関連してですけど、１つは、さっ

きのフッ素です。本会議の質問にあったし、委

員会でもと。ただ、当時、保護者サイドから慎

重論も結構あったり、議会の中の会派の相違も

あって、県としてのスタンスは、中立をはみ出

すというのはきつい時代であったかなというこ

ともあります。我々は、当時の長峯議員を中心

に勉強会をした。当時、うがいの事例が国内で

あったような気もするんですけど、海外ではさっ

き言われたように飲料水の中に。ただ、その単

位が、多分１位単位かコンマ単位かぐらいのｐ

ｐｍで、うがいには600ｐｐｍだ、あるいは塗布

は6,000ｐｐｍだというのが最近になって数値が

示されただけで、当時とすると、心配されてい

る側の理解を求めるのには、そういった具体的

なものでの説得力が合理性を持ってきていると

思うんです。ですから、こういう計画を立てた

以上は、不安なことにはしっかり対応しながら

目的を達成するんだと。これは要望しておきま

す。

それから、もう１つ、さっき心配された意見

がありましたけど、特に障がい児者に対しての

その程度とか内容によっては、歯科治療と麻酔

医がセットでないとだめだと思うんです。31名

が50名に協力医が歯科医さんでふえたにせよ、

地域的な視点からある程度地域性が確保された

にせよ、問題は、麻酔医の協力、ここのところ

というのはこの計画で何か動いていく部分はあ

るんですか。

○和田健康増進課長 直接、目標はないんです

が、計画の57ページに、宮崎歯科福祉センター

の利用状況とか記載させていただいておりまし

て、全身麻酔とか静脈内鎮静法による治療の受
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け入れ件数についても掲載させていただいてい

るところでございます。

○坂口委員 そこの不便さを言われたんだと思

うんです。今ではたしか１名だと思うんですよ、

歯科に対応できる麻酔医というのは。ここらも、

せめて県北、県央、県南ぐらいにそういった協

力麻酔医が出てくれば、うんと利便性は上がっ

ていくし、負担が楽になっていくと思うんです。

大変深刻な心配だと思うんです。ですから、ぜ

ひ、今後その計画の中に、これはセットでやっ

ていって初めて目的―地域でより身近なとこ

ろで的確な医療が必要なときに受けられるとい

うのが目的でしょうから、数をそろえるじゃな

くて。目的を達成するためには、歯科のお医者

さんの計画でしょうから、この中に入ってこな

いけれども、そこが機能するためには、必要な

ものは全部担保できるということで今後進めて

いっていただければなということ、これも要望

にとめておきます。

○髙橋委員長 委員の皆さん、ありませんか。

○前屋敷委員 先ほど話したパブリックコメン

トの件ですが、８月の推進協議会が最後だった

のかもわかりませんが、８月10日で締め切って

８月20日に協議会が開かれているんですが、こ

のパブリックコメントについての意見だとか論

議などはあったかどうか。

○和田健康増進課長 協議会まで10日間ござい

ましたので、パブリックコメントでどのような

意見があったかということと、それに対する県

の回答の案も全て委員にお示しした上で、議論

をいただきましたけれども、基本的にフッ化物

の応用は推進するべきだという御意見でござい

ました。

○二見副委員長 私も幾つかお聞きしたいんで

すけれども、まず順番に、医療薬務課のジェネ

リックの件なんですが、この補正の内容は、国

の決定によるジェネリックの使用促進事業に

なっているんですけれども、県としては、ジェ

ネリックを利用していくように進めていくべき

だというふうにお考えなのか、ちょっとお伺い

したいんですが。

○竹井薬務対策室長 後発医薬品（ジェネリッ

ク医薬品）については、医療経済の観点から、

患者負担の軽減から、使用を進めるべきだと思

います。ただ、我々薬務サイトといたしまして

は、保険者が行う使用拡大に向けての環境整備

を行っているところでございます。

○二見副委員長 それで、この説明の内容から

も、製造から流通の監視・指導、それと医薬分

業の推進という説明での今回のこの事業なんで

すけれども、今回やることは、啓発用のポスター

とか、そういったものを配布・掲示するという

事業内容ですね。ここのところにその関連性が

はっきりと見えてこないような気がするんです。

実際、一般の患者さんとかが、ジェネリック医

薬品というものがありますと、薬の単価が安く

て済みます、負担が低くて済みます、成分とか

については同様の効果が得られるようなもので

すとか、ジェネリックに対する基本的な知識を

認識してもらうという啓発内容だと思うんです

が、この事業の説明とちょっと趣旨が違うと思

うんです。環境整備というふうにおっしゃられ

ますけど、実際そういう効果が出ているのか、

ちょっとそこを。

○竹井薬務対策室長 実は、この薬事費の中に

は、医薬分業に関することとか、薬価調査の問

題とか、医薬品の監視の問題が入っております。

この下に細事項を起こしまして、後発医薬品の

推進の事業をぶら下げております。患者さんと

お医者さん、薬局の薬剤師、こういった人たち
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が共通の認識を持ってやらないと、後発医薬品

の普及はなかなか難しいものがあると考えてお

ります。

○二見副委員長 その共通の認識というものを、

どういった認識を持ってもらいたいと県のほう

は考えていらっしゃるんですか。

○竹井薬務対策室長 まず、後発医薬品に対す

る信頼性の向上であります。先発メーカーのい

わゆる一流メーカーじゃなくても、つくられて

いるところ、ジェネリックメーカーについては、

それなりの医薬品を製造する設備、こういった

ものは優れているんだと。成分的にもほぼ同等

だと。経済的にも非常にいいというような共通

認識をそれぞれ持ってもらうということが必要

だろうと思うんです。

○二見副委員長 成分とかつくり方については、

いわゆる特許を取りますよね、新薬の場合は特

許を取って、つくり方がわかると。成分につい

ても明記されるものですから、その特許期間が

終わったら自由に、インセンティブを払わなく

てもいいということで安くでつくることができ

ると思うんですが、特にドクターのレベルとか

になると、実際その薬の効果について違いがあ

るとか、そこのところに対する信用度がまだな

いというのも確かにあると思うんです。ただ、

結果的にどんどん使用率を高める方向に進めて

いるということは、県としても、ある程度利用

される、全体の45％ぐらい後発があるというこ

となんですけれども、大体どのくらいの基準ま

でにこのジェネリックを使ってもらいたいとい

う目標値というか、目安というのはあるんです

か。

○竹井薬務対策室長 国におきましては、全体

なんですけれども、平成24年度末までに、数量

ベースで使用率を30％まで持っていきたいと考

えています。我々もそれに基づいていろんな事

業を展開しているところでございます。

○二見副委員長 わかりました。

説明資料の１ページにある障がい者工賃向上

の事業なんですけれども、今回、新規事業で取

り組まれるということなんですが、インターネッ

トサイトについては、サイトの一部改修を今回

行うということですね。最初に立ち上げられた

ときの費用とか、今のサイトの利用状況という

ものを御説明いただきたいんですけれども。

○中西就労支援・精神保健対策室長 このサイ

トを立ち上げましたのは、平成20年度になって

おります。ただ、金額については手持ちにござ

いませんので、申しわけございません。

○二見副委員長 アクセス数とかはどうなって

いるんですか。サイトを見られた利用者の数と

か、年間どれくらい見ているとか、そういうの

があれば。

○中西就労支援・精神保健対策室長 これにつ

きましては、アクセス数につきましては、パソ

コンのいわゆる仕掛け、何人と積み上がってい

く数字ですね、この仕掛けを持っておりません

ので、把握しておりません。

○二見副委員長 やはりそういうところがなけ

れば、利用向上というふうに取り組まれて、今

度、サイト内の充実も図られるんでしょうけれ

ども、中身が充実しても、見ている人がいなけ

りゃ、全く効果ゼロじゃないですか。そこ辺は

もうちょっと考えていくべきことだと思うし、

今回、新規に２人雇用されていろんな情報を集

めると、それだけでも、まず、施設の方たちか

らも、こういうところに情報がありますと発信

してもらうことのお手伝いをいただくとか、中

小企業家同友会の方に今回委託してホームペー

ジの改修とかしてもらうのであれば、そこから
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各企業に情報を流してもらうとか、そういった

ところの取り組みというか、中身をつくるだけ

じゃなくて、情報発信事業なんですから、そこ

のところについてもうちょっと深く詰めていっ

たほうがいいんじゃないかなと思うんですけれ

ども、いかがでしょうか。

○中西就労支援・精神保健対策室長 今、二見

委員が言っていただいたことそのものがやはり

課題であったということで、私も何回か見てい

ますが、アクセス数がわからない。どこにどう

いう形でフィットしているのかこちらとしても

見えない。その仕掛けがないものですから、同

友会のほうに－そのデータがわからない。一

部ネットで販売されていますが、かなりわずか

な数字でしか上がってこない。そういったとこ

ろの反省をもとに、今回、一部改修ですけれど

も、今、二見委員が言っていただいた中身を専

門家を含めて協議して、今回の新規の補正で、

データとしては、ペーパー的には県の障害福祉

課で調査をします。それを今度は、現場に直接

出向いていっていただいて、商品力、数、それ

から時期の問題等もありますので、そういった

ものをフォローしながら、できるだけ効果的な、

効率的な、最終的には工賃としてある程度底上

げができるものにしていきたいと思っておりま

す。

○二見副委員長 20年につくられたのであれば、

少なくとも３年間丸々時間が流れてしまってい

るので、そこら辺は今後の取り組みに期待して

いきたいと思います。費用対効果というものが

そういうところで見えてくると思うんです。非

常に大事な視点だと思うので、よろしくお願い

します。

あと１点は、確認なんですけれども、健康増

進課の栄養調査が131万上がっているんですが、

今回、これは追加での調査事項ということなん

ですけれども、栄養調査は実際どういった内容

を調査されるのか、詳しく教えていただきたい

んですが。

○和田健康増進課長 基本的には、身長とか体

重とか、それから、あと、採血させていただい

ただいて、コレステロールの値だとか、よく言

う健康診断の内容に近いようなものと、それか

ら、栄養調査ですので、実際に食べたもの、一

日の食事を全て記入していただいて、どれくら

いのカロリーをとられているか、どれくらいの

栄養素をとられているかということを調べる調

査でございます。

○二見副委員長 もう一回確認ですけど、栄養

調査については、今回、今まで毎年11月にやっ

ている調査の中に新しく組み込まれたというふ

うにさっき聞いたと思うんですが、ですよね。

○和田健康増進課長 新しく組み込まれたん

じゃなくて、地区数がふえたということです。

調査地区がふえたということでございます。

○二見副委員長 最後に、こども政策課の新規

事業の幼稚園の耐震化事業、これは認定こども

園への移行を目指す幼稚園のための耐震化促進

となっているんですが、実際、ほかの幼稚園の

耐震化の状況というものは今どうなっているの

か、把握していらっしゃるんでしょうか。

○長友こども政策課長 私立幼稚園の耐震化状

況でございますが、最新の時点のものが23年の

４月１日現在でございまして、耐震化率といた

しましては、78.5％という数字になっておりま

す。

○二見副委員長 認定こども園に移るところに

は、耐震化の促進事業として半分の助成をする

と。それ以外の一般の私立幼稚園、学校施設と

かは、ほとんど100％に近いぐらい耐震化はでき
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ていると思うんですけれども、幼稚園に対して

はここら辺のサポートというものはあるんです

か。しているんだったらちょっとお聞きしたい

んですけれども。

○長友こども政策課長 従来から、私立幼稚園

につきましては、施設整備補助金で増改築とか

そういった作業をしてもらっているところでご

ざいますが、それで耐震化についても対応して

もらっているところでございます。

○二見副委員長 この78.5％というのは大体ど

れくらいで100％になるか、そういった計画とい

うか見込というものは全くないんですか。各私

立幼稚園のほうが、そういった補助金を利用し

て耐震化しますということであれば、整備がで

きるんでしょうけれども、そういった働きかけ

は県のほうからはしないということなんでしょ

うかね。各園の自主性といいますか、もちろん

資金繰りもあるでしょうから。

○長友こども政策課長 園の負担も相当ござい

ますので、基本的には、制度の周知はいたしま

すけれども、手を挙げるかどうかにつきまして

は園の御判断ということで対応しております。

○二見副委員長 学校施設は、こうやって県の

ほうが率先してずっと進めてきたわけなんです

けれども、幼稚園に対してはそういったスタン

スでいいんでしょうかね。特に小さい子供たち

がいる園舎ですよね。小学生、中学生、高校生

の上の学年の施設は整備すると。幼稚園のほう

は今までどおりで進めていくというスタンス、

それでいいものかなというふうに私としては感

じるんですが、いかがお考えですか。

○長友こども政策課長 先ほど申しました施設

整備補助ですと、補助率がちょっと低くなりま

して園の負担が多いんでございますが、今度、

新規事業として出てきました耐震化の事業につ

きまして、基金を活用しました事業につきまし

ては、法人が２分の１負担で済むというような

形になっておりますので、この制度を御利用い

ただくような形で御案内を積極的にしていけれ

ばと考えております。

○二見副委員長 認定こども園に移行するとこ

ろに限られるんですね、この事業は。だから、

それでいいのかなと。いろいろとこの間も国の

ほうでも動きがあって、総合こども園じゃなく、

認定こども園のほうをしばらくは進めようとい

うことなんですけれども、実際、県内でも32園

あると。幼稚園の数はそれよりはるかに多いわ

けなんです。そんな状況で、今まで、認定こど

も園ももちろん制度として進めてきているけれ

ども、なかなか進まない。なかなか進まない中

で、この耐震化の制度を利用してほしいと言わ

れても、なかなか進まない制度を一緒にあわせ

て進めたって、耐震化の整備なんていうのは進

まないと思うんですけれども、そういう形でい

いんでしょうか。これからの課題でもあるのか

なと思うんですけれども、そういうところも御

検討いただいて今後お願いしたいと思うんです

が、もし何かありましたら。

○長友こども政策課長 委員がおっしゃるよう

に、小さい子供たちがいっぱいいらっしゃる中

で、耐震化というのは重要でございます。それ

で、平成19年３月に策定されました宮崎県建築

物耐震改修促進計画というのがございまして、

それによりますと、民間幼稚園につきまして

も、27年度末で目標80％というような数字を設

けたりしておりますので、できるだけそういっ

た形で耐震化が進みますように、引き続き努め

てまいりたいと考えております。

○髙橋委員長 議案についての質疑はよろしい

でしょうか。
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暫時休憩します。

午後２時35分休憩

午後２時44分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

次に、報告事項についての説明を、順次、関

係課長に求めてまいります。

○大野福祉保健課長 福祉保健課でございます。

「平成24年９月定例県議会提出報告書」につ

いて御報告いたします。冊子の３ページをお開

きください。別紙１、「損害賠償額を定めたこと

について」でございます。そこに８件の記載が

ございますが、このうち、福祉保健部に係るも

のは、下から２番目の１件でございまして、こ

れについて説明させていただきます。

職員の事故に対する批判が大変ある中で、ま

たこうして御報告しなければならないというこ

とにつきまして、大変申しわけなく思っており

ます。

さて、事故の概要でございますが、平成24年

５月10日に、延岡保健所内におきまして、職員

が公用車で出張する際、公用車の後方に駐車し

ていた相手方の車両の左側面に公用車の後方バ

ンパーを接触させたものでございます。接触の

原因でございますが、職員による後方の安全確

認が不十分だったことによるものでございまし

て、過失は全て県側にございます。

損害賠償額は２万2,274円であり、全額、車両

の修理に要した経費でございまして、県の加入

する任意保険から支払ったところでございます。

専決年月日は、平成24年８月22日でございま

す。

引き続きまして、宮崎県の出資法人等への関

与事項を定める条例第４条第３項の規定に基づ

く県出資法人等の経営状況等について御報告い

たします。

冊子はちょっと分厚い冊子になりますが、「９

月定例県議会提出報告書（県が出資している法

人等の経営状況について）」でございます。これ

の一番最後のページになります。205ページをご

らんください。社会福祉法人宮崎県社会福祉事

業団の経営評価報告書についてであります。

当法人の概要でございますが、昭和34年12月

１日に設立されており、総出資額は１億811

万5,000円、県からの出資はございません。

設立目的は、多様な福祉サービスが、その利

用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう

創意工夫することにより、利用者が個人の尊厳

を保持しつつ、心身ともに健やかに育成され、

または、その有する能力に応じ、自立した日常

生活を地域社会において営むことができるよう、

支援することでございます。

県関与の状況についてでございます。

まず、人的支援でございますが、平成24年度

は、県退職者３名が役員に就任しており、この

うち２名が常勤、１名が非常勤となっておりま

す。一般職員となっている１名を加えますと、

県退職者は計４名ということになっております。

なお、現職の県職員の派遣はいたしておりませ

ん。

次に、財政支出等についてでございますが、

平成23年度の県委託料は１億224万4,000円で、

主なものは、発達障害者支援センター運営事

業5,940万8,000円、地域生活定着支援事業1,675

万8,000円などでございます。県補助金でござい

ますが、１億2,872万7,000円で、これは主に、

施設にスプリンクラーを設置する事業等の補助

金でございます。次に、県交付金等についてで

ございます。当法人の自立化を図るため、自立

化交付金を平成17年度から毎年８億円ずつ交付
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しておりましたが、平成21年度で完了しており

まして、22年度以降の支出はございません。

当法人の実施事業でございますが、社会福祉

施設11施設の運営を初め、居宅支援事業等の運

営、障害者就業・生活支援センターの運営等を

行っているところでございます。

活動指標でございますが、11施設の年間延べ

入所者数を掲げておりまして、平成23年度にお

いては目標を達成したところでございます。ま

た、入所者数の定員の見直しに伴いまして、平

成23年度のところには入っておりませんが、平

成24年度からグループホームの延べ利用者数を

活動指標として新たに追加する予定にしており

ます。

１枚めくっていただきまして、206ページでご

ざいます。財務状況でございます。平成23年度

の収支計算書によりますと、Ａの収入45億9,730

万4,000円に対し、Ｂの支出44億2,710万9,000円

であり、ＡマイナスＢの当期収支差額は１

億7,019万5,000円となります。

次に、貸借対照表によりますと、Ａの資産は107

億3,822万9,000円に対し、Ｂの負債９億3,594

万6,000円であり、ＡマイナスＢの正味財産は98

億228万3,000円ということになります。

財務指標でございますが、施設整備に伴う費

用が発生したため、②の管理費比率と③の施設

利用者１人当たりコストにおいて目標を達成で

きておりません。

次に、直近の県監査状況についてでございま

す。施設の一般居住棟工事で変更契約を締結し

ないまま工期延長を行っており、そのため指摘

を受けておりまして、適正に事務手続を行うよ

うに是正指導を行ったところでございます。

総合評価でございますが、活動指標の入所者

数については、多少減少はしているんですけれ

ども、目標値を達成しており、特に問題ないと

考えております。また、財務指標につきまして

は、人件費比率が目標を達成したものの、管理

費比率及び施設利用者１人当たりのコストの２

項目が目標を達成できていないということで、

当法人が定めた第２次経営計画に基づき、コス

ト管理の徹底を図っていく必要があるというぐ

あいに考えておるところでございます。

よって、県の評価としましては、活動内容及

び組織運営を良好のＡ判定、財務内容をほぼ良

好のＢ判定としたところでございます。

説明は以上でございます。

○青石衛生管理課長 衛生管理課分について御

説明いたします。

同じ資料の163ページをごらんください。財団

法人宮崎県生活衛生営業指導センターでござい

ます。

同センターは、昭和55年11月20日に設立され

ております。総出資額が780万円で、県の出資額

は200万円、出資割合は25.6％となっております。

設立の目的でございますが、理容・美容・ク

リーニングなど、生活衛生業の経営の健全化及

び振興を通じて、衛生水準の維持向上を図り、

あわせて、利用者、消費者の利益の擁護を図る

こととされております。「生活衛生関係営業の運

営の適正化及び振興に関する法律」に基づき設

立された財団法人で、各都道府県に１カ所設置

されております。

次に、県関与の状況についてでございます。

人的支援としましては、常勤の役員１名と職員

２名の３名が県職員ＯＢとなっております。

財政支出等でございますが、県からの財政支

出の状況は、委託料と補助金であります。主な

県財政支出の内容でございますが、①の生活衛

生営業指導事業は、経営等に関する相談・指導
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を行う生活衛生営業指導センターの運営に係る

経費として、国が２分の１、県が２分の１の補

助支出となっており、平成23年度決算額が2,807

万8,000円でございます。②の自主衛生管理促進

事業は、巡回指導により、営業者の自主衛生管

理の促進を図る経費として、平成23年度決算額

が275万3,000円でございます。③の生活衛生関

係営業適正化促進事業は、技術の向上、後継者

育成等の生活衛生同業組合への活動支援や、ク

リーニング相談専門員を配置し、クリーニング

に係る苦情相談の原因究明や、クリーニング師・

従事者の研修会の円滑な実施に取り組む経費と

して、平成23年度決算額が135万9,000円でござ

います。

次に、活動指標でございますが、①の経営指

導員巡回指導数と②の日本政策金融公庫融資申

し込み件数につきましては、生活衛生関係営業

が景気の影響により、営業者が積極的な設備投

資を行うことができず、目標値が未達成となっ

ているものの、③の生活衛生営業指導員の巡回

指導数につきましては、巡回件数の目標値を達

成しております。

次のページをお開きください。財務状況につ

いてでございます。左半分に記載の正味財産増

減計算書では、23年度は、当期計上増減額、い

わゆる単年度収支が15万円の赤字となっており

ますが、特段の支障があるものではございませ

ん。右半分に記載の貸借対照表では、中ほどの

正味財産をごらんいただきますと、ここ３年間、

大幅な変動は生じておりません。

次に、その下の財務指標につきましては、88

％の県補助金比率の目標値に対して、86.3％の

実績値であり、達成度は102％でありました。

総合評価でありますが、県の評価の欄をごら

んください。活動指標①の巡回指導数は、目標

達成に向けて検証、改善が必要としております。

財務指標に関しましては、県補助金比率が減少

し、目標値を達成しております。中期事業目標

につきましては、指導センターアクションプラ

ンに基づく業務改善を行っております。

以上で説明を終わります。

○和田健康増進課長 健康増進課分を御説明い

たします。

当課では２法人を所管しておりますが、宮崎

県腎臓バンクにつきましては、地方自治法及び

条例に基づく報告を、宮崎県健康づくり協会に

つきましては、条例に基づく報告をいたします。

同じ報告書の39ページをお開きください。ま

ず、財団法人宮崎県腎臓バンクであります。

１の事業概要につきましては、死後に腎臓を

提供される方の募集及び腎臓移植希望者の登録

や、腎臓移植に関する普及啓発を図ったところ

です。

２の事業実績につきましては、（１）の腎臓提

供者の募集及び腎臓移植希望者の登録に関する

事業で、69名の方が移植希望の登録をされ、（２）

の提供された腎臓のあっせんに関する事業では、

移植に関する通報が１件、腎臓の提供、すなわ

ち移植が１件ありました。（３）普及啓発に関す

る事業のほか、次の40ページに記載しておりま

す全部で６つの事業を行ったところです。

次に、経営状況の詳細につきまして、出資法

人等経営評価報告書により御説明いたします。

飛びまして、報告書の165ページをお開きくだ

さい。

法人の概要についてですが、総出資額は6,739

万4,000円で、県出資額は4,265万8,000円、県出

資比率は63.3％となっております。

次に、県関与の状況についてですが、人的支

援につきましては、非常勤の役員18名のうち、
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県職員が３名、県退職者が１名となっておりま

す。財政支出としましては、臓器移植コーディ

ネーターの人件費等に対して補助金223万8,000

円を支出しております。また、その他の県から

の支援等にありますように、事務局を健康増進

課内に置いております。

実施事業につきましては、先ほどの23年度の

事業報告と重なりますが、①から④にあります

腎臓移植希望者への登録説明会、普及啓発とし

て街頭キャンペーン、ホームページ等による広

報、腎臓提供協力病院連絡会議の開催、臓器提

供意思表示カード配布を行っております。

活動指標につきましては、①のあっせん件数

は、提供された腎臓の移植件数を記載してお

り、23年度は、目標２件に対して実績１件となっ

ております。あっせん件数につきましては、臓

器の提供が前提となりますので、特に、心停止

下における腎臓の提供についての啓発活動を継

続する必要があると考えております。次に、②

の会議回数は、県内12の腎臓提供協力病院で構

成する連絡会議を、目標２回に対して１回開催

しました。なお、会議とは別に、協力病院への

訪問、あるいは各協力病院における勉強会への

参加を行ったところです。③の臓器提供意思表

示カード配布枚数は、目標４万枚に対して実績

は４万584枚で、達成度が101.5％となっており

ます。

166ページをお開きください。財務状況につい

てであります。枠内左側の正味財産増減計算書

の平成23年度の実績についてですが、当期一般

正味財産増減額はマイナス99万5,000円で、一般

正味財産期末残高はマイナス45万3,000円となっ

ております。当期指定正味財産増減額は、基本

財産を取り崩したため、マイナス150万円、指定

正味財産期末残高は6,739万4,000円、その結果、

正味財産期末残高は6,694万円となっておりま

す。

枠内右側の貸借対照表をごらんください。負

債が123万9,000円とふえておりますが、これは、

税理士事務所の指導により会費収入の年度扱い

を変更したためです。平成23年度の実績は、資

産が6,817万9,000円、負債が123万9,000円、そ

の結果、正味財産は6,694万円となっております。

次に、財務指標についてです。①の自己収入

比率は、目標20％に対して実績は8.2％にとど

まっております。この点につきましては、賛助

会員の募集活動を強化していく必要があると考

えております。また、この８月には、寄附金つ

きの自動販売機２台が設置されるなど、自己収

入の増加に努めているところでございます。②

の自主事業比率につきましては、目標68％に対

して実績90％となっております。

直近の県監査の状況につきましては、財務諸

表の記載事項、会計処理規程での減価償却方法

の明記に関する口頭指導に対しまして、23年度

内に対応済みでございます。

次に、総合評価についてです。枠内右上の県

の評価に記載しておりますが、県としましては、

今後、賛助会員募集など自己収入の拡大を図る

とともに、法人の運営体制について検討を行う

必要があると考えております。

続きまして、本24年度の事業計画について御

説明いたします。報告書の44ページにお戻りく

ださい。

１の事業概要につきましては、今年度も、死

後に腎臓を提供される方の募集及び腎移植希望

者の登録等を行ってまいります。

２の事業計画につきましては、（１）から（６）

までの事業を行い、腎臓提供者の募集や普及啓

発を図ることとしております。
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45ページをごらんください。３の収支予算に

ついてです。Ⅰの１の事業活動収入の部は、県

からの補助金を含む③受取補助金などで449

万8,000円としております。２の事業活動支出の

部は、①の事業費支出と②の管理費支出を合わ

せました649万8,000円としており、事業活動収

支差額はマイナス200万円としております。

以上のことから、今年度も基本財産を取り崩

す必要があり、次のページ、46ページのⅡ、投

資活動収入の部になりますが、基本財産から200

万円を取り崩すこととしております。

財団法人宮崎県腎臓バンクについては以上で

あります。

次に、167ページをお開きください。財団法人

宮崎県健康づくり協会についてです。

まず、法人の概要ですが、総出資額は3,000万

円で、県出資額は800万円、県出資比率は26.7％

となっております。特記事項の欄に掲載してお

りますが、各種健診（検診）事業が当協会の主

要な事業であり、自主財源の大部分が当該事業

収入によって確保されております。また、県の

施設であります宮崎県健康づくり推進センター

の管理運営を受託しております。

次に、県関与の状況についてですが、人的支

援につきましては、平成24年度に役員15人中５

人の県職員が非常勤として、また、職員として

１人の県職員を派遣しております。財政支出と

しましては、平成23年度において、委託料とし

て9,695万円を支出しております。主な県財政支

出の内容ですが、①の宮崎県健康づくり推進セ

ンター管理運営委託は、同センターの維持管理、

健康づくりに関する調査・研究を行い、その成

果を地域に還元し、県民の健康増進に寄与する

ものであり、平成23年度支出額は7,054万1,000

円です。②の新生児等スクリーニング検査事業

は、新生児に係る血液マス・スクリーニング検

査を実施するもので、支出額は2,409万5,000円

です。③の新生児聴覚検査・療育ネットワーク

構築事業は、新生児に係る聴覚障害の早期発見・

早期療養の促進を図るもので、支出額は113

万7,000円です。④の健康みやざき21指導者育成

事業は、健康づくり指導者の資質向上を図り、

地域の健康増進を展開するもので、支出額は66

万円です。⑤の寝たきり予防対策評価支援事業

は、地域の特性に応じた寝たきり予防対策の立

案及び事業支援を行うもので、支出額は38

万9,000円です。

次に、実施事業につきましては、①の各種健

診（検診）及び検査事業から、⑨宮崎県健康づ

くり推進センターの管理運営までとなっており

ます。

活動指標の①基本（特定）健康診査実施件数

につきましては、平成23年度の年間実施件数の

目標値３万件に対する実績値は２万806件で、達

成度は69.4％となっております。②市町村、事

業場等健康指導受講者数については、年間延べ

受講者数の目標値が5,000人、実績値5,515人で、

達成度は110.3％です。③ホームページアクセス

数については、年間アクセス件数の目標値が２

万2,000件、実績値２万367件で、達成度は92.6

％となっております。

次のページをお開きください。財務状況につ

いてです。枠内左半分、正味財産増減計算書を

ごらんください。平成23年度の実績ですが、中

ほどの当期一般正味財産増減額は3,961万9,000

円で、一般正味財産期末残高は10億4,330万7,000

円となります。当期指定正味財産増減額は780

万7,000円の減で、指定正味財産期末残高は7,602

万1,000円となっております。その結果、正味財

産期末残高は11億1,932万7,000円となっており
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ます。

枠内右半分の貸借対照表をごらんください。

平成23年度の実績は、資産が16億6,557万2,000

円、負債が５億4,624万5,000円で、その結果、

正味財産は11億1,932万7,000円となっておりま

す。

財務指標の①管理費比率につきましては、平

成23年度の経常費用における管理費の割合の目

標値20％に対する実績値が16.2％で、その達成

度は119.0％となっております。②人件費比率に

つきましては、経常費用における人件費の割合

の目標値が60％、実績値63.5％で、達成度は94.2

％となっております。③収支比率については、

事業収益に対する事業費の割合の目標値が80％、

実績値81.4％で、達成度が98.3％となっており

ます。

なお、総合評価の枠内の右上、県の評価につ

いてですが、活動指標については、健康診査実

施件数等の実績値が目標値を下回っている、財

務指標については、管理費比率は目標を達成し

ているが、人件費比率及び収支比率は目標に達

していない、特定健診やがん検診の受診率向上

は、県計画で数値目標を設定しているところで

あり、市町村や事業者と共通の目標を持って事

業に取り組みながら経営改善を図る必要がある

としております。

健康増進課分については以上であります。

○髙橋委員長 報告事項に関する執行部の説明

が終了しました。報告事項についての質疑はあ

りませんか。

○井本委員 39ページ、腎臓バンクなんだけど、

腎臓移植希望者の登録が、23年度登録者69人、

新規登録者５人と。これは評価の中にも出てい

るように、えらい少ないなという感じはします

ね。これについて何かいい手だては考えられん

ものなんですか。私もやろうと思ったら、60歳

以上はだめですと言われて。55歳までですか。

○和田健康増進課長 移植を受けるほうが何歳

までか、ちょっと確認させてください。

○井本委員 提供するほう。

○和田健康増進課長 提供するほうは65歳だっ

たと思うんです。済みません、ちょっと２つと

も確認させてください。大変申しわけありませ

ん。

○井本委員 これはいかにも少ないという感じ

がするんだよね、登録者数が。全部で今どのく

らいなんですか。全体で60ですか。

○和田健康増進課長 移植を希望される方の数

でございますので、透析患者さんが大体3,000人

ぐらいいらっしゃるんですけれども、その中で

それぐらいの方が移植をしてもいいというふう

に考えておいでの方ということになります。

○井本委員 提供してもいいですという登録者

は。

○和田健康増進課長 提供者の登録は実際には

できませんで、本人が意思表示をされているか、

あるいは、心停止あるいは脳死になったときに、

家族が提供してもいいというふうに申し出た場

合に、わかってくることになります。

○井本委員 カードを持っててでしょう。カー

ドを持っている人はどのくらいおるんですか。

○和田健康増進課長 カードは、さっき御報告

したように、我々、配布数は把握できるんです

けれども、実際に記入されているかどうかにつ

いては把握できない状況です。

○井本委員 把握していなくてもいいものなん

ですか。

○和田健康増進課長 方法があれば把握したい

というふうに思っているんですけれども、今、

その方法としては、日本臓器移植ネットワーク
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が、例えばインターネットで調査をするとか、

そういうような状況ぐらいしかできなくて、実

数の把握というのが非常に難しい状況でござい

ます。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○和田健康増進課長 先ほどの臓器提供の年齢

ですけれども、一応望ましい年齢というのがご

ざいまして、腎臓の場合は70歳以下というふう

にされております。ちなみに心臓が50歳以下、

肺も70歳以下、心肺同時提供の場合は心臓のほ

うが来ますので、50歳以下、それから、膵臓と

小腸が60歳以下というふうにされております。

○前屋敷委員 健康づくり協会の今、総括して

いただいた健康診査の実施件数が約７割ぐらい

になっているんですね。私たちもセンターのほ

うで健康診断を受けるんですけど、あそこにい

ろんな職場の方たちも健康診査を受けに見えて

いるんですけど、県としてというか、センター

として、いろんな事業所に呼びかけをして健康

診査を受けていただくという手だてをとってお

られるんだろうと思うんですけど、どういう状

況なのか、その辺を。どの程度の事業所に声を

かけていらっしゃるのかです。

○和田健康増進課長 その点につきましては、

正確に把握しておりませんけれども、恐らく県

内のあらゆる事業所に声をかけているものだと

思っておりますが、大きい事業所になりますと、

入札で健診の引き受け先が決まるようなところ

もあって、そこでどうしても安い金額が提示で

きないと健康診断を受けられないというような

状況もあるように聞いております。

○前屋敷委員 ここのセンターは、個人的に診

査を受けるということも可能なんですか。事業

所だとかまとまった形で、今、入札の話もあり

ましたけど、一般市民の方が個人的に受けると。

○和田健康増進課長 それは可能です。ただ、

例えば会社に入る前の健康診断書が欲しいとい

うような場合には、健康づくり協会で健康診断

を受けて健康診断書を発行することもできます。

○前屋敷委員 というか、近くの方々が、一般

市民の方々が、普通の医療機関で受けると同じ

ような形で受けられるのかということです。

○和田健康増進課長 全くそのとおりで、通常

の医療機関とはいろんな検診ですべて競合する

ことになります。

○前屋敷委員 そうであれば、そういう検査が

受けられますよというのを知らないんじゃない

かと思うんですね、一般の方々は。医療機関で

ないとだめなんじゃないかというふうに思って

おられる方も多いんじゃないかと。広くそうい

うＰＲも必要かなというふうに思うんです。

○和田健康増進課長 そのように指導してまい

りたいと思います。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○二見副委員長 私も１点だけ、腎臓バンクに

ついて。人的支援が、非常勤の役員が18名とい

うふうになっているんですが、事務局について

は、県職員が事務局職員として兼務していると

いうことですよね。42ページの費用のほうを見

ると、賃金というところが、事業費と管理費の

ところで約380万ぐらい計上されているんです

が、これは、非常勤で勤めている職員の費用と

して払われている内容になっているんですか。

○和田健康増進課長 役員につきましては無報

酬でございます。

○二見副委員長 じゃ、この賃金というのは何

ですか。

○和田健康増進課長 経理事務をやっていただ

いている職員を１名採用しているものですから、

そちらになります。
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○二見副委員長 165ページでいう人的支援のと

ころでは、役員は18人。非常勤の事務職員は載っ

ていないということなんですね。

○和田健康増進課長 この資料ですと、非常勤

職員は載っていないことになります。事務とし

て雇っている職員が正職員ではないので、いわ

ゆる非常勤として雇っているものですから。こ

れはあくまでも、県が支援している職員の数を

掲載していると思いますので、バンクそのもの

が経理職員として１名の非常勤を雇っているこ

とについては、こちらに記載がないということ

になりますが、実際１名雇っておりまして、そ

ちらの賃金が支払われているということになり

ます。

○二見副委員長 非常勤の方は、勤務実態はど

うなっていますか。１人、非常勤でいらっしゃ

るということですよね。

○和田健康増進課長 非常勤職員と、県が配置

しております臓器コーディネーターがおります

ので、実際２名になって、臓器コーディネーター

は月16日、経理職員については月20日勤務して

いただいております。

○髙橋委員長 ほか、ございませんでしょうか。

それでは本日の審議は終了しまして、あす10

時再開いたします。

午後３時22分散会
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平成24年９月21日（金曜日）

午前９時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 髙 橋 透

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 内 村 仁 子

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 土 持 正 弘

福祉保健部次長
安 井 伸 二

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
冨 髙 敏 明

(保健･医療担当)

こども政策局長 日 隈 俊 郎

部 参 事 兼
大 野 雅 貴

福 祉 保 健 課 長

医 療 薬 務 課 長 郡 司 宗 則

薬 務 対 策 室 長 竹 井 正 行

国保・援護課長 青 山 新 吾

長 寿 介 護 課 長 川 添 哲 郎

障 害 福 祉 課 長 孫 田 英 美

就 労 支 援 ・
中 西 弘 士

精神保健対策室長

衛 生 管 理 課 長 青 石 晃

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

感染症対策室長 肥田木 省 三

こども政策課長 長 友 重 俊

こども家庭課長 古 川 壽 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 阿 萬 慎 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

○中西就労支援・精神保健対策室長 昨日、二

見副委員長から、厚生常任委員会資料１ページ

の関係で、障がい者工賃向上情報発信強化事業

で、現在のインターネットサイトの開設時期と

経費についてのお問い合わせがありましたが、

経費についてお答えしておりませんでしたので、

この場でお答えさせていただきたいと思います。

開設は、平成20年度でして、現在のサイトの形

にするために約230万円の経費を要しておりま

す。以上でございます。

○髙橋委員長 それでは、その他の報告事項に

ついて、関係課長より順次説明を求めます。

○郡司医療薬務課長 それでは、委員会資料の

７ページをお開きいただきたいと思います。地

域総合医の育成拠点設置について御説明をさせ

ていただきます。

まず、１の目的でございます。急激な高齢化

の進行等に伴う今後の医療ニーズに適切に対応

していくためには、総合的な診療能力を有し、

地域の医療機関で勤務する地域総合医の育成が

必要となっております。このため、育成拠点を

宮崎大学との連携により県立日南病院に設置す

るものでございます。

２の概要でございます。（１）の名称につきま

しては、「宮崎大学医学部附属病院地域総合医育

成サテライトセンター（仮称）」としております。

（２）の設置者は、宮崎大学医学部で、その中
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心となっておりますのは地域医療学講座でござ

います。（３）の設置場所は、県立日南病院内で、

（４）のとおり、平成25年４月１日の設置を予

定しております。（５）の役割及び事業全体の流

れを下のイメージ図で説明させていただきたい

と思います。

左のほうからごらんになっていただきたいと

思います。まず、医師免許を取得しました総合

医を志望する若手医師につきまして、法に基づ

く２年間の臨床研修を終えた後に、日南病院の

サテライトセンターに受け入れまして、宮崎大

学医学部から派遣された指導医のもと、２年程

度の総合的な診療能力を習得するための実地研

修を行います。その後、地域医療支援機構の調

整によりまして県内の医療機関に配置され、地

域医療の現場で総合医として本格的に勤務を開

始するということになります。さらに、その後

でございますが、本人の意向も踏まえながら、

県立病院や大学病院と地域の医療機関とをロー

テーションすることで、キャリア形成が図られ

る仕組みを考えているところでございます。

３の効果でございます。このような総合医の

育成、配置を行うことによりまして、地域の医

療機関に勤務する医師の安定的な確保が可能に

なるものと考えているところでございます。

なお、資料にございませんけれども、９月28

日には、宮崎大学、県医師会、市町村及び県で

構成します「宮崎県地域医療支援機構代表者会

議」におきまして、宮崎大学から、地域総合医

育成サテライトセンター設置の説明が行われま

して、引き続き、大学、病院局、県の３者によ

る設置協定の締結が行われる予定となっており

ます。

説明は以上でございます。

○孫田障害福祉課長 次に、障がい者の虐待防

止・権利擁護に係る取り組みについてでありま

す。委員会資料の８ページをお開きください。

昨年６月に、議員立法によって成立いたしま

した「障害者虐待の防止・障害者の養護者に対

する支援等に関する法律」、いわゆる障害者虐待

防止法が来月から施行されます。これに伴う本

県における障がい者の虐待防止・権利擁護に係

る取り組みについて御説明いたします。

まず、１、障害者虐待防止法の概要について

であります。（１）の法の目的でありますが、障

害者に対する虐待の禁止、虐待の予防及び早期

発見、その他虐待の防止等に関する国などの責

務、虐待を受けた障害者に対する保護及び自立

の支援のための措置等を定めることにより、障

害者虐待の防止、擁護者に対する支援等に関す

る施策を促進し、もって障害者の権利擁護に資

することを目的とするものであります。

次に、（２）障害者虐待の類型として、①身体

的虐待、②性的虐待、③心理的虐待、④ネグレ

クト、⑤経済的虐待の５つが規定されておりま

す。

次に、（３）障害者に対する虐待の禁止として、

法では、「何人も、障害者に対し、虐待をしては

ならない」と規定されております。

次に、（４）障害者虐待防止等に係る具体的な

手続として、①から③の３つが規定されており

ます。

まず、①養護者による障害者虐待であります

が、虐待を発見した者は、市町村に通報を行う

義務が課せられます。通報を受けた市町村は、

立入調査などによって虐待の事実確認を行い、

虐待の事実がある場合には、一時保護や後見審

判請求など、虐待を受けた障害者に対し、必要

な措置を講ずることとされております。

次に、②障害者福祉施設従事者等による障害
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者虐待でありますが、この場合も、通報先は市

町村となります。虐待の事実を確認した市町村

は、都道府県に報告することとされており、報

告を受けた都道府県が、当該障害者福祉施設に

対して、障害者自立支援法等に基づく権限を行

使することとなります。また、都道府県は、毎

年度、障害者福祉施設従事者等による障害者虐

待の状況、虐待があった場合にとった措置等を

公表することとなっております。

次に、③使用者による障害者虐待であります

が、この場合の通報先は、市町村または都道府

県となり、虐待が確認された場合には、都道府

県から労働局に報告することとされております。

報告を受けた労働局が当該事業所に対して、労

働基準法等に基づく権限を行使するほか、措置

等の公表を行うこととなります。

なお、①の養護者、②の施設従事者等による

虐待対応は、高齢者虐待防止法にも規定があり

ますが、③の使用者による虐待は、障害者虐待

防止法独自の規定となっております。

次に、（５）その他ですが、障害者虐待対応の

窓口等として、市町村に障害者虐待防止センター

を、都道府県に障害者権利擁護センターを設置

することとされております。

最後に、（６）施行期日ですが、平成24年10月

１日となっております。

次に、右側のページ、２、本県の取り組みに

ついて御説明いたします。

まず、（１）宮崎県障害者権利擁護センターの

運営ですが、都道府県に設置することとされた

障害者権利擁護センターを、県障害福祉課に置

いて、法に規定する①から⑦の業務を行うこと

といたします。

次に、関係機関の協力体制の整備を図るため、

（２）の宮崎県障がい者虐待防止・権利擁護連

絡会議を去る９月３日に開催いたしまして、相

互の連携強化に向けての意見交換を行いました。

次に、障がい者虐待の問題について、障害福

祉サービス事業所等の従事者や管理者の理解を

深めるとともに、市町村や相談支援事業等の相

談窓口職員の専門性の強化を図るため、（３）障

がい者虐待防止・権利擁護研修を実施いたしま

す。共通講義を８月31日に実施したほか、引き

続き、各コースごとに、それぞれの役割や責務

に応じた実践的な演習形式の研修を実施するこ

ととしております。

次に、（４）専門職チームの派遣として、市町

村からの要請に基づき、障がい者虐待に係るケー

ス会議に、弁護士、社会福祉士を派遣すること

としております。

最後に、上記専門職チームの事例の分析・評

価や専門的助言を踏まえ、地域の関係機関の連

携体制や支援体制に関するマニュアルを作成す

ることとしております。

なお、米印に示してありますとおり、（２）の

連絡会議の開催や、（４）専門職チームの派遣に

ついて、先行して進められております高齢者虐

待防止に係る取り組みとの連携を図っていると

ころであります。

今後、制度の周知や広報に努めるとともに、

各市町村に設置されます障がい者虐待防止セン

ターと連携を図りながら、障がい者虐待の未然

防止や早期発見、虐待を受けた障がい者への支

援に取り組んでまいりたいと考えております。

説明は以上であります。

○和田健康増進課長 健康増進課分を御説明し

ます。

委員会資料の10ページをお開きください。宮

崎県地域がん登録事業の開始について説明いた

します。
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まず、１の目的についてです。宮崎県地域が

ん登録事業は、県内におけるがん患者に係る情

報を登録し、がんの罹患率、生存率の推計等を

行うことによりまして、がんの疫学的研究、が

ん対策の評価・推進に資することを目的とする

ものです。

次に、２の事業概要についてです。まず、（１）

の登録対象は、県民が医療機関で診断された全

ての悪性新生物としております。（２）の登録開

始日は、平成25年１月１日に診断された症例か

らとしております。なお、診断群分類包括評価

対象病院、いわゆるＤＰＣ病院につきましては、

平成24年９月１日、すなわち今月の症例から試

験的に登録を開始することとしております。

（３）の地域がん登録室設置場所は、宮崎大学

医学部附属病院としております。（４）の登録項

目は、国立がん研究センターがん対策情報セン

ターにより示されております標準登録票項目

の25項目にしております。

次に、３の今後の対応についてです。まずは、

県民に対する制度の周知、県内医療機関に対す

るデータ提供の協力をお願いし、そして、一定

の期間が経過した後に、データ集計結果の公表

を行いたいと考えております。

最後に、登録作業の流れとしましては、図に

示しておりますように、がん診療連携拠点病院

や民間病院から登録室へ提出された情報をデー

タベース化し、がん患者数、罹患率等の集計結

果を公表することとなります。

健康増進課分は以上でございます。

○古川こども家庭課長 資料の11ページをごら

んいただきたいと思います。宮崎県子ども・若

者総合相談センターの開設について御報告いた

します。

まず、１の目的でございますが、平成22年４

月１日に施行されました「子ども・若者育成支

援推進法」に基づき、ニート、ひきこもり、不

登校など、社会生活を円滑に営む上で困難を抱

える子ども・若者及びその家庭等からのさまざ

まな相談を受け付け、必要に応じ、関係支援機

関への誘導を行う総合的な相談窓口として開設

するものでございます。

２の開設場所でございますが、宮崎市の宮田

町にあります県庁10号館の１階を予定しており

ます。宮崎太陽銀行本店と九州労働金庫宮崎支

店のあります交差点の向かい側の建物になりま

す。

次に、３の運営でございますが、センターの

運営につきましては、若者の自立支援に向けて、

相談業務などさまざまな取り組みを行っており

ます、特定非営利活動法人フロンティア会に委

託することとしております。なお、この委託団

体の選定につきましては、企画コンペにより決

定したところでございます。

次に、４の業務概要でございます。まず、（１）

相談受付日ですが、センターでの受付日は月曜

日、火曜日、そして金曜日から日曜日までの週

５日間で、午前10時から午後７時までとなって

おります。相談方法は、電話、電子メール、ファ

クス、または来所いただいての相談となります。

（３）の出張相談ですが、月に２回から３回程

度、宮崎市以外の市町村において出張相談を実

施いたします。出張相談は、センターの相談受

け付けが休みとなります水曜日を予定しており

ます。次に、（４）の人員体制ですが、センター

に相談員２名と事務員１名を常時配置すること

としております。相談員につきましては、臨床

心理士、産業カウンセラーなど、資格を持つ職

員を配置することとしております。

次に、５のセンターの愛称ですが、子ども・
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若者が気楽に相談でき、親しみの持てるセンター

とするため、県民の方から愛称を募集しました

結果、20名の方から計48件の御応募がありまし

た。その中から、悩みを抱える子ども・若者が

すくすくと育ち、若葉のように明るく、楽しく

成長していけるようにという願いが込められた

「わかば」に決定したところでございます。

最後に、開設日でございますけれども、来

月、10月１日を予定しております。

こども家庭課からの報告は以上でございます。

○髙橋委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

○内村委員 障害福祉課にお尋ねします。障が

い者の虐待防止・権利擁護に係る取り組みにつ

いてというところで、（４）に具体的な手続とい

う欄があるんですが、この中で、そういう例が

出た場合は、措置等の公表とかそういうのは出

されているんですが、そのほかの、罰則とか何

とかそういうのは全然入っていないんでしょう

か。

○孫田障害福祉課長 虐待を行ったことに伴う

罰則規定というのはございませんが、例えば、

福祉施設従事者等による虐待等が行われました

場合には、障害者自立支援法等に基づいて、そ

の施設に対する例えば取り消し処分等、それぞ

れの対応が各法で行われるというふうに考えて

おります。

○内村委員 実は、以前、こういう施設での虐

待ということで、監視カメラがあったのに、監

視カメラの電源が切られていたという事例やら

あったものですから、そういうことへの強化と

かそういうのは入ることになりますか。どんな

でしょうか。

○孫田障害福祉課長 どのような手段、手法で

虐待防止に取り組んでいくかということを、法

律上、明文で規定しているわけではございませ

んけれども、それぞれの施設の管理者、施設長、

サービスの管理者等が、職員に対して、虐待を

行わないような取り組み体制をつくっていくと

いうことが義務づけられておりますので、その

中で各施設ごとの取り組みとなっていくかと

思っております。

○井上委員 今の内村委員と同じ障害福祉課に

９ページの本県の取り組みのことで聞かせてい

ただきたいんですけど、「県の障害福祉課におい

て、法に規定する以下の業務を行うことにより、

障害者権利擁護センターとしての機能を果たす」

というのは、これは、障害福祉課が障害者権利

擁護センターとしての機能を果たすということ

ですよね。

○孫田障害福祉課長 井上委員のおっしゃると

おり、障害福祉課でその機能を果たすというこ

とにしております。

○井上委員 下のほうに行くと、高齢者虐待防

止に係る取り組みとの連携というところで、連

絡会議委員の半数以上は、高齢者虐待防止連絡

会議委員を兼ねることから、両連絡会議を同日

に引き続き開催する。また、専門職チームの派

遣は、高齢者虐待対応専門職チームのメンバー

やスキームを利用するとなっていますが、結局、

障害者権利擁護センターとしての機能と高齢者

虐待防止のあれは一緒だというふうに考えてい

いんですか。非常に重なりが大きいというふう

に考えたらいいんですか。

○孫田障害福祉課長 この障害者権利擁護セン

ターというのは、今回の障害者虐待防止法で新

しく出てきたスタイルでございまして、高齢者

のほうにはこのようなセンターというのは規定

されておりません。しかしながら、一番下のほ

うにあります虐待防止連絡会議というのは高齢
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者のほうでも設置しておりまして、全く異なっ

たものを設置いたしますと、メンバーも重複し

ているということで、別途、連絡会議は設置い

たしましたが、できるだけ参加される方々のこ

とも考えまして、屋上屋を重ねるようなことが

ないように、連携をとりながらやっていきたい

ということでこのような取り組みをしていると

ころでございます。

○井上委員 結果として、それについてはあま

り問題はないというふうに理解してもいいんで

すね。障がい者の虐待対応と高齢者の虐待対応

ということで、非常に重なりが大きい部分があ

りますけれども、それについては、機能的には

問題はないというふうに理解していいというこ

とですね。

○孫田障害福祉課長 現時点で、具体的な事案

が出てきて動いているわけではございませんの

で、具体的な事案が出てきて、その対応を見な

がら、さらに効果的なものにしていくというこ

とは常に必要であるとは考えておりますが、現

時点では、この形でまずやってみようというこ

とで動いております。

○井上委員 これは市町村が最前線に出たよう

な窓口になっているわけですけど、擁護にかか

わる取り組み、防止法の関係で、議論というの

は市町村とはされているんですか。本県の取り

組みをつくり上げていくまでの間に、市町村と

の議論というのはずっとしてこられているわけ

ですよね。

○孫田障害福祉課長 市町村全体を集めてこれ

について議論したというのは、申しわけありま

せんが、そういうことは開いておりませんが、

各担当者間で現在、もう間もなく施行日でござ

いますので、それに関しましては、市町村に対

して、これにおくれることのないように、体制

に遺漏がないように、常に協議をして情報交換

しながら取り組みを進めているところでござい

ます。

○井上委員 一番懸念するのは、この虐待とい

うのはなかなか難しいですね。わかりにくいわ

けです。でも、窓口になっているのは市町村な

ので、市町村の人たちがどういうふうな―県

もすごく戸惑いがあるのかもしれませんけど、

市町村の戸惑いのほうが大きいかもしれないわ

けです。でも、施行日は近づいているので、だ

から、県と市町村とがきちんと一体となってや

らないと、ニュースで見る限りにおいて、ひど

い虐待の実例というのは、私たちもそれをセン

セーショナルに受けとめるしかないわけですけ

れども、できたらそれが防止できるような状況

にしていきたい。なかなかわかりにくいもので

あるという大前提がありますよね。そこをきち

んと法に基づいた形で実行できるようにしてい

くには、市町村との連携というのがどううまく

とれるのかというのがちょっと気がかりなのと、

障がい者も高齢者も一緒でというふうに言われ

ること、それに戸惑いはないのかというか、そ

こに何らかのあれはないのかというのがちょっ

と気になるところなんですけど、そこは余り心

配しなくても大丈夫だというふうに受けとめて

いいということですか。

○孫田障害福祉課長 まず、市町村の窓口の能

力を高めるというのが、今回、市町村が第一線

に立つということで非常に重要でございますの

で、資料の２の（３）にございますように、障

がい者の虐待防止・権利擁護研修というのを

行っております。まず、施設、市町村、全てを

集めた上での研修会というのを既に実施いたし

ましたが、その後、市町村の行政担当者あるい

は施設の管理者、それぞれの役割に応じた知識
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といったものを身につけていただくために、実

践的な中身で、単なる座学ではない研修という

のを随時実施していっているところでございま

す。これによって、市町村等の取り組み体制を

きちんとつくっていきたいと。

高齢者虐待との関係でございますけれども、

年齢が高いと高齢者虐待防止法に対応する、あ

るいは、年齢が高くても、障害者福祉施設にい

れば障害者虐待防止法が適用されるというよう

なことで、単純に、高齢者であるから高齢者虐

待防止法対象であるということとは少し違うと

いうことで、非常に重複する部分もあると。そ

こで、連携をうまくやっていかなければ、その

谷間に落ちこぼれる者が出てきてはいけないと

いうことで、連携強化は非常に大切であるとい

うふうに考えております。

○井上委員 いろいろ懸念するところがいっぱ

いあるわけですけど、次の議論にまちたいと思

いますが、障害者権利擁護センターとしての機

能を果たすと言われると、課の中に、あなたた

ちが担当ですよというセクションの人が何人か

いるというふうに理解していいということです

よね。

○孫田障害福祉課長 専任の職員をこれで雇用

するというふうな取り組みにはなっておりませ

んが、課員が一応これの担当者ということで、

常に報告等を受けて調整を行うという役割をし

ていきます。もちろん、担当一人に任せ切りに

するのではなく、それは組織として対応すると

いうことになります。また、権利擁護センター

として、365日24時間こういった通報が受けられ

る体制をとっていくということにしております。

○井上委員 非常にざっくりとしているので、

動き出さないとわからない部分もあるかもわか

りませんが、これは注目していきたいというふ

うに思っています。

次に、県の地域がん登録事業の開始について、

これはぜひしっかりとやっていただきたいと

思っていますし、私も、これについては、がん

条例をつくったときにも議論させていただいた

分野ですので、大変期待をしています。

１つだけお聞かせいただきたいのは、情報の

セキュリティー対策はどのようにとられている

のかを教えていただきたいと思います。

○和田健康増進課長 情報のセキュリティーに

つきましては、情報保護の観点で、がん登録の

要綱を定めたり、それから、国立がん研究セン

ターがん対策情報センターから、登録室のあり

方から全て示されておりますので、それにのっ

とって対応できるようにしております。

○井上委員 専門の方も含めて、そこについて

は手を出しておられるということでいいんです

よね。要綱も含めて、いわゆるＰマークも含め

てですけど、専門の方がきちんとそこは見てお

られるというふうに思っていいわけですね。

○和田健康増進課長 そのとおりでございます。

委託先が宮崎大学医学部附属病院になっており

ますが、そこできちんと専門の職員が対応する

ことになっております。

○井上委員 ありがとうございます。

それでは、最後ですが、宮崎県子ども・若者

総合相談センターの開設なんですけれども、開

設場所がちょうど労金の横ということですけれ

ども、非特定活動法人フロンティア会に決定を

していくまでには、企画コンペによって決定し

たということですが、これは何社ぐらい応募さ

れたわけですか。どういうところが応募してく

ださったんですか。

○古川こども家庭課長 決定しましたフロン

ティア会でございますけれども、実際に企画コ
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ンペに参加されたところは２団体になります。

説明会とか資料要求を含めますと６団体だった

んですけれども、実際は２団体が応募をされた

ということでございます。

決定の方法でございますけれども、審査に当

たりましては、相談窓口でございますので、相

談者の利便性に配慮しているか、宮崎市に開設

しますので、地方の相談を計画されているのか、

それと、相談員の体制というのも重要になりま

すので、人員体制、それと、この相談センター

だけではなかなか解決できませんので、他の支

援機関との連携が図れるかという、11項目ほど

の評価を行ったところでございます。その結果、

他の機関との連携や人員体制、地方の相談会等

がすぐれているということで、フロンティア会

に決定したところでございます。

○井上委員 今の御説明は非常に的確な御説明

だったと思います。やっぱりそこが必要だと思

いますので、これはぜひ丁寧にやっていただき

たいんですが、問題は、ひきこもっている人も

そうなんだけれども、相談したいほうの側です

よ、相談したいほうの側の人が、ここにこうい

うものがあって、どこで何をどのぐらいまで

―そこまで求めなくてもいいんですけど、こ

のセンターを活用していただかないといけない

ので、それについての広報といいますか、それ

はどのような形でとっておられるんですか。

○古川こども家庭課長 今おっしゃるとおり、

相談センターがあるということを県民の方に周

知する必要があると考えておりますので、今か

ら、テレビとかラジオ、あと、名刺サイズのカー

ドのリーフレットを作成いたしまして、大学生、

専門学校とか、あと、高校生とか中学生に、全

員にはちょっと行き渡らないと思うんですけれ

ども、配布することとしております。また、ハ

ローワーク等公共施設にもリーフレットを置い

ていきたいというふうに考えております。それ

と、子ども・若者を対象にしておりますので、

最近、パソコンとかスマートフォンの利用が多

いということで、インターネットを通じた広報

にも力を入れていきたいというふうに考えてお

ります。

○井上委員 県庁の職員の人、ここの部の方で

もいいんですけど、フェイスブックとかやって

おられる方はいるんですか、職員の方で。余り

いないかもしれない。

確かに、今言われたように、インターネット

上というのがすごく大きいというふうに思うん

です。ですから、いろんなものを十分に活用し

ていただいて、ツールはいろいろあるわけだか

ら、それを全面的に活用していただいてやって

いただければと思います。

午前10時から午後７時という時間の設定の仕

方というのが、やっておられるうちに、時間は

どんなふうにしていったらいいのかというのも

また出てくると思うので、このあたりの見直し

とかも考えていただけるといいのかなというふ

うに思いますが、その余地はあるというふうに

理解していいですか。

○古川こども家庭課長 この時間というのは重

要な部分でございまして、実は、ほかの県では

６時とか５時というところが結構あります。７

時までに延ばしたところなんですけれども、こ

れは、企画コンペするときに、なぜこの時間か

というのをお聞きして、そのＮＰＯ法人に聞き

ますと、この時間帯で大体十分対応できると。

これは相談を直接受けるということで、これ以

外にも、電子メールは、365日24時間受け付ける

という形で、返事は遅くなりますけど、そうい

うことで対応したいと考えているんですけれど
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も、今年度はこれでやってみまして、来年度以

降、もうちょっと遅いほうがいいとか、逆に朝

は要らないというのがありましたら、また検討

していきたいというふうに考えております。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○坂口委員 今のに関連してですけど、企画コ

ンペで、機会をどれぐらい広げられるかと、い

ろんな視点からやられたのは当然評価すべきと

思うんですけど、問題は、この団体が、そこに

飛び込んだ相談にどれだけ成果を上げられるか

だと思うんです。相談した人を何人社会に送り

出せるか、外に出せるかだと思うんですけど、

そこらに対しての評価というのはどういった人

たちがやられたのか。成果が出なけりゃだめだ

と思うんです。幾ら便利のいいところにあろう

と、便利のいい機関だろうと。そこはどんなぐ

あいにコンペの中で評価されたか、そこにどれ

ぐらいの配点をやられたのかですね。点数配分。

○古川こども家庭課長 やっぱり相談ですので、

専門の相談員をどれだけ確保できるかというの

を中心にやったところです。このフロンティア

会は、センターが決まった後、相談員の募集を

かけまして25名ほどを相談員として集めまして、

実際は、相談所には常時相談員として２名なん

ですけれども、臨床心理士とか社会福祉士とか、

教員ＯＢとか、看護師も含めまして、スクール

カウンセラーの経験の方とか、そういうことで

やることとしております。最終的にそういうと

ころを評価したところです。それと、ここだけ

で解決できないというのはございますので、ほ

かのＮＰＯさんとの連携というのを加味して決

定したところでございます。

○坂口委員 それと、委託料は大体どれぐらい。

○古川こども家庭課長 今回の委託料は640

万5,264円になります。

○坂口委員 高いと見るか安いと見るかなんで

すけれども、常時３名体制ですね。600万でしょ

う。それにいろんな事務所費だ何だとなると、

人件費にどれぐらいいけるのかなと、そういっ

た専門的な人に。それから、今のように、ネッ

トワークとか、場合によっては、専門家に有料

でそこが委託していくというようなことも出て

くるかもわからない。そこら辺は弾力性を持た

せて、人一人救うというのは大変なことですよ。

相談して、こうですねというマニュアルを伝え

るぐらいだったら、なかなかそれじゃ成果は出

ないと思うんです。だから、そこらに一つ工夫

が要るんじゃないかな。ここでこういうことが

この子には必要だ、それにはこういう理由でこ

れだけの金がかかるとなったとき、それを決裁

してでも成果を上げるということにもう少し視

点を置くべきじゃないか、そういった委託のあ

り方の工夫が要るんじゃないかという気がする

んです。これは今後の検討課題。

それから、今、企画評価の中で、10時から７

時までというのを他県と比べられましたけど、

それがプラスで評価されているとしたら、これ

はやってみらにゃわからんことで、僕らが相談

を受けた人の中で、この類いの相談は、金銭の

悩み、自分自身の経営の悩みとかと違って、一

番誰かに相談しようと思うのは夜明け前だそう

です。夢を見ないで眠りたいと言われる。夢を

見ちゃ目が覚め、夢を見ちゃ目が覚めたり、子

供のことやらで。夜が明けるのが待ち遠しいと

言われるんですよ、相談しようかなと。そこで

やっぱり相談する相手もないとか、したって同

じだということでまた昼間過ごして、朝になる。

だから、そこらも幅を持たされて、この時間帯

がすぐれているということ自体、頭から消され

たほうがいいかもわからないですね、今、他県
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と比べられたけど。悩み事が全て夕方になって

高まるということじゃないということ。ゼロか

ら、ここは真っ白から試行錯誤というような感

覚でやっていかれるのがいいんじゃないか。こ

れは答えはないですから、要望でいいです。

それから、プライバシーの保護、これはどん

なぐあいに図られていくのか。

○古川こども家庭課長 プライバシーにつきま

しては、匿名というのもございますけれども、

個人的な悩みというのをお聞きしますので、も

し専門機関があればそっちに紹介するので、そ

れにつきましては、本人の了解の上でやってい

きたいという考えはしております。

○坂口委員 さっきのがん登録とか障害者防止

というのは、その人にプライバシーの保護とい

う義務、公務員であれば公務上知り得たこと、

それから、資格を持ってその業についている人

になれば、業務上知り得た秘密の保持というの

が法的に課せられているけど、ここは、プライ

バシーを保護するというものに法的に罰則を

伴ったものがない。どうやってプライバシーを

保護していくんだということまでは、選定のと

きに評価されていないと思うんです。だから、

そこらは、こういう仕組みになっているからだ

けじゃ、ちょっと心もとないですね。仮にプラ

イバシーが漏れたことによってよけい落ち込ん

でいったり。そこを頼りにされて相談を受ける。

その相談に応えるというのは至難のわざと思う

ぐらい難しいことだと思うんです。そこでがっ

かりしてしまって、いろんなあつれきが生じた

り、トラブったりするかもわからない、委託し

た人と。そういうときにプライバシーが漏れな

いとも限らないですね。だから、そこらはすご

く監視が必要じゃないかと思うんですけど、そ

こをどれぐらい重点的に考えておられるか。そ

れか、僕の解釈違いで、そこにはしっかりした

法的な根拠があって、こういうことで保全され

ますよというようなものがあるのかどうかです。

○古川こども家庭課長 プライバシー保護につ

きましては、今、委員のおっしゃるとおり、重

要なことですので、国につきましても、プライ

バシー保護というのは、この法律をつくるとき、

相談センターをつくるときのことで、同意書を

ちゃんととりなさいと。それにつきましては審

査の段階でお聞きしておりまして、今、それぞ

れ団体さんもプライバシーの保護というのは意

識されておりますので、両方ともそれはちゃん

とされているというふうに審査では決定したと

ころでございます。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○前屋敷委員 障がい者の虐待防止のことでお

伺いしたいんですけど、先ほども質疑応答があ

りましたけれども、この擁護センターですね、

県が請け負うという点で、障がい者に限らず、

高齢者もですが、障がい者の虐待問題などは、

これまでも業務の中で対応されてきたことだと

いうふうに思っているんです。ですから、今の

障害福祉課の中で十分その任務が果たせる部署

がちゃんとあるんだというふうに思うんですが、

センターとしての機能を果たすということに

なったわけで、形にとらわれないということも

あるかもしれないんですけど、センターとして

何らかの意思表明をするといいますか、宮崎県

の障害福祉課に障害者権利擁護センターとして

の形としての位置づけ、そういうものをされる

のかどうか。私は、したほうが、より県民の皆

さんにも周知徹底できるし、本格的にそういう

問題解決に当たられるようになったんだなとい

う啓発にもつながってくるんじゃないかと思う

んですが、その辺の体制的なものはどうなんで
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すか。

○孫田障害福祉課長 この虐待防止に関する取

り組みにつきましては、それぞれが報告あるい

は通報をしていただかないといけないというこ

とで、どこに通報すればいいのかを県民に周知

する必要はもちろんございます。そのため、市

町村の窓口及び県の虐待防止センターという存

在については、今後、県民の皆さんへの周知に

取り組んでいくということになりますし、通報

窓口としての電話番号につきましても、障害福

祉課ではなく、別に独立回線を設けまして、そ

ちらにかかってきた電話につきましては、「権利

擁護センターです」という形で対応するという

ふうにしていきたいと考えております。例えば、

部屋の入り口に看板をかけるかとかいうのは、

ちょっとまだ考えておりません。

○前屋敷委員 それをやるかどうかというより

は、今言われたように、電話が直接窓口でつな

がるところがセンターですというふうにきちっ

と位置づけられると、そういう形のものが必要

じゃないかというふうに思ったんです。市町村

から県のほうへの連絡、報告、相談、それから、

直接、県への報告、相談などがあるというふう

に先ほども御説明いただいたものですから、よ

り一層そういう形は徹底することが必要だなと

いうふうに思ったところでした。

それと、もう１つ、24時間対応ということを

言われましたが、具体的にはどういう方法で対

応されていくんですか。

○孫田障害福祉課長 県の窓口におきましては、

センターとして独立回線を引きますが、これは

夜間・休日等につきましては、担当職員の持つ

携帯電話に自動転送されるようにしております。

これによって、夜間・休日等についても対応が

可能になるというふうに考えております。また、

市町村につきましても、それぞれ専用回線、あ

るいは夜間については、代表電話にかかった場

合には、担当者にその旨が連絡が行くような体

制を整えるという形でこの体制を取り組んでい

ただくということで、ほぼ全市町村が今、準備

をしているところでございます。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○井本委員 障がい者虐待防止の件ですが、こ

こに簡単に虐待発見と書いてあるけれども、発

見するのは本当に難しいだろうなと。今のいじ

めの問題でも、自殺した後になって、それを発

見できんかったなというのをしょっちゅうやっ

ているけど、これもそれと同じだと思うんです。

どうやってそれが発見できるのかな、何かうま

い仕組みを考えているのかなという感じがする

んだけど、その辺はどうですか。

○孫田障害福祉課長 この法律が施行されるこ

とによりまして、通報の義務、責務というもの

がそれぞれの関係者に対して課されるように

なっております。また、それぞれの現場の職員

に対して、通報しなくてはいけない、あるいは

防止する取り組みをしなくてはいけないという

啓発等を、それぞれの組織において取り組む責

務というのも義務づけられております。従来は、

抽象的に「虐待はいけないんだ」ということで

したけれども、この法律ができたことによりま

して、それが法的な責務として規定され、また、

具体的な通報の段取り、処理、立入調査の権限

等も規定されていくということで、制度が整備

されたことによりまして、これまで表にどうやっ

て出したらいいのかわからなかったものについ

て、今後、通報されてくることが可能になるの

ではないかというふうにして考えております。

○井本委員 やってみらにゃわからんところは

ありますね。
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あと、虐待という概念ですけど、刑法で言え

ば構成要件のようなものだろうけれども、何を

もって虐待とするかというのは非常に難しいと

ころもあると思うんです。いじめの問題でも、

本人はいじめられているけど、いじめたほうは

いじめたと思っていないということもあったり

するでしょう。その辺のはっきりした構成要件

みたいなものはあるんですか。

○孫田障害福祉課長 今回、この虐待防止法に

つきましては、虐待の定義ということで定義が

掲げられておりまして、それを５つの類型に分

けますということは先ほど御説明いたしました

とおりでございます。身体的虐待でありました

らば、その中身といたしましては、例えば、「身

体に外傷が生じ、もしくは生じるおそれのある

暴行を加え、または正当な理由なく身体を拘束

すること」といったような形で、それぞれの５

つの虐待の定義に関する解釈等がされておりま

して、これを鑑みまして、虐待であるかどうか

の判断をしていくということになるかと思いま

す。また、この虐待につきましては、本人自身

が虐待と思っていなくても虐待であるというよ

うなこともここで出されておりまして、例えば、

知的障がい等でそれが虐待であると理解できな

かった場合でも、外観的に虐待であるというふ

うにして規定することができるとされておりま

す。

○井本委員 そうすると、この場合、虐待とい

う場合と、刑法的に暴行罪が成立する可能性も

当然ありますね。そして、ここで、最後に「措

置」というのがありますけど、措置というのは、

ここに書いてある一時保護とか後見審判請求と

か、あと、どんなものが考えられるんですか。

○孫田障害福祉課長 まず、例えば養護者によ

る虐待、いわゆる身内の方から虐待されている

場合、それが、身体的等で身体の安全に切迫し

た状況であるというような場合には、直ちにそ

れを引き離し、安全なところに避難していただ

くといった具体的な措置等を、いわゆる「措置」

というふうにする。あるいは緊急的に施設入所

していただく場合もありますでしょうし、そう

いったさまざまな対応をとっていくというふう

に考えております。

○井本委員 与えた人に対する罰則とかそんな

ものはないわけですね。

○孫田障害福祉課長 虐待を行った人間に対す

る対応ですが、この虐待防止法ではそのことに

対する罰則規定はございません。井本委員のおっ

しゃったように、いわゆる刑法として傷害罪な

り暴行罪といった、それぞれの刑法犯としての

罰則が加えられるようになるというふうに考え

ております。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

○中村委員 やっぱり虐待のことでお聞きした

いんですけど、今、知的障がいとか、あるいは

いろんな障がいの施設において、保護者という

のは、皆さんが考えていらっしゃるような保護

者じゃないですよ。うちの子供がこういう障が

い者である以上は当然だと。何をしていただく

のも当然だというような考え方を持っていらっ

しゃいます。今の若い人は特にそうなんですが、

だから、私はいつも言うんです。もらう感謝よ

り与える感謝も必要じゃないか。いただく喜び

より与える喜びも必要じゃないかという話もし

ているんです。ところが、何か少しけがでもし

て家に帰ったら、虐待があったということで県

にすぐ報告したりするんです。市町村とか県に

行く前に、施設の中でそれぞれが虐待防止委員

とかそういうのを外部から求めているんです。

というのは、今２人いるんですが、１人は大学
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の教授でそういったことにも詳しい人で、１人

は、いろいろな企業の中で副会長をされている

方なんですが、全く我々とは親しみのない方な

んです。そういった人を呼んで、親にも会わせ

て、そして、何かもし施設であったらこの人た

ちに連絡してくださいと。こういうことをして

いたら市町村は大変ですよ。市町村はやってい

けなくなりますよ、こういうことを公表されれ

ば。ちょっと何かあったら電話をするというこ

とになります。だから、まず、作業所なら作業

所、いろんな施設にそういった専門の人を設け

なさいということで、私のところはそうやって

おります。一回、苦い経験がありましたから。

やっていないことでもやったというふうに。す

ぐ県ですよ。そして、最近になって、いや、実

は家でもああいうことがありましたというよう

な話なんです。だから、物すごく権利意識が強

くなっていますから、そういうことをお考えに

なって、まず、市町村に行く前に、私が今申し

上げたように、各施設で虐待防止法に関する委

員なるものを２人ぐらい設ける。そんなにしょっ

ちゅうあったら困りますから、そんなにしょっ

ちゅうあるもんじゃないんですよ、みんな気を

つけていますから。あったときに、その親がど

こに連絡するかといったら、虐待防止法の委員

に照会する。委員がやかましく言ってこられて、

どうなったのかということを照合される。これ

を一々市町村や県に案内したら、皆さんパンク

しますよ、こういうことを公開されると。私は

そう思います。だから、もっと障がい者に関す

る人たちの意見も聞いた上でこういうことはつ

くられるべきです。それはどうでしょうか。

○孫田障害福祉課長 各障がい者施設等の皆さ

んにおかれましては、委員のおっしゃるとおり、

それぞれ外部委員なり第三者委員の方々を置い

ていただいて、そういった虐待等あるいは施設

内の処遇に対する不満等に対する窓口を設けて

いただくようにお願いしているところでござい

ます。しかしながら、今回の法律につきまして

は、施設入所者等が、施設に対して弱い立場に

あることがしばしばあると。そのために、施設

側に対して、たとえ外部委員であってもそちら

に申し入れた場合に、不利益を被ることを恐れ

て虐待を訴えることができないといったことが

しばしば見受けられたということを踏まえまし

て、今回のような制度が整備されたのだという

ふうに考えております。

したがいまして、もちろん、ありとあらゆる

施設に対する不平不満がこの窓口に集中すると

なりますと、これは大変なことになるという委

員のおっしゃることは、我々もある意味危惧し

ているところではございますけれども、ただ、

この制度を実際に運用してみて、どういった形

で御相談があるのか、御相談の時間帯あるいは

御相談の内容等に応じて、今後の対応を的確に

とっていきたいというふうに考えております。

○中村委員 そういう委員になってもらう人は、

立派な人をみんな選ぶんですよ。うちも選んで

いるつもりです。だから、役員会にも来られま

すし、親の会との話し合いにも出てこられます。

いろいろ聞かれます。だから、まず、市役所に

行く前に、自分のところのそういった役員の方

にお話ししなさいという項目を設けたほうがい

いんじゃないかと思うんです。そういう人たち

を疑ったら切りがないわけですから、こっちか

ら頼んでいる人たちを。課長がおっしゃるよう

に、障がい者を持っている今の親の皆さん方は

物すごく権利意識が高いですよ。並大抵じゃな

いです。何でもちゃんとやって当たり前。一番

最初に施設ができたときに、朝送ってこられて、
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御飯がないから、昼連れて帰って御飯を食べさ

せて、また連れてくる。そしてまた、夕方迎え

に来る。こういうことをやっていたんです。法

人化されて御飯ができました。朝連れてきて帰

りに連れて帰るだけになりました。ところが、

今はちょっと高齢化して、送ってくれ、迎えに

来てくれ、こうなって、それもやっています。

だんだん権利意識が強くなるんです。だから、

市町村を窓口にすると市町村はパンクしますよ。

そこは余り考えていらっしゃらないみたいです

けど、その施設にある程度権限を持たせてやら

ないと大変なことになると思います。私のとこ

ろだって、後で、いや、あれは違っていました

と言われるぐらいのことを、自分がお世話になっ

ている施設を無視して県庁にいきなり電話する

わけですから、そういう人たちがいかに多いか

ということなんです。市町村に行く前に、決まっ

ている施設の担当に報告することということを

義務づけておけばいいんじゃないでしょうか。

ぴしゃっとやりますよ、それは。これが市町村

になったら、県は一歩引いているからいいけど、

そういうものを配らにゃいかんわけだけど、見

たら、あれも虐待じゃないか、これも虐待じゃ

ないかと。市町村は大変なことになると思いま

すよ。その辺は考えていただかないといけない

んじゃないかと思うんです。

○孫田障害福祉課長 中村委員のおっしゃるこ

とも、先ほど申し上げましたように、こういっ

たものが殺到した場合は、新たな体制を組まな

いといけないというようなことまでは考えてお

るんですが、ただ、現時点で、我々、特に課題

になると考えておりますのは、障がい者施設で

ちゃんとしていらっしゃるところは、当然、利

用者の方も、ここの施設はちゃんと言えばわかっ

てもらえるという信頼関係がある程度できてい

るのかなと。何でもかんでも外に持っていくよ

うな話ではないのかなと。逆に、どうしても相

談に行けないようなところ、そういったところ

で、それを先に施設のほうに言うようにという

ことを義務づけるということは、基本的には難

しいというふうに考えます。また、委員は施設

のことを当然中心にお考えになるんですが、こ

れは使用者責任といった、いわゆる働き先のこ

とも全体としては想定されておりまして、これ

も使用している者という強い立場がありますの

で、首になったら困るというようなことがあり

ますので、そういった場合に、例えばそれが民

間企業等であれば、どこにそれを言いに行けば

いいのか。かなり大きな企業であれば、コンプ

ライアンスの体制等が整っていて、また、そう

いう相談室等もあるんでしょうが、そうでない

ところだからこそ、なかなか難しい問題が起こ

るのかなということもありますので、どの程度

の中身のどの程度の件数が来るのか、今後、そ

れに対応していくということで考えております。

○中村委員 やっぱり一番考えないといけない

のは、施設に入っている人たちですよ。大きな

施設に入っている人も小さな施設に入っている

人も。ただ、就職されている方は案外まともな

方が多いんです。だから、そういうトラブルに

ついてはちゃんと親に言うだろうし、ちゃんと

した連絡がとれると思いますけど、それはちょっ

と考え不足で、一番困っている、自分で言えな

い人、そういった人たちにそういうことをして

やらないといけないと私は思います。だから、

県に電話があったから県は対応しよったけど、

うちはもう関係ないですから市町村に言ってく

ださいと言われれば、市町村に殺到しますよ。

私は思います。

○井本委員 この手続は法律で決まっているん



-67-

でしょう。法律で決まっているやつをどうのこ

うのと。しようがないとじゃないですか、これ

は。

○中村委員 しようがないということはないん

ですよ。これをちゃんとやらないと、子供たち

にかかわる問題ですから。

○井本委員 これを変えろというわけですか、

法律を。

○中村委員 いや、ここの前に１点だけ、そう

いう決まったものがあれば、そういった人にも

相談をしなさいということがあると、市町村や

県が楽するんじゃないかということを提案して

いるわけです。

障がい者の虐待防止法を見せていただきまし

たけど、この中に、物を食させるのに、嫌がる

ものを食べさせたらいかんと書いてあるんです。

ありましたね、多分。ありましたね。嫌がるも

のを食べさせてはいけない。それは教育じゃな

いんです。嫌がるものでも、食べなくちゃいけ

ないものであれば、少しずつでも食べさせる方

法を見つけにゃいかん。それが教育じゃないで

すか、その子供たちに対する。私の勘違いだっ

たらごめんなさい。嫌がるものを食べさせたら

いけないみたいなことが書いてあるんです。そ

の子にまだ今から長く生きてもらわにゃいかん

のであれば、嫌がるものでも、こうして料理を

変えて食べられるんだよとやっています。そう

いったこともやらないといかん。嫌がるものを

食べさせたらいけない、それも虐待だと言われ

たら、それは働かせているところは立場がない

です。

○孫田障害福祉課長 ただいま中村委員のほう

から御指摘がありました研修資料の中のケース

スタディということなんですが、そちらの資料

の中で取り上げられておりました事例は、グルー

プホームで、本人が全く特定の食べ物が食べら

れない、大嫌いで一切食べないという入居者の

方に、施設の職員が、その食べられないものを

今日はこれで我慢して的に、これを食べなさい

と言って出したという事例でございました。こ

れは虐待に当たるのかどうかということをその

研修の中でやったわけですけれども、これが、

本人と話し合いをして、これからこういうのも

食べないと困るよねと。だから、少しずつ食べ

てみようかと。本人が、そしたら頑張ってみる

というようなやりとりがあったのではなく、単

にその日その食材しかなかったので、たまには

食べてもらわないと困るというような形でその

食事を出したと。これは虐待であろうというよ

うな形での演習を行ったところです。したがい

まして、単に嫌いなものを出したからいきなり

虐待ということではなく、あくまでも本人の福

祉向上、生活の質の向上のための取り組みであ

るかどうかというのをきちんと考えた上で、虐

待であるかないかというのを判断していくので

はないかというふうに考えます。

また、冒頭申し上げましたように、施設にお

いては、それぞれの施設において苦情処理体制

といったものの体制づくりをしていただくよう

に、設置の中でやっておりますので、そちらの

ほうは当然既存のものとしてあるわけですので、

そちらのほうに御相談いただくというのはもち

ろんございます。ただ、それを踏まえまして、

さらに、虐待であるということを通報したい、

相談したいという場合の体制を今回整備したと

いうことでございます。

○中村委員 最初そういう話をいろいろな人に

されたときに、出席者の中で、「たまには殴った

りせにゃいかんのだ」という人もおりましたか。

○孫田障害福祉課長 同じ研修の中で別のケー
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スといたしまして、突然暴れて殴る入所者に対

して、自衛のためだと称して各職員が個別に先

に殴るということを行って、それによって本人

がおとなしくなったという事例が取り上げられ

ました。こちらの場合は、もちろんこれは虐待

であると。どういう対応をとっていくのかとい

うのを、個別にそれぞれの職員が勝手に判断し

た上で、さらに、有無を言わせず、危険な兆候

が見られたらいきなり殴りつける、これによっ

て本人を抑止するという取り組みをしていると

いうこと、当然これは虐待に当たるということ

でございます。基本的に、たとえ、チームある

いは施設でどういう対応をとるかということを

決めた場合であっても、殴るというのは当然選

択肢から除外をされるというふうに考えており

ます。どういった前兆症状なり、どういう状況

の中で本人が暴力的行動に出るのかといったも

のを、チームとしてきちんとアセスメントした

上で、どういう処遇をするのかということを施

設のほうで取り組んでいただくということが、

この場合には適当ではないかというふうに考え

ております。

○中村委員 やっぱり、暴れだしたりとか、物

を蹴ったりとかする子はいるんです。その辺の

取り扱いで、殴るのはもちろんいけませんよ。

それはその指導者の資質の問題だろうけど、そ

うしたらどうすべきかということも研修の中で

議論させてやらないと、みんなで腕をつかんで

ちゃんとなだめるとか、いろいろあるでしょう

けれども、皆さんが考えるような、一筋縄では

いかない。本当に暴れまくって。うちでもそう

ですが、腰の高さくらいの板なんか全部蹴られ

ていますよ。怒ったら蹴るんです。それをどう

おとなしくさせるかということなども含めて、

虐待防止というのはそう簡単にいかない。市の

職員が行って殴られたらどうなるか。そういっ

たことだってありますから、その辺も考えた上

でこの虐待防止はじっくり考えて、もう始まる

んでしょうけど、私も、きょう帰って、この意

見を言ったということを施設に言って、絶対虐

待はならんぞと、虐待をやったときはやめても

らうと、そこまではっきり言おうと思うんです。

今はないですけど、みんな親切にやっています

けど、そういうことが起こったらやめてもらう

というところまでいかないと、これは解決しな

いと思っています。

○孫田障害福祉課長 時として、暴力的な動き、

突発的な動き、そういった行動をされる入所者

の方々の処遇について、現場のほうで大変御苦

労されているということは当然承知しておりま

す。しかしながら、一方、高齢者も障がい者も

いずれも、例えば、身体拘束は原則として禁止

ということになっておりまして、本人のために

緊急的やむを得ない場合以外は、身体拘束を禁

止するということになっております。この趣旨

を徹底していく上では、もちろん殴るのはだめ

ですし、あるいは縛り上げる、固定するという

のも基本的には、本当に緊急的な場合、あるい

は施設としてきちんと判断した場合でなければ

行ってはならないという規定になっております

ので、その上で、そういった暴力的行為、危険

な行為が発生しないように、あるいはそれをう

まく受け流すような取り組みというのを、それ

は、申しわけありませんが、プロとして取り組

んでいただくしかないのかなというふうに考え

ております。

○中村委員 支援学校あたりにも、虐待防止法

があるんですよということをちゃんとおっ

しゃっていただかないと、支援学校で、宿泊し

ますよね、今は養護学校とは言いませんけど、
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例えば、都城さくら聴覚支援学校、ああいうと

ころでも、いろんな支援学校の中で、目が届か

ない部分もあるんでしょうけど、男性が男性同

士で脱がしたりとか、そういうことをやってい

るんです。うちにもそういうのが１人おって、

やかましく言ったことがあるんですが、うちの

職員が言ったんですが、「わかりました」と言う

けど、これはなかなか直りません。だから、学

校で発生したことを職場に持ち帰るとか、そし

てまた、地域で公園でもそういうことをやった

と。男女関係はないんです。男性が男性にそう

いうことをするわけですから、いいとは言いま

せんけれども、割方問題は少ないのかなと思っ

ていますけど、そういう教育を学校現場にも、

こういうことが発生しますよ、支援学校で、宿

泊している子にこういう気遣いをしてください

ねと。うちも毎日３人ぐらいずつ宿泊している

んですが、男女関係じゃなくて、男が泊まると

きは男の職員が泊まるというふうにして、ちゃ

んと２時間、３時間に１回は見ています。私も

一回泊まったことがありますが、寝てしまえば

楽かもしれませんけど、そういうこと自体にも

気を使うように、こういうのがある以上は、支

援学校あたりにもちゃんと紹介してあげるべき

だと思います。

○孫田障害福祉課長 障がい者であっても、思

春期以降に性的衝動があるというのは、これは

当然のことでございまして、それが時としてい

わゆる反社会的な行為につながるのか、あるい

はもっと程度の少ない部分になっていくのかは

別にいたしましても、そういった衝動があるの

は人として自然なことであると思います。それ

がいわゆる事件的なものになっていくかいかな

いか、そこで事前に指導をどのように行ってい

くのか。そういうことをしてはいけないんだと、

あるいは人前でしてはいけない、あるいはむや

みにいろんな人にしてはいけないとか、それぞ

れの教育というのは、それぞれの方の能力に合

わせてやっていただくということしかないのか

なと。特に入所施設等ですと、24時間、男女が

隣の棟で、仕切りがあったりするとはいえ、生

活しているわけですので、そういった事態が起

こりかねない状況にあるというのは、現在の状

況ではやむを得ない部分があるかなと。後は、

そこの指導なり処遇の中でそこに対応していた

だくということになるかと思います。

○中村委員 長くなるからもう結構です。

〔「今のは答弁が違う」と呼ぶ者あり〕

○孫田障害福祉課長 今回の法律の中では、教

育現場について明文の規定等はございませんけ

れども、当然、教育委員会、学校についても、

それぞれの取り組んでいただく教育関係者、医

療関係者についても、こういった現場を見聞き

する、発見する可能性も高いということであり

ますので、それについて周知をした上で、こう

いった虐待についての防止に努めていただくよ

うにお願いをしていきたいと考えております。

○中村委員 その学校では、先輩から後輩にそ

ういう脱がすというような雰囲気が継続的にあ

るらしいんです。だから、それはやっぱり学校

側にも言っておかないと、男と男だからといっ

て見過ごして、これがまた別な方向に走ると、

今おっしゃったように、人間である以上、そう

いう行為は皆さん思いがちですけれども、ほか

に目を向けるような方向に持っていかないとい

けないんじゃないかと思うんです。間違いを起

こしてからでは遅いですから。今おっしゃって

いただいたから、ぜひ支援学校にも、こういう

のができましたよということはおっしゃってく

ださい。
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○古川こども家庭課長 先ほど、子ども・若者

相談センターの件で、坂口委員のほうから委託

料の御質問がありましたけれども、640万ほどと

申し上げまして、これは、10月１日開設ですの

で半年分ということで御理解いただきたいと

思っております。

○髙橋委員長 ほかにございませんか。

○二見副委員長 また障がい者の件であれなん

ですが、いろいろと現場での難しい条件という

のがあると思うんですけれども、ここに具体的

な手続ということで、虐待発見から通報、市町

村に行くという流れになっていますが、先ほど、

制度の周知というものは県民全体にしていくと

いうふうにおっしゃられましたけれども、一般

の人たちは、そういうところを見かけたとしま

しても、それが虐待なのかということをすぐに

判断するということは難しいと思うんです。虐

待じゃないかということは、ある程度そういっ

た状況が、継続的に繰り返し同じような所見が

見られたとか、そういったところを繰り返し見

ることによって疑いが生じてくると思うんです。

そうした場合に、広くみんながこういう制度を

知ることも大事なんですが、やはり第１発見者

として、通報者としてどういった人が想定され

ているのか、そこには、重点的にこういう制度

についての周知というのはもちろんされるんで

しょうけれども、どのようにされていくのかと

いうことをちょっとお聞かせいただきたいんで

すが。

○孫田障害福祉課長 虐待の発見につながりや

すい立場にある方として、施設の従業者あるい

は病院、学校の関係者といった方々が想定され

ております。そういった方々については、施設

長の責務として、通報を行うということをきち

んと周知して、そういった体制をとるというこ

とが義務づけられておりますので、まず、そう

いった方々が中心になるかと思います。また、

一方、養護者からの虐待については、御近所の

方が発見する場合ももちろんあるかと思います。

これにつきましては、従前、児童虐待がなかな

か通報しにくかったと。しつけをしているのか、

虐待なのかという判断が難しくて、なかなか通

報がなかったということで発見がおくれる場合

がございましたけれども、近年では、そういっ

たことが一般の方々にも大分広まってまいりま

して、そういった通報がふえてきているという

ふうに聞いております。それと同様、障がい者

に対する虐待につきましても、虐待ということ

に対する一般的な認識というのは、従前に比べ

たらかなり上がってきているのかなというふう

に思っております。また、養護者の虐待の発見

者といたしましては、例えば医療機関の職員、

病院に来て、「このあざは何ですか」というよう

な形で発見されるというのもありますから、そ

ういった場合には、その職員は通報をしなけれ

ばならないというような形で規定をされており

まして、そういった方々に対する周知等は、各

施設等を通して施設長の研修等も実施しており

ますので、さまざまな手段を通して周知を図っ

てまいりたいというふうに考えております。

○二見副委員長 その「通報」ということなん

ですけれども、いろんな事件があったとき、「警

察に通報する」というふうに使われますね。虐

待ももちろんあってはならないことなんですか

ら、通報なんですけれども、普通の刑法犯の場

合は、大体見た目で、これは犯罪だと、傷つけ

たとか、わかりやすくて、通報ということは使

えるんでしょうけれども、虐待とか、要するに

不確定な部分で、できるだけ早目に、そういう

ことが深刻な問題になる前に予防しないといけ
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ないという制度だと思うんです。であれば、細

かいことかもしれないんですけれども、通報と

いうことじゃなくて、もうちょっと簡単に言え

ば、連絡なり、そういった形というか、もっと

一般的に利用しやすいような制度にするという

ことも一つ大事なことなんじゃないかと思うん

ですが、そういったところは御検討とかされて

はいないんでしょうか。

○孫田障害福祉課長 通報といいますと、かな

り大それたことのようで、心理的なものという

障壁があるのかもしれません。ただ、この通報

というのは、法律上の用語として規定の中で使

われておりますことで、実際には、お知らせく

ださいというような形で告知をしていくのかな

と。一方、従来の児童ですと児童相談所、ある

いは暴力的な事件ですと警察といったところに

通報することになっておりましたが、今回は、

県民の皆さんに身近な市町村の窓口であると、

しかも福祉の窓口であるということで、従来に

比べたらば、そちらに連絡を一つ入れるという

心理障壁は若干下がったのかというふうに考え

ております。

○二見副委員長 最後に、虐待に関して県のほ

うで把握されている通報の数、そして、全く見

込みもない中で始められる制度じゃないと思う

ので、今後見受けられる潜在的な通報、これか

ら出てくるだろうというものの予想といいます

か、なかなか上げにくいのかもしれないですけ

れども、結果は後からついてくるものとして、

どれくらいの通報に通じるような相談、連絡と

いうものが出てくるのかという見込みがあるの

であれば、またそれもお聞きしたいんですが。

○孫田障害福祉課長 実は、正式に県として虐

待事案ということで把握しておりますのは、過

去数年間の間で１件ほどしかございません。こ

れは、こういった枠組みがなかったということ

もあって別の方法で処理されているのかなと。

それで、障がい者に対する虐待という形での情

報として上がってきていないのではないかと

思っておりますが、今回、こういった法律が整

備されたことによりまして、この制度に乗った

どれぐらいの件数が上がってくるのか、実は、

申しわけありませんが、雲をつかむような話で

ございまして、スタートしてみないとわからな

いというのが実情でございます。

○二見副委員長 これをどれくらいのスパンで

区切って検討されていくのかは、またあるんで

しょうけれども。

続いて、こども家庭課の相談センターについ

てのほうなんですが、人員体制が、相談員２名

の事務員が１名という、この方は専属で置かれ

るということなんですね。今やっていらっしゃ

るフロンティア会の方が、別の仕事もしながら

これをされるという人員配置なんですか。

○古川こども家庭課長 相談員につきましては、

一応専属といいますか、先ほど、相談員25名と

言いましたけれども、交代でやっていきたいと

いうふうに考えております。ただ、それぞれ専

門がございますので、違うときに来たときには、

その相談員に情報を流して的確な対応をやって

いくということにしております。

○二見副委員長 母数があって、この開設時間

のときに２名と事務局、３名体制でやっていく

ということでよろしいんですね。

○古川こども家庭課長 相談員２名と事務員が

１名、常に３名いるということでございます。

○二見副委員長 それともう１点、これは相談

センターになるものですから、ひきこもりの方

とか、そういった子供さんの家族の方からの相

談を受ける窓口ですよね。であれば、このセン
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ター自体は、完全に受け身の態勢で活動してい

くということなのかなと思ったんです。何が言

いたいかといったら、ひきこもりの生徒がいる

としますね。学校自体はそういったところを把

握しているわけなんですが、その家庭に対して、

こういう相談窓口があるんですよといった紹介

なりを学校のほうに働きかけてもらうのか。そ

ういったところまで踏み込んだ取り組みをこの

センターがしていくのか。要するに、センター

を開設して、こういった受け身の、相談が来れ

ば対応しますという状態で、電話が来る、メー

ルが来る、ファクスが来るのをただ待っている

だけなのか。そこはどのような制度というか対

応でやっていくのか、お聞かせいただきたいん

ですけど。

○古川こども家庭課長 相談ですので、電話と

かメールとかいろいろ来るのを待つという形な

んですけれども、先ほど申しましたけれども、

相談センターの啓発というのが重要になります

ので、それにつきましては十分にやっていきた

いと。こういう相談センターがあるというのを

学校も含めてやっていきたいと思っております。

○二見委員長 特に、ひきこもりとか不登校と

いうのは親が一番心配ですね。子供が学校に行

かなくなった。親は子供に対して、何で行かな

くなったのかと聞いても、子供は答えてくれな

いというのが一番の問題だと思うんです。だか

ら、こういう制度がありますよ、施設がありま

すよということを周知したとして、その子供自

身は、そこにかけようという気に本当になるの

かなと。まず、その子供自身にあること自体を

伝えるのが非常に難しいというところもあるし、

家族のほうからだったらまだ相談しやすいのか

もしれないですけれども、そういったことを考

えた場合、ただ、ありますよと言っているだけ

じゃなくて、こういうふうに相談しやすいもの

なんだと、センターのほうから働きかけていく

ところが必要だと思うんですが、今のお話を聞

いていると、周知の仕方もでしょうし、周知を

するだけでいいのかというのは、ちょっとまだ

課題が大き過ぎるんじゃないかなと思うんです

けれども、そのほかの取り組みとかはされない

んですか。

○古川こども家庭課長 家庭からの相談という

のも受けますし、ひきこもりで家からなかなか

出てこれないという方がいらっしゃいますので、

そこへの訪問というのも状況によっては考えて

いるところでございます。

○二見副委員長 それはセンター自身が考えて

活動するんですか。それとも、県が委託してい

るんですから、学校との連絡係をつなぐなりい

ろんな情報とかをつないでいくのか、そういっ

たところの取り組みというものをちょっと。

○古川こども家庭課長 訪問支援というのは、

委託団体が実施するという形にはなっておりま

す。あと、どういう方がいるかというのは、こ

ういう相談センターがあるというのを学校に言

わないと、個人情報ですので、なかなか流せな

いと思います。そういう啓発でやっていきたい

というふうに考えております。

○坂口委員 先ほどの中村委員の指摘の問題も

だけど、仕組みがどうだ、制度がどうだ、何が

どうだじゃないんです。結果が出せるか出せな

いか。だから、先ほどのも試行錯誤の中でいっ

て臨機応変に対処していけばいい。相談が多かっ

たら、窓口をふやすなり、あるいは相談箇所を

変えるなり。成果が出るか出ないかですよ。言

われるように、見つかりにくい部分、判断しに

くい部分がありますよ。殺到してでも、これは

虐待に当たらないのかということ自体を判断す
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るのが、一つのプロフェッショナル的な市町村

だったり県だったりするわけです。いや、かく

かくしかじかでそれは値しませんよということ

で一件落着かもわからないし、よくぞ言ってく

れたと。

例えば、内部告発というのは日本の文化にな

じまない。犯罪みたいにひきょう者呼ばわりだっ

たのが、法律で告発者を守り、内部告発を奨励

しようというところまで行った。ある乳業メー

カーなんかつぶれてしまった。たった１人の社

員の告発で。そういうことをどんどん促進しよ

うとしたけれども、これは今、聞かないですよ

ね、内部告発でどうのと。

問題は、虐待はだめだということをオール県

民が認識して、そんなことはやめさせようと。

私の力じゃそれはできないと。じゃ、市町村に

相談しようというところまで持っていけるかど

うかです。仕組みを立派なものをつくったつく

らない、こんなものは手段ですよ。手段じゃな

くて、目的をどう達成させるかということ。

今のでも一緒だと思うんですよ。コンペの企

画がすぐれていたからやったと言うけど、掘り

起こし企画が、一番肝心な学校にどう働きかけ

る、学校がつかんでいる情報をどういただく、

そこでどうプライバシーを保全していって、相

手の家庭に飛び込んでいって、なぜそんな情報

をあなた知っているのということで、それをしっ

かり説明できる。そういう企画がすぐれている

ということかと思ったら、そうじゃなくて、何

時から何時までやりますよ、金は何ぼでいいで

すよと。そんなものは手段ですよ。だから、い

かに成果が出せるかのところに視点を当てな

きゃということで、これはこれで終わりますけ

れども、目的は何なのか、成果を上げるために

はどうあればいいのかで、手段がどうだこうだ、

やれ、何がどうだ、合理的だと、こんなことを

やって満足していたんじゃだめですよ。

例えば、飛躍し過ぎるけど、高速道路の整備

と一緒で、車が通らんから宮崎は後だ、後だ、

後だと。あれは道路を抜くことが目的じゃなく

て、全国の均衡ある発展をしようとしたところ

でしょう。宮崎に道路を抜いて車が通らなけれ

ば、次の手段を講じればいいだけのこと。企業

を立地する、あるいは役所を持ってくるという

ことをやればいいだけのことで、手段のために

幾ら相談したって、とにかく走っていって、悪

いところを改善しながら成果を上げるというこ

と、これは要望しておきます。その決意でやっ

ていただきたい。部長にその決意を聞かせてい

ただきたい。

○土持福祉保健部長 坂口委員のおっしゃると

おりでございます。昨年、このセンターの設置

につきましても、検討する際に、私、個人的に

は、これは直でやってもいいんじゃないかとい

うぐらいに思ったものでございます。それを体

制の問題等も考えてこういう形で出発すること

にいたしましたけれども、おっしゃるとおり、

これによる成果というものを十分に見定めて対

応いたしますし、必要に応じていろんな工夫を

しながら、この仕組みというのもまた見直しを

図りながら、対応してまいりたいというふうに

考えております。

○髙橋委員長 ほかの委員の皆さん、よろしい

でしょうか。

それでは、その他で何かありませんか。議案、

報告事項、その他の報告事項以外で。

○坂口委員 この場ではどうかなとも思うんで

すけれども、財政方の問題かなと思ったりする

けれども、その中の一番関連するからだけど、

今度、消費税の増税ですね、26年４月から３％
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上げて、27年10月から５％上げると。それは社

会保障のための財源確保で、また地方の独自の

財源になる部分があるんですよというのは、最

終的には完成型が1.2％と0.34％だったですか。

この0.34％は交付税の財源だから置いておい

て、1.2％部分、これで確実に宮崎県の取り分は

市町村も含めてふえるわけですけど、今度は、

それを社会保障の自然増の部分に充てていこう

というんですけど、そのふえた部分と支出でふ

えていく部分、これは大体どんなぐあいになっ

てきますか。具体的に言うと、何ぼ税収が上がっ

て、今度は社会保障の支出の増がどんなぐあい

になっていくのかということ。元財政課長さん

に。

○髙橋委員長 元財政課長のこども局長で答弁

をお願いします。

○日隈こども政策局長 済みません、私のほう

から説明させていただきます。

今、坂口委員からありましたとおり、今回の

社会保障と税の一体改革、三党合意ということ

で関連法案が成立しております。５％引き上げ

ということになっております。これも坂口委員

からありましたとおり、新たな５％の部分、５

から10の部分になりますね、ここについては、

地方の取り分が1.54％、国のほうが3.46％とい

うことになります。この地方の取り分の1.54％

のうち、1.2％が地方消費税という区分になって

いまして、残りの0.34％が地方交付税の財源と

いうことになっています。

現在、０から５のところの今の消費税の中で

は、１％が地方消費税になっておりまして、ま

ず、現行制度から申し上げますと、この１％の

配分は、都道府県に人口割で８分の１、残りの

８分の７は、商業統計とかサービス業基本調査

に基づく、いわゆる消費という観点で配分とい

うことで、まず、都道府県にまいります。そし

て、都道府県に来た分を半分半分しまして、市

町村に半分あげますけれども、市町村に配分す

るときには、２分の１、50％を人口比、残り50

％を消費の関係で従業員数、これは事業所統計

というのがあるんですけれども、そういったい

わゆる消費にかかわる部分で50％というふうに

配分します。

したがいまして、まず、都道府県枠でたくさ

んいただかなくてはいけないということになる

んですが、今申し上げたとおり、人口比で、宮

崎県の場合は全国の人口の0.9％を占めておりま

すけれども、今申し上げた消費の関係で８分の

７カウントするものですから、宮崎県にまず来

ている分というのは0.82％ということで、人口

比より少ない状況にあります。現行の１％の消

費税についてのお話です。

今回、関連法で出てきました新たな1.2％の消

費税の配分、これをどうするかというのがこれ

からの議論です。全国知事会では、まあ仲よく

いこうやということで、人口割でいきましょう

ということを今おっしゃっていまして、これは

都道府県の意見の集約ということ。いろんな意

見があるんです。いろんな意見は後ほど説明い

たしますが、一応最大公約数ということで人口

比でいきましょうということになっています。

民主党のほうの、総務大臣等も人口比でいきま

しょうということで、方向性的には、今の政権

側としては全国知事会の案でいこうかというこ

とで、市町村の配分についてだけ方向性を明確

に決めております。先ほど、人口比で２分の１

ずつと申し上げたのを、２分の２、100％配分し

ていきましょうという方向性を示していますが、

まず、入り口の都道府県に来る分についてはま

だ決定されておりません。そこまででよろしい
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ですか。

○坂口委員 今ちょっと気がかりなところが幾

つかあったものだから。人口比ですよね、それ

は、今までが人口比８分の１と、あとは事業者

とか従業員とか小売消費といった、いわゆるた

くさん負担したところにたくさん持っていこう

という納税者への配慮的な部分を入れてという

配分方式。これは、今までの交付税財源とか、

国の財源に持っていってそれが国庫支出される

というための財源確保ならやむを得ない部分も

あったのかなと。ただ、それだけじゃ満足でき

ないんですよ、僕がいつも本会議なんかで言っ

ているように、単なる人口でいいのかと。それ

と、たまたま宮崎に消費が落ちる企業が少ない。

そういったことを復元していくための予算にそ

れでいいのかなという疑問はあるけど、それは

それで置いておきます。これまでの５％は。

今回は、さっきも言いましたように、特に0.34

を除いて1.54の中の1.2は、結局、社会保障のた

めの財源になるわけじゃないですか。目的税じゃ

ないですか。ただ、一つ今言われたように、市

町村向けは考え方が定まったと。これは人口比

なんだということですね。人口で配分。ところ

が、市町村は、高齢化率を見ても40％を超して

いるところもあるわけです。まだ20％のところ

もある。そういった高齢者のための福祉財源、

これは倍要るわけですよ、人口案分していった

ら、県内だけでさえ倍の格差がある。それから、

我が県は、前の知事から、全国一の出生率に持っ

ていくんだと。今、全国２位なんだと。こういっ

た若年層も全国で２番目に、それが正確じゃな

いけれども、子供たちも全都道府県で見たら圧

倒的に多い。しかも、過疎地と都市部では、若

い子たちは都市部が多くて過疎地はいなくなっ

たという逆転もある。高齢者と同じで。そういっ

たもののための福祉施策に持っていくやつが目

的税ですよね。それを人口分とさっきのように

納税者配慮なんていったら、若い働ける人たち

がいるところが物すごく有利に配分を受けて、

実際、福祉の金が必要になっていく、社会保障

費が増大していくところが不利になっていく。

しかも、人口割でいって0.9、それに納税者配慮

をしたとき0.82と言われたでしょう。そんなば

かな考えでなくて、例えば高齢者率から見ても、

この前の敬老の日、全国が24.1、3,074万人です

か、65歳以上。本県の場合は26.1か何ぼかになっ

ていたでしょう。そういったものをやっていく

と、0.9という数字を、若年層と高齢者の人口を

やった率で割り戻すと、1.0を超さなきゃおかし

いんです。その1.0を掛けていったものを持って

こなきゃだめ。

この前の鳥飼議員の本会議の質問で、知事は、

今度、増分が130億ぐらいでしょうというような

ことを言っていたけど、そんなものでは納得し

ちゃだめと。それはまた全国知事会で人口割で

いこうなんて、そんなばかなことをうちの知事

が言っているんだったら、本県のこれから先が

わかっていないと思うんです。部長にこれはお

願いしますけど、徹底して、実情に合った、目

的税だから、目的のために支出するところに必

要なものの財源を保障しろということを一つは

ぜひこれは知事にレクをして、事あるごとにこ

のことはやっぱり主張していくべき。それを代

弁する立場にある、市町村を代弁する立場にあ

る県は、市町村に人口割なんてそんなばかな話

はないですよ、これ。大変なことが起こります

よ、将来、財源不足。その見解も含めて、そう

いったことを今後やっていかれる気はないかど

うか、部長に、これ。

○土持福祉保健部長 坂口委員がおっしゃると
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おりの懸念を我々も抱いておりまして、この1.2

分を本県でどういう使い方をするかということ

がございますので、うちのほうでも話している

んですけれども、いろんな勉強会を、まず、知

事等含めた４役会議等の場でそういう議論もし

ていかないといけないのかなと。まだ知事に話

しているわけじゃございませんが、そういうこ

とは私どもも考えております。

それと、そうやって収入が入ってくるわけで

すけれども、地財上はどうしても出を立てない

といけないということになりますので、そこら

の考え方についても、今から、国に対して、先

生方にもいろいろと御協力をいただく場面が

多々あるというふうに我々考えておりますので、

また議員の先生方に対しましても、こちらから、

説明会といいますか、勉強会といいますか、こ

れは財政の範疇かもしれませんが、お願いをす

るようにしたいというふうに考えておりますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

○坂口委員 そのために日隈さんがここの部に

来たのかなと、この前の人事で。こういうこと

が起こることの心配があってと思ったけど、ど

うもそこらが何か危機感がぬるいような気がし

て。

今度は、元財政課長ということでこども政策

局長に聞きますけど、地方の取り分がふえてく

る、基準財政収入額の考え方とか需要額の考え

方とかが変えられますよね。数字をどうセット

するかだけど。そこのところの組みよう一つで

も、宮崎県が大いに得するか損するか。例えば25

％の留保金の考え方あたりが地方にどう影響す

るかとか、そういう微妙な部分もあります。

それから、もうちょっと心配しているのが、

今、自民党も総裁選をやっていて、維新の会と

の距離の近さ、遠さを自分のアピール事項にし

ている人たちもいるんですけれども、例えば維

新の会なんて、国の仕事は国の財布でやるんだ

と、地方の仕事は地方の財布でやりなさいと。

そのかわり、地方の財布の中に入れるお金を、

消費税は地方にあげますよ、そのかわり交付税

はなくしますというようなことを言っています

よね。そんなことをやられたら、例えばですけ

ど、10％消費税が上がったと、20兆の消費税と

したときに、その１％が来ても2,000億じゃない

ですか。市町村も含めて本県は。今、本県に来

ている交付税の半分にも満たないですね。こん

なことでやっていけっこないと思うんです。こ

ういったことに対しての懸念、これは間違えて

も―この前の本会議で維新の会の考え方なん

かについてちょっと知事も言っておられたけど、

本当にわかっているのかなというような心配を

持ったんです。ここらに対しては、局長、ごめ

んなさい、担当外かもしらんけど、財政課長と

しておられたわけですから、この流れは知って

おられるわけですから、これをどう分析してお

られるか。

○日隈こども政策局長 本会議で知事が今回答

弁しておりました維新の会の「維新八策」とい

う名称になっておりますけれども、政策では、

今、坂口委員がおっしゃったとおり、地方交付

税制度を廃止すると。いわゆる、国の仕事は国

の財布で、地方の仕事は地方の財布でというこ

とで、税源ごと地方に譲ってくださいというこ

とで、あるべき姿的には聞こえるんですけれど

も、ただ、税制というのは、簡単にそのような

取引というのがなかなか難しいという現状があ

ります。これは自由民主党であれ、民主党であ

れ、あれだけ税制調査会というのはかなり厳し

い議論を進めてきたという歴史もありますので、

国税を地方税に一遍に持ってくるというのは、



-77-

それぞれ目的は決まっていますので、簡単にい

きません。

そこで、地方交付税制度を見ますと、ことし

の当初予算で見ると、地方に17.5兆配分してい

るんですが、地方交付税の財源の５つの税のそ

れぞれの財源は、わずかに10.8兆円しかありま

せん。国が、いわゆる財務省が継ぎ足しで6.8兆

ぐらい乗せていますので、この論理でいくと、

地方が、財源ごと、交付税を自分でとって自分

の財源にするよといったら、10.7兆です、10.7

兆だけ地方に渡すと思うんです。これでやりな

さいよということになると、今、交付税の配分

として17.5兆もらっているのが、10.7兆にしか

ならないという構図になります。そのほかに臨

時財政対策債が6.1兆ぐらいあります。6.1兆の

臨時財政対策債を20兆でもして、あとは自分で

返済すればいいじゃないですかという論調に

なってしまうので、知事としては、まず１つ目

の懸念として、この論理でいくと総額の確保が

できなくなるんじゃないかと。都市圏はいいん

です。東京都とかは、先ほどの地方消費税をしっ

かりもらえれば、交付税はもらっていませんの

で、あるいは大阪府、愛知県、ここは非常に少

ないです。ですから、そういうところの地方は

いいんですけれども、自分のところの県税の３

倍ももらっているような宮崎県あたりは、地方

交付税が命ですから、そういうふうに半減して

しまうようなことになると非常に心配だという

ことで、１つ目の懸念を言われています。

もう１点は、配分の関係です。それだけ地方

に渡されて、じゃ、後、どう調整するかという

ことで、新たな財政調整制度をつくると「維新

八策」に書いてあります。平等に言えば、先ほ

ど申し上げたとおり、地方がみんな納得する配

分方式は、頭割り、人口割ということになりか

ねません。人口割でいくと、今の３分の１ぐら

いになってしまうんじゃないかという懸念もあ

ります。総額のことと配分のこと、この２つの

ことが、大きく制度を切ってしまった場合には

心配事が出てくるのかなということで、知事が

本会議で答弁したところかと思います。

○髙橋委員長 坂口委員、ちょっとよろしいで

すか。委員会審査になじまない議論になってし

まうので、この後、続くようであれば、また時

間をとって。

○坂口委員 委員会審査になじまないじゃなく

て、社会保障の分野で注文なんです。というの

が、今、こういう注意があったけど、この作業

が、今から決まっていくのが、26年の４月から

スタートする税制だったら、今年度内に方向が

決まってしまうんです。だから、間に合わない

から今言っているんです。そういうことなんで

す。今言われたように、維新八策なんかの考え

方なんかも、はっきりこれは間違いだというこ

とを県はしっかり認識しないと、例えば、今言

われた財源調整機能なんていうのも、地方同士

でとった金を宮崎にくれるところはどこもない。

それを国がかわりにやる機関をつくるというけ

ど、どこがやるかも、そんな根拠も何もない。

破綻したところはちゃんと国が窓口つくって相

談を受けますよと。夕張市みたいなところが出

ることまで想定している。だから、こんなのは

頭から否定しろということを知事にしっかり認

識していただくことと、問題は、先ほどの局長

が言われたように、人口割という考え方です。

本県は人口減少に入っていったじゃないですか。

その中で高齢化が進む。全国は少子化が進むけ

ど、本県は頑張って子供たちもふやして－今

でさえ大変な財源不足が想定されるのに、これ

にまた拍車がかかっていくんです。だから、こ
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こらのところをしっかり年度内には考え方を固

めて、次の年につくられる制度設計にしっかり

反映させないとだめ。その時間が残っていない

ということを今言っているんです。だから、な

じまなくはないと思うんです。間に合わないと

いうことで今言っているんです。ここが一番関

係がある。すべてここなんです。

○井上委員 部長が、坂口委員の言うとおりと

おっしゃっているわけだから、いいんじゃない

ですか。坂口委員の言われるとおりとずっと何

回も答弁しておられるので。これをずっと続け

ても、責任ある答弁をできるのかがちょっと私

もよくわからないけど。

○坂口委員 いや、だから、発言を続けるとい

うのじゃなくて、なじまないということだった

から、なじまなくはないんですよということを

今言ったわけ。

○井上委員 まだ続けるんですか、これを。委

員長に聞きますけど。

○髙橋委員長 先ほど福祉保健部長から答弁が

あったように、地方消費税の部分について、今、

坂口委員からいろいろと御指摘があったことを

しっかり知事に意見申し上げていくということ

で部長答弁があった。それで整理できませんか。

○坂口委員 それでいいんですよ。

○髙橋委員長 問題点をしっかり整理して。

では、その他ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、次に、請願の審査に

移ります。

請願第23号について、執行部からの御説明は

ございませんか。

○青石衛生管理課長 特に説明はございません。

○井上委員 請願にかかわってちょっといいで

すか。

こういうことに関しての実態調査みたいなの

は一回でもやられたことはあるんですか。業者

さんが集まっての研修会は年に１回やっておら

れるようですけど、実態調査みたいなのはされ

たことがあるんですか。

○青石衛生管理課長 動物取扱業に対しての実

態調査でしょうか。

○井上委員 請願にかかわって。経営も含めて

だけれども、予防接種の代金とかをどのぐらい

負担しているか、そういう調査をしたことがあ

るのかということを聞いている。

○青石衛生管理課長 それぞれの狂犬病予防注

射の代金あるいは注射登録の頭数等については、

うちのほうで把握しております。

○井上委員 各業者さんがどのくらい負担をし

ているかということは、データとして出せると

いうふうに理解していいんですか。

○青石衛生管理課長 個々の業者が経営してい

く上で、どういうことにどういうお金がかかっ

ているかということについては、把握しており

ません。

○井上委員 私はそういうことは聞いていない。

予防接種にかかわってどのくらい負担をしてい

るのか、各業者全体でどのくらいなのか実態調

査したことがあるのかということを聞いている。

経営にかかわって何に何がかかってというふう

には聞いていないけれども、狂犬病予防接種に

かかわって、どのくらい各業者が負担している

かというデータをとったことがあるのかと。な

いと思うのよね。

○青石衛生管理課長 個々の料金については、

狂犬病予防注射3,000円は県で把握しております

が、個々の業者がどれくらい頭数を飼っている

のかということは、登録申請のときに個々で申

請した頭数ですので、その後どういうふうにそ
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の頭数が、子犬を産んだりとかそういうことに

ついては把握しておりませんので、狂犬病予防

注射について､3,000円掛ける何頭というのは実

態調査をしたことはありません。

○井本委員 こういう動物はイギリスなんか非

常に先進国だと思うんですが、イギリスなんか

の扱いはどうですか、こういうものは。イギリ

スなんかではこういうものに対して扱いはどう

なんですか。多数だったら安くするとか。して

くれという話でしょう、これ。

○青石衛生管理課長 海外のことはちょっとわ

かりませんけれども、九州全体では、こういう

制度で助成しているとかそういうところはござ

いません。

○前屋敷委員 県内の動物取扱業者数というの

は把握していますか。規模にかかわらず。

○青石衛生管理課長 取扱業につきましては、

販売、保管、貸し出し、訓練、展示等について

登録するようになっておりまして、県内、宮崎

市も含めまして444施設ございます。

○前屋敷委員 数まではわからないということ

ですね。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、以上をもって福祉保

健部を終了いたします。執行部の皆様、御苦労

さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後０時２分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うこととなっておりますので、24日に

行いたいと思います。開会時刻は、13時30分と

したいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 以上で本日の委員会を終了いた

します。

午後０時３分散会
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平成24年９月24日（月曜日）

午後１時28分開会

出席委員（８人）

委 員 長 髙 橋 透

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 内 村 仁 子

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 阿 萬 慎 治

総務課主任主事 橋 本 季士郎

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「議案ごと」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、個別に採決いたしま

す。

議案第１号について、原案のとおり可決する

ことに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○髙橋委員長 全員。よって、議案第１号につ

いては、原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

次に、議案第６号について、原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○髙橋委員長 全員。議案第６号は、原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。

次に、議案第11号について、原案のとおり可

決することに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○髙橋委員長 挙手多数。よって、議案第11号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

請願第23号の取り扱いはいかがいたしましょう

か。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○前屋敷委員 この請願について賛成したいと

思うんですが、これは業者の方に助成を求める

ものなので、一般の飼い犬も含めて助成の対象

とするという附帯決議を私はつけてほしいなと

いうふうに思っておりますので、それを付して

賛成ということにしたいと思います。

○坂口委員 請願は、請願者の趣旨以上も以下

もない。請願は、請願者の趣旨そのものでしか

扱えないと思うんです。足したり引いたりは。

○髙橋委員長 前屋敷委員の意見は、また別な

場での議論になると思いますので。

それでは、お諮りいたします。

請願第23号については採決との御意見がござ

いますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、請願第23号の賛否を

お諮りいたします。

請願第23号については、採択すべきものとす

ることに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕
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○髙橋委員長 挙手少数。よって、請願第23号

は不採択とすることに決定いたしました。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関

する調査」につきましては、閉会中の継続審査

といたしたいと思いますが、御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目として、特に御要望等はあり

ませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時32分休憩

午後２時０分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

それでは、お諮りいたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 以上で委員会を終了いたします。

委員の皆様、お疲れさまでした。

午後２時０分閉会


